
「
建
設
機
械
施
工
」

定
価 

八
八
〇
円
（
本
体
八
〇
〇
円+

税
10
％
）

日
本
建
設
機
械
施
工
協
会

一般社団法人 日本建設機械施工協会

 M95 Y10表 4

建設機械施工建設機械施工
ISSN　2187−851Ｘ

7

Vol.73 No.7 July 2021 (No.857)

建
設
の
Ｄ
Ｘ　
特
集

令和3年 7 月 25 日発行 
（毎月1 回25日）通巻857号  

雑誌 03435 - 7

令和3年7月25日発行（毎月1回25日）　Vol.73  No.7 （No.857）

特集　�特集　�建設のDX建設のDX

DXにより創る次世代建設生産システムとスマートな世界DXにより創る次世代建設生産システムとスマートな世界

背 5mm

巻頭言 DX時代の新しい建設産業に向けて ● 国土交通省が推進するインフラ分野のDX
● DXレポート2（中間とりまとめ）：DX推進の課題と政策展開
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1 商品名
日本建設機械要覧2019

電子書籍（PDF）版
建設機械スペック一覧表、

電子書籍（PDF）版

2 形態 電子書籍（PDF） 電子書籍（PDF）

3 閲覧
Web上で閲覧

パソコン、タブレット、
スマートフォンからアクセス

Web上で閲覧
パソコン、タブレット、

スマートフォンからアクセス

4 内容 要覧全頁 spec一覧表

5 改訂 3年毎 3年毎

6 新機種情報 要覧クラブで対応 要覧クラブで対応

7 検索機能 1.単語検索 1.単語検索

8

附属機能
注）タブレット・ス

マートフォンは、
一部機能が使え
ません。

・しおり　・拡大・縮小　・付箋機能 
・ペン機能　・目次からのリンク　・各
章ごと目次からのリンク　・索引からの
リンク　・メーカHPへのリンク

・しおり　・拡大・縮小　・付箋機能 
・ペン機能　・メーカHPへのリンク

9
予定販売
価格

（円・税込）

会員 55,000（3年間） 49,500（3年間）

非会員 66,000（3年間） 60,500（3年間）

10 利用期間 3年間 3年間

11 同時ログイン 3台 3台

12 認証方法 ID＋パスワード ID＋パスワード

13 購入方法 WEB上にて申込み（HP参照下さい） WEB上にて申込み（HP参照下さい）

お問合せ先：業務部　鈴木英隆　TEL：03-3433-1501　E-mail：suzuki@jcmanet.or.jp

一般社団法人日本建設機械施工協会

　当協会では、国内における建設機械を網羅した『日本建設機械要覧』を2019年3月に刊行し、現場技術者の

工事計画の立案、積算、機械技術者の建設機械のデータ収集等に活用頂き、好評を頂いております。

　このたびこの建設機械要覧に関して更に便利に活用いただくよう新たに次の2種類の電子書籍（PDF）版を発

売いたしますので、ここにご案内申し上げます。

　是非とも活用いただきたく、お願い申し上げます。

発売時期

令和元年5月　HP：http://www.jcmanet.or.jp/

Webサイト　要覧クラブ

　2019年版日本建設機械要覧およびスペック一覧表電

子書籍（PDF）版購入の方への特典として、当協会が運

営するWebサイト（要覧クラブ）上において2001年版

から、2016年版日本建設機械要覧のPDF版が閲覧及び

ダウンロードできます。これによって2019年版を含め

ると1998年から2018年までの建設機械データが活用

いただけます。

　また、同じ要覧クラブ上で新機種情報も閲覧およびダ

ウンロードできます。

様々な環境で閲覧できます。

タブレット、スマートフォンで外出先でもデータ

にアクセスできます。

2019年版

日本建設機械要覧電子書籍（PDF）版
発売通知
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　本協会では、国内における建設機械の実態を網羅した『日本建設機械要覧』を1950
年より3年ごとに刊行し、現場技術者の工事計画の立案、積算、機械技術者の建設機械の
データ収集等に活用頂き、好評を頂いております。
　本書は、専門家で構成する編集委員会の審査に基づき、良好な使用実績を示した国産
および輸入の各種建設機械、作業船、工事用機械等を選択して写真、図面等のほか、主
要緒元、性能、特長等の技術的事項、データを網羅しております。購読者の方々には欠
かすことのできない実務必携書となるものと確信しております。

　2019年版日本建設機械要覧購入の方への特典として、当協会が運営するWebサイト
（要覧クラブ）上において2001年版から2016年版までの全ての日本建設機械要覧の
PDF版が閲覧及びダウンロードできます。これによって2019年版を含めると1998年か
ら2018年までの建設機械データが活用いただけます。
 なお同じ要覧クラブ上で2019年版要覧以降発売された新機種情報もご覧いただけます。

・B5判、約1,276頁／写真、図面多数／表紙特製

・2016年版より外観を大幅に刷新しました。

2019年版

発売のご案内

2019年版　内容

・ブルドーザおよびスクレーパ

・掘削機械

・積込機械

・運搬機械

・クレーン、インクラインおよび

ウインチ

・基礎工事機械

・せん孔機械およびブレーカ

・トンネル掘削機および設備機械

・骨材生産機械

・環境保全およびリサイクル機械

・コンクリート機械

・モータグレーダ、路盤機械

および締固め機械

・舗装機械

・維持修繕・災害対策用機械

および除雪機械

・作業船

・ICT建機、ICT機器　

　　　　　　　（新規）

・高所作業車、エレベータ、

リフトアップ工法、横引き工法

および新建築生産システム

・空気圧縮機、送風機およびポンプ

・原動機および発電・変電設備等

・建設ロボット

・WJ工法、CSG工法、タイヤ、

ワイヤロープ、燃料油、潤滑剤

および作動油、検査機器等

平成31年3月

発 刊 日

一般価格　53,900円（本体49,000円）

会員価格　45,100円（本体41,000円）

（注）送料は1冊900円（複数冊の場合別途）

価　　格（消費税10％含む）
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一般社団法人日本建設機械施工協会　発行図書一覧表（令和 3年 7月現在）

№ 発行年月 図　　　　書　　　　名 一般価格
（税込）

会員価格
（税込） 送料

1 R  3 年 5 月 橋梁架設工事の積算　令和 3 年度版 11,000 9,350 900
2 R  3 年 5 月 令和 3 年度版　建設機械等損料表 8,800 7,480 700
3 R  3 年 1 月 情報化施工の基礎　～ i-Construction の普及に向けて～ 2,200 1,870 700
4 R  2 年 5 月 よくわかる建設機械と損料　2020 6,600  5,610  700
5 R  2 年 5 月 大口径岩盤削孔工法の積算　令和 2 年度版 6,600  5,610  700
6 R  2 年 5 月 令和 2 年度版　建設機械等損料表 8,800  7,480  700
7 R 元年 9 月 大口径岩盤削孔工法の積算　令和元年度版 6,600  5,610  700
8 R 元年 6 月 日本建設機械要覧 2019 年電子書籍（PDF）版 66,000  55,000  －
9 R 元年 6 月 建設機械スペック一覧表 2019 年電子書籍（PDF）版 60,500  49,500  －
10 R 元年 5 月 令和元年度版　建設機械等損料表 8,800  7,480  700
11 H31 年 3 月 日本建設機械要覧　2019 年版 53,900  45,100  900
12 H30 年 8 月 消融雪設備点検・整備ハンドブック 13,200  11,000  700
13 H30 年 5 月 よくわかる建設機械と損料  2018 6,600  5,610  700
14 H29 年 4 月 ICT を活用した建設技術（情報化施工） 1,320  1,100  700
15 H28 年 9 月 道路除雪オペレータの手引 3,850  3,080 700
16 H26 年 3 月 情報化施工デジタルガイドブック【DVD 版】 2,200  1,980  700
17 H25 年 6 月 機械除草安全作業の手引き 990  880  250
18 H23 年 4 月 建設機械施工ハンドブック　（改訂 4 版） 6,600  5,604  700
19 H22 年 9 月 アスファルトフィニッシャの変遷　　 3,300  700
20 H22 年 9 月 アスファルトフィニッシャの変遷【CD】 3,300  250
21 H22 年 7 月 情報化施工の実務 2,200  1,885  700
22 H21 年 11 月 情報化施工ガイドブック 2009 2,420  2,200  700
23 H20 年 6 月 写真でたどる建設機械 200 年 3,080  2,608  700
24 H19 年 12 月 除雪機械技術ハンドブック 3,143  700
25 H18 年 2 月 建設機械施工安全技術指針・指針本文とその解説 3,520  2,933  700
26 H17 年 9 月 建設機械ポケットブック　（除雪機械編） 1,048  250
27 H16 年 12 月 2005 「除雪・防雪ハンドブック」 （除雪編）※ 5,238  250
28 H15 年 7 月 道路管理施設等設計指針（案）道路管理施設等設計要領（案）※ 3,520 250
29 H15 年 7 月 建設施工における地球温暖化対策の手引き　 1,650  1,540  700
30 H15 年 6 月 道路機械設備 遠隔操作監視技術マニュアル（案） 1,980  700
31 H15 年 6 月 機械設備点検整備共通仕様書（案）・機械設備点検整備特記仕様書作成要領（案） 1,980  700
32 H15 年 6 月 地球温暖化対策　省エネ運転マニュアル  550 250
33 H13 年 2 月 建設工事に伴う騒音振動対策ハンドブック（第 3 版） 6,600  6,160  700
34 H12 年 3 月 移動式クレーン、杭打機等の支持地盤養生マニュアル（第 2 版） 2,724  2,410  700
35 H11 年 10 月 機械工事施工ハンドブック　平成 11 年度版 8,360  700
36 H11 年 5 月 建設機械化の 50 年 4,400  700
37 H11 年 4 月 建設機械図鑑 2,750  700
38 H10 年 3 月 大型建設機械の分解輸送マニュアル※ 3,960  3,520  250
39 H9 年 5 月 建設機械用語集 2,200  1,980  700
40 H6 年 8 月 ジオスペースの開発と建設機械 8,382  7,857  700
41 H6 年 4 月 建設作業振動対策マニュアル 6,286  5,657  700
42 H3 年 4 月 最近の軟弱地盤工法と施工例 10,266  9,742  700
43 Ｓ 63 年 3 月 新編　防雪工学ハンドブック【POD 版】 11,000  9,900  700
44 Ｓ 60 年 1 月 建設工事に伴う濁水対策ハンドブック※ 6,600  250
45 建設機械履歴簿  419  250

46 毎月　25 日 建設機械施工 880  792  700
定期購読料　年12冊　9,408円（税・送料込）

購入のお申し込みは当協会 HP　http://www.jcmanet.or.jp の出版図書欄の「ご購入方法」から「図書購入申込書」をプリ
ントアウトし，必要事項をご記入のうえ，FAX またはメール添付してください。
※については当協会 HP　http://www.jcmanet.or.jp の出版図書欄をご参照ください。

消費税 10％



特　　集 建設の DX
巻頭言 4 DX 時代の新しい建設産業に向けて

建山　和由　�立命館大学

行政情報 5 国土交通省が推進するインフラ分野の DX
安全・安心で豊かな生活の実現を目指して
国土交通省　大臣官房　技術調査課

12 DX レポート 2（中間とりまとめ）：DX 推進の課題と政策展開
高野　了成　�経済産業省　商務情報政策局　情報産業課　課長補佐

特集・�
技術報文

17 新現場力による現場の改革
DX による新たなマネジメント方策の導入
尾澤　卓思　�（一財）日本建設情報総合センター　理事，国際土木委員会　事務局長

25 DX により創る次世代建設生産システムとスマートな世界
真下　英邦　�鹿島建設㈱　デジタル推進室　室長

32 BIMの情報を連携させた建築のDX生産とサービスソリュー
ション
池上　晃司　�大成建設㈱　建築総本部　デジタルプロダクトセンター

38 4K 定点カメラ映像による工事進捗管理システムの開発およ
び試行
木付　拓磨　�安藤ハザマ　営業本部　営業第一部　首都圏営業グループ　主任
早川健太郎　�安藤ハザマ　建設本部　技術研究所　先端・環境研究部先端グループ　研究員

43 山岳トンネル工事における切羽近傍作業の無人化を目指した
取り組み
Tunnel Remote Operation System の開発
山下　雅之　�西松建設㈱　技術研究所　主席研究員
山本　　悟　�西松建設㈱　技術研究所　土木技術グループ　副課長
田口　　毅　�西松建設㈱　技術研究所　先端技術グループ　上席研究員

49 3 眼カメラを用いた配筋検査システムの開発と各種構造物へ
の適用
吉武　謙二　�清水建設㈱　技術研究所　社会システム技術センター　インフラ技術グループ　グループ長，博士（工学）
松永　英哲　�清水建設㈱　東北支店　土木部　国道 45 号新思惟大橋　上部工工事作業所　主任
松尾　勝司　�清水建設㈱　北海道支店　土木部　一般国道 40 号音威子府村音中トンネル作業所　所長

55 施工現場のデジタル化で協業，現場遠隔管理の実証実験を開始
林　　健人　�大和ハウス工業㈱　技術統括本部　建設デジタル推進部　DC 推進 1 グループ長
長谷　直樹　�日本電気㈱　製造・装置業システム本部　シニアエキスパート

60 建設・施工での DX に向けた 3DEXPERIENCE プラット
フォームの活用
清水　卓宏　� ダッソー・システムズ㈱　技術部　建設・都市・地域開発事業担当

66 建設現場におけるデジタルトランスフォーメーションの推進
後付け 3D マシンガイダンス「スマートコンストラクション・レトロフィットキッ
ト」の導入
村上　数哉　�㈱小松製作所　スマートコンストラクション推進本部　事業開発部　主幹
植村　　晶　�㈱小松製作所　スマートコンストラクション推進本部　事業推進部　グローバル推進グループ　主査

目　　次
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70 新技術活用による熟練技能維持の取組み
アイマップシステムの開発
田村　泰史　�㈱淺沼組　戦略事業推進部　新技術事業化推進室　課長

76 建設現場の安全性と生産性向上を支える AI 画像・自然言語
解析技術
ヒューマンセンシング（Human Sensing）AI の適用
園田亜斗夢　�㈱ Lightblue Technology　代表取締役社長

84 AI が建設機械を遠隔地から現場のカメラ画像を見て遠隔操縦
大津　良司　�知能技術㈱　代表取締役

交流のひろば 90 最新デジタル技術を活用した現場 DX 実践事例
本堂　直浩　�日鉄ソリューションズ㈱　IoX ソリューション事業推進部　専門部長

ずいそう 93 建設機械との邂逅
岡本　直樹　�建設機械史研究家

95 おやひこさま
田村　秀弘　�大成ロテック㈱北信越支社　支店長

JCMA報告 97 第 10 回通常総会・第 38 回理事会報告
100 令和 3 年度　日本建設機械施工大賞　受賞業績

統計 106 建設工事受注額・建設機械受注額の推移　機関誌編集委員会

107 行事一覧（2021 年 5月）

110 編集後記（岡本・石倉）

◇表紙写真説明◇

DX により創る次世代建設生産システムとスマートな世界
写真提供：鹿島建設㈱

次世代建設生産システム「A4CSEL Ⓡ（クワッドアクセル）」により，現在施工中の成瀬ダム（国土交
通省東北地方整備局，秋田県雄勝郡東成瀬村）にて，自動化建機の組み合わせで堤体打設を行っている。
現場を一望できる管制室から IT パイロットが現場を管理する体制を取っており，管制室からの指示に
より，自動化建機が無人で自律・自動運転を行っている。最盛期には 5 機種 23 台の自動化建機が昼夜
を通じて最大連続 72 時間稼働で施工を行う計画である。

2021年（令和 3年）7月号 PR目次
【ア】
朝日音響㈱…………………… 後付 6

【カ】
コスモ石油ルブリカンツ㈱… 後付 5
コマツカスタマーサポート㈱

………………………………… 表紙 4
コベルコ建機㈱……………… 後付 1

【サ】
サイテックジャパン㈱……… 表紙 3
サンタナアートワークス…… 後付 2

【タ】
大和機工㈱……………………表紙２

【マ】
マルマテクニカ㈱…………… 後付 3
三笠産業㈱…………………… 後付 4

【ヤ】
吉永機械㈱……………………表紙２
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巻頭言

DX時代の新しい建設産業に向けて
建　山　和　由

2016 年 1 月，政府は「第 5 期科学技術基本計画」を
閣議決定した。その中では，「現実空間（フィジカル
空間）と仮想空間（サイバー空間）を高度に融合させ
たシステムにより，経済発展と社会的課題の解決を両
立する人間中心の社会」として「Society 5.0」が提唱
されている。それ以前の狩猟社会，農耕社会，工業社会，
情報社会をそれぞれ Society1.0 から 4.0 までに位置づ
け，その先に進化した社会として掲げたといえる。

そのベースには，IoT（Internet of Things）や DX
（Digital Transformation）の発想がある。IoT は，社
会の様々な物がインターネットでつながれ，相互に情
報をやり取りすることにより，個々の物が持つ機能を
画期的に高めていこうとするという概念で，インター
ネット経由で様々な施設や装備の自動認識や自動制
御，遠隔操作などを行うという発想から出てきた。
DX は，高速インターネットやクラウドサービス，人
工知能（AI）をはじめとするデジタル技術を活用して，
既存の組織や仕組み，手順，モノや情報の流れといっ
たものを根本的に変革することにより，業務の効率化
や省力化を超えて，事業や商流の在り方そのものを改
革することとされている。IoT や DX をはじめ，進化
が著しいデジタル技術を活用して社会の新たな姿を追
求することを Society5.0 は目指しているといえ，今後，
社会の様々な分野でその実現に向けて多様な取り組み
が模索されていくことになる。

デジタル化を推進しようとする場合，闇雲に ICT
などの新技術を導入しようとしても効果が得られると
は限らない。ややもすると新技術を導入することが目
的になってしまっていて，費用と手間がかかる割に効
果が得られないという場合も多いことと想像する。本
来の目標を定めていないので，効果を確認することが
できないのは当たり前ともいえるのではないだろう
か。新技術の導入効果を確実に得るためには，自らの
有する課題を明確にして，その改善に関わる目標を設
定し，それを達成するために具体的な新技術の導入を
考えることが有効といえる。

建設分野では，これまで，改善すべき課題としては，
人口減少社会における担い手不足ということが謳われ
てきた。それは間違いないことではあるが，漠然とし
ていて自らの問題と捉え難い面もあり，より身近で具
体的な目的意識に落とし込む必要がある。たとえば，

「職員の就労時間を 2 割短くして，かつ工期も 2 ヶ月
短縮する」という目標を立てることを考えてみよう。
当然，今までの方法や体制では，あり得ない話であり，
それを実現するには，様々な工夫が必要となるが，今
日では ICT を活用した 3 次元データ管理，遠隔臨場，
映像活用によるペーパレス化をはじめ様々なデジタル
技術が導入され始めており，工夫次第では決して不可
能なことではない。

改革の目標が明確になると，工事に関係する人たち
の意思統一をはかり易く，関係者の一体感を育むこと
ができ，かつ，明確な目標が掲げられていると，特定
の技術に固執すること無く，より効果的な技術が見つ
かれば柔軟に変更して，より大きな効果を上げること
も期待できる。

次に，目標を達成するための具体的な改善方法を検
討するプロセスでは，慣習的に行っていることに対し
て改めて本来の意義を確認することが有効といえる。
普段，当たり前として行っている行動の中には，形骸
化している物も多く，日常的に少しでも不便さや非効
率を感じながら従前通りに行っている所に改善の糸口
を見出し易いからである。

さらに，新たな取り組みを始める場合，必ずしも成
功するとは限らない。うまくいかなかった場合，それ
を責めるのではなく，挑戦したことを評価する文化の
醸成が重要といえる。

建設業界は確実に動き出している。この動きを励起
し，建設を活気ある産業に高めることができる時代に
我々はいることを強く感じる。積極的な取り組みが展
開されることを期待している。

─たてやま　かずよし　立命館大学─
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国土交通省　大臣官房　技術調査課

1．はじめに

我が国は，現在，人口減少社会を迎えているが，潜
在的な成長力を高めるとともに，新たな需要を掘り起
こしていくため，働き手の減少を上回る生産性の向上
等が求められている。また，産業の中長期的な担い手
の確保・育成等に向けて，働き方改革を進めることも
重要であり，この点からも生産性の向上が求められて
る。こうした観点から，国土交通省では，建設現場に
おいて ICT（情報通信技術）の活用や 3 次元データ
の活用等，「i-Construction」を推進している。

今般の新型コロナウイルス感染症を踏まえ，建設現
場の生産性向上や働き方改革，リモートを中心にした
新型コロナウイルス感染症対策を実現する上で，
i-Construction の重要性がますます高まっており，取
組の更なる加速が求められている。

また，令和 2 年 9 月に発足した菅新内閣において，
行政の縦割りを打破し，大胆に規制改革を断行するた
めの政策として，行政のデジタル化を強力に推進する
デジタル庁の設置が進められている。菅総理大臣から
は，国民が当たり前に望んでいるサービスを実現し，
デジタル化の利便性を実感できる社会を作るという方
針が示されている。

このように政府を挙げ，デジタル化による社会の変
革が求められる中，国土交通省においても，国民目線
に立ち，インフラ分野のデジタル化・スマート化を，

スピード感を持って強力に推進していく必要がある。
このため，国土交通省では，インフラ分野においてデー
タとデジタル技術を活用し，社会資本や公共サービス
に加え，組織やプロセス，働き方等を変革し安全・安
心で豊かな生活を実現するため，インフラ分野の DX

（デジタル・トランスフォーメーション）を推進して
いる。

本稿では，国土交通省におけるインフラ分野の DX
に関する最新の取組状況を紹介する。

2． データとデジタル技術を活用したインフ
ラ分野の変革～インフラ分野の DX～

インフラ分野におけるデータとデジタル技術の活用
は，2016 年度より建設現場の生産性を高めるため，
ICT施工やBIM/CIM（Building/Construction Information 
Modeling Management）をはじめとする3次元データの活用
等，i-Construction を推進してきた。将来的には，測
量から設計，施工，維持管理に至る建設プロセス全体
を 3 次元データで繋ぎ，新技術，新工法，新材料の導
入，利活用を加速化することを目指している。更に，
事業全体にわたる関係者間で情報を共有することによ
り，一連の建設生産システムにおける受発注者双方の
業務の効率化・高度化が期待される（図─ 1）。

例えば，調査・測量，設計，施工，検査等のあらゆ
る建設生産プロセスにおいて ICT を全面的に活用す

国土交通省が推進するインフラ分野の DX
安全・安心で豊かな生活の実現を目指して

行政情報

特集＞＞＞　建設のDX

今般の新型コロナウイルス感染症を踏まえ，建設現場の生産性向上や働き方改革，リモートを中心にし
た新型コロナウイルス感染症対策を実現する上で，i-Construction の重要性がますます高まっており，取
組の更なる加速が求められている。政府を挙げ，デジタル化による社会の変革が求められる中，国土交通
省においても，国民目線に立ち，インフラ分野のデジタル化・スマート化を，スピード感を持って強力に
推進していく必要がある。このため，国土交通省では，インフラ分野においてデータとデジタル技術を活
用し，社会資本や公共サービスに加え，組織やプロセス，働き方等を変革し安全・安心で豊かな生活を実
現するため，インフラ分野の DX（デジタル・トランスフォーメーション）を推進している。本稿では，
国土交通省におけるインフラ分野の DX に関する最新の取組状況を紹介する。
キーワード：  i-Construction，DX，国土交通データプラットフォーム
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る取組（ICT 活用工事）では，図─ 2 のように，国
土交通省において必要な積算や技術基準等の整備を進
め，令和元年度には，直轄工事の公告件数 2,397 件の
うち 1,890 件の，約 8 割で ICT 活用工事を実施してお

り，また，土工の延べ作業時間が約 3 割縮減するなど，
一定の効果が現れている。

今般の新型コロナウイルス感染症を踏まえ，感染症
リスクに対しても強靱な経済構造の構築を加速するこ

図─ 1　建設生産プロセスを 3次元でつなぐ

準天頂衛星
（みちびき）

主 桁

横 桁

検査路

横 構

機器活用による測量 2次元図面による設計

ドローン(レーザースキャナ)や
準天頂衛星システム(みちびき)を
活用し、効率化、高密度化した
面的な3次元測量

人手が必須な点検作業 労働力を主体とした施工

測量 設計

施工維持管理

3次元モデルによる可視化と
手戻り防止、4D(時間)、5D(コスト)
による施工計画の効率化

ICT施工の工種拡大、
3次元データに基づく施工、
デジタルデータ活用による
新技術の導入拡大等

ロボットやセンサーによる
管理状況のデジタルデータ化、
3次元点検データによる可視化

測量 設計

施工維持管理

建設生産プロセス全体を3次元データで繋ぐ

社会への実装
バーチャルシティによる

空間利活用
ロボット、AI技術の開発 自動運転に活用できる

デジタル基盤地図の作成

ドローン
GPS

3Dデータ
VR

自動化
ビックデータ

ロボット
AI

国際標準化の動きと連携

３次元設計データ等を通信

Ｈ２８ Ｈ２９ Ｈ３０ Ｒ１ Ｒ２ Ｒ３以降

18基準
（新規11・改定７）

39基準
（新規21・改定18）

39基準
（新規13・改定26）

35基準
（新規10・改定25）

49基準
（新規9・改定40）

ICT構造物工

ICT土工

ICT舗装工（平成29年度：アスファルト舗装、平成30年度コンクリート舗装）

ICT浚渫工（港湾）

ICT浚渫工（河川）

ICT地盤改良工（浅層・中層混合処理）

ICT付帯構造物設置工

ICT法面工（吹付工）

ICT地盤改良工（深層）

ICT法面工（吹付法枠工）

ICT舗装工（修繕工）

ICT基礎工・ブロック据付工
（港湾）

民間等の要望も踏まえ
更なる工種拡大

ICT路盤工

図─ 2　i-Construction に関する工種拡大
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とが喫緊の課題として付加された。このため，インフ
ラ分野においても，データとデジタル技術を活用し
て，国民のニーズを基に社会資本や公共サービスを変
革する等，DX（デジタル・トランスフォーメーション）
の加速化に着手したところである。

調査測量から設計，施工，維持管理の一連の建設生
産プロセスを BIM/CIM 等，3 次元データでつなぐこ
とが，この DX の基盤になると考えている。

国土交通省は，2012 年度から橋梁やダム等を対象
に導入し，2019 年度は，大規模構造物の詳細設計に
おいて，BIM/CIM を原則適用とする等，適用拡大に
取り組んできたところであるが，強靭な社会経済構造
の構築に向け，公共工事の現場のデジタル化を進め，
非接触・リモート型の働き方への転換等を強力に推進
しており，一つの目標として，2023 年度までに小規
模なものを除く全ての公共工事で BIM/CIM 活用に転
換することとしている。

3．インフラ分野の DXの具体的取組

インフラ分野の DX の加速化に向け，国土交通省で
は，省横断的に取組を進めるべく，「国土交通省イン
フラ分野の DX 推進本部」を 2020 年 7 月 29 日に設置
し，これまで計 3 回開始し，2021 年 2 月 9 日にイン
フラ分野の DX 施策を公表した。この中で，大きく 4

つの方向性で取組を推進することとしている（図─
3）。

1 点目は，「行政手続きや暮らしにおけるサービス
の変革」である。

これは，デジタル化による行政手続き等の迅速化
や，データ活用による国民の暮らしの各種サービス向
上に向けた取組である。

具体的には，特車通行手続き等の迅速化や港湾関連
データ基盤の構築等による行政手続きの迅速化に加
え，IT やセンシング技術等を活用したホーム転落防
止技術の活用や ETC によるタッチレス決済の普及，
国管理の洪水予報河川すべてで，洪水予報の発表の際
に 6 時間先までの水位予測情報を一般に提供し，河川
の増水・氾濫の際の自治体の災害対応や住民避難を促
進等に取組むこととしている（図─ 4）。

2 点目は，「ロボット・AI 等活用で人を支援し，現
場の安全性や効率性を向上」である。

これは，ロボットや AI 等の活用により危険作業や
苦渋作業の減少を図ると共に，経験が浅くても現場で
活躍できる環境の構築や，熟練技能の効率的な伝承等
に取り組むこととしている。

具体的には，無人化・自律施工による安全性・生産
性の向上や身体負荷の軽減や視覚・判断の補助を行う
パワーアシストスーツ等による苦渋作業の減少による
安全で快適な労働環境の実現，AI 等による点検員の

●在宅勤務や遠隔による
災害支援など新たな
働き方を実現

●危険・苦渋作業からの
解放により、安全で快適
な労働環境を実現

国民

業界

職員

●行政手続きの迅速化や
暮らしにおけるサービス
向上の実現

●インフラのデジタル化で
検査や点検、管理の高度
化を実現

Before（Now） After（Future）

出典：総務省統計局「国勢調査2020総合サイト」
（https://www.kokusei2020.go.jp/index.html）を加工して作成

画像：NEXCO東日本
「最先端映像技術ＭＲを活用した技術者育成」

出典：総務省統計局「国勢調査2020総合サイト」
（https://www.kokusei2020.go.jp/index.html）を加工して作成

出典：https://careecon.jp/blog/3970040302

図─ 3　インフラ分野のデジタル・トランスフォーメーションで実現するもの
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「判断」支援や CCTV カメラ画像を用いた交通障害自
動検知等による AI 等を活用した暮らしの安全確保，
人材育成にモーションセンサー等を活用するなど熟練

技能をデジタル化した効率的な技能習得等の取組であ
る（図─ 5）。

3 点目は，「デジタルデータを活用した仕事のプロ

行政手続き等の迅速化

 手続きのデジタル化やオンライン化を進め、行政手続き等の迅速化を推進
 デジタルデータの利活用を進め、暮らしの利便性や安全性を高めるサービスを提供

暮らしにおけるサービス向上

令和２年７月よりケンタッキーフライドチキン
（相模原中央店）での試行運用を実施中

▲自動重量計測装置 ▲ETC2.0

重量を遠隔
で確認

推奨経路を
表示可能に

連
携

経路を遠隔
で確認

連
携

ETCによるタッチレス決済の普及

特車通行手続き等の迅速化

• 電子申請システムの導入等に
よる、特殊車両通行手続きの即
時処理や、道路占用許可、特定
車両停留施設の停留許可手続
きの効率化を実現

• ETC2.0等を活用し違反車両の
取り締まりを高度化

• 駐車場やドライブスルーなど、高速道
路以外の多様な分野へのETCを活用
したタッチレス決済の普及・拡大

港湾関連データ連携基盤の構築

港湾全体の電子化により、
• 物流手続・行政手続の効率

化、遠隔・非接触化を実現
• 施設の効率的なアセットマ

ネジメントを実現

港湾物流手続

港湾
管理者

港湾工事施設情報

施設
利用者

施設利用等の行政手続

申請

許可

S/I

船腹予約

海貨
船社

陸運
荷主

税関

港湾全体の電子化

ITやセンシング技術等を活用したホーム転落防止技術等の活用促進

• ＩＴやセンシング技術等を活用した視覚障
害者の転落事故の未然防止、安全な誘導
等により、駅ホームでの更なる安全性を
向上

• 国管理の洪水予報河川すべてで、洪
水予報の発表の際に６時間先までの
水位予測情報を一般に提供し、河川
の増水・氾濫の際の自治体の災害対
応や住民避難を促進

暮らしの安全を高めるサービス

直進3m
です

実績 予測

６時間先までの水位予測情報の提供（イメージ）

氾濫危険水位超過をより早期に察知

氾濫危険水位

長時間先の水位予測情報の提供

図─ 4　行政手続きや暮らしにおけるサービスの変革

 ロボットやAI等により施工の自動化・自律化や人の作業の支援・代替を行い、危険作業や苦渋作業を減少
 AI等を活用し経験が浅くても現場で活躍できる環境の構築や、熟練技能の効率的な伝承を実現

安全で快適な労働環境を実現 AI等を活用し暮らしの安全を確保

熟練技能のデジタル化で効率的に技能を習得

• AIにより点検画像
から変状を自動検
出し、点検員の
「判断」を支援

• センサーにより熟練技能を見
える化し、効率的な人材育成
手法を構築

出典︓芝浦工業大学 蟹澤研究室研究より

• カメラ画像を活用した
ＡＩによる交通障害の
自動検知

シミュレータを活用した自律運転の研究開発

VR遠隔操作

AI搭載建設機械による自動施工

＜研究開発＞
• 産学官共同の建設基盤を整備し、無人化施工、

自律施工に向けた研究開発を推進

• 身体負荷の軽減や視覚・判断の補助を行
うパワーアシストスーツ等を導入し、苦渋
作業を減少

パワーアシストスーツを活用したガレキ撤去の例

無人化・自律施工による安全性・生産性の向上

パワーアシストスーツ等による苦渋作業減少
人材育成にモーションセン

サー等を活用

AI等による点検員の「判断」支援

CCTVカメラ画像を用いた交通障害自動検知

＜鉄道分野＞
• 運転免許を持たない乗務員による列車

運行や乗務員なしでの列車運行を実現

乗務員の添乗による自動運転

＜空港分野＞
• 自車位置測定装置等による空港

除雪作業の省力化を実現

図─ 5　ロボット・AI 活用で人を支援し、現場の安全性や効率性を向上
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セスや働き方の変革」である。
これは，調査・監督検査業務における非接触・リモー

トの働き方の推進や，データや機械の活用により日常
管理や点検の効率化・高度化を図る取組である。

具体的には，衛星を活用した被災状況把握等による
調査業務の変革，画像解析や三次元測量等を活用した
監督検査の効率化やリモート化に加え，AI 活用やレー
ザーを活用した，トンネル等の変状検出や異常箇所の
早期発見等を可能とするシステムの技術開発，堤防除
草作業並びに出来高計測を自動化する技術開発等によ
り，点検・管理業務の効率化等を図る取組である（図
─ 6）。

4 点目は，「DX を支えるデータ活用環境の実現」で
ある。

これは，スマートシティ等と連携し，データの活用
による社会課題の解決策の具体化に加え，その基盤と
なる 3 次元データの活用環境を整備する取組である。

具体的には，都市の 3 次元モデルを構築し，各種シ
ミュレーションによるユースケースの開発に加え，
データ活用の共通基盤となる位置情報の基盤整備，さ
らには 3 次元データの保管・活用や通信環境の整備等
を進める取組である（図─ 7）。

4．国土交通データプラットフォームの構築

それぞれの DX に関する取組を推進することは重要
だが，こうした取組で得られたデータ等を連携し，横
断的に活用することにより新たな価値を創造していく
ことも重要な取組である。このため，各種データを連
携する基盤として，「国土交通データプラットフォー
ム」の構築にも取り組んでいるところである（図─8）。

これまで，国・地方自治体の保有する橋梁やトンネ
ル , ダムや水門などの社会インフラ（施設）の諸元や
点検結果に関するデータ約 8 万件，全国のボーリング
結果などの地盤データ約 14 万件の計 22 万件を地図上
に表示した。これらの情報はプラットフォーム上で検
索・閲覧が可能であり，さらに必要なデータをダウン
ロードすることも可能である。

また，今後，工事・業務の電子成果品に含まれるデー
タとの連携に向け，ICT 施工の 3 次元点群データ約
250 件を地図上に重ねて表示する機能を試行した。さ
らに，幹線交通機関における旅客流動の実態調査結果
である全国幹線旅客純流動調査のデータや，浸水想定
区域等の防災に関するデータなど，順次拡大してい
る。今後は，他省庁や民間，地方公共団体などが保有
するデータとの連携拡大に取り組んでいく。

 調査・監督検査業務における非接触・リモートの働き方を推進し、仕事のプロセスを変革
 デジタルデータ活用や機械の自動化で日常管理や点検の効率化・高度化を実現

• 画像解析や
３次元測量
等を活用し、
出来形管理
の効率化を
実現

＜河川分野＞

• 点群データから、樹木繁茂量
や樹高の変化、土砂堆積・侵
食量等を定量的に把握

＜空港分野＞

• 滑走路等の舗装点
検において、画像解
析によりひび割れの
自動検出等を実現

＜河川分野、空港分野＞

• 堤防除草作業並びに出
来高計測を自動化する
技術を開発

• 予め登録したルートに従
い、着陸帯の草刈りを自
動化

調査業務の変革

監督検査の省人化・非接触化

点検の効率化

＜道路分野、空港分野＞

• 衛星による走行位置の
確認やガイダンスシス
テムによる投雪装置の
自動化等により除雪作
業の効率化・省力化を
実現

オペレータ
による車両
運転

監督検査業務の変革

＜下水道分野＞

• 遠隔監視制御によ
る複数施設の共同
管理

日々の管理の効率化

＜道路分野＞

• パトロール車両に搭載した
カメラからリアルタイム映像
をAI技術により処理し、舗
装の損傷判断を効率化

点検・管理業務の効率化

衛星を活用した被災状況把握

• ドローン等によ
る港湾施設の被
災状況の把握

• 衛星画像等を用
いた変位推定・
計測

ドローン

人工衛星

＜港湾分野＞
• ドローンや水中

音響測深機によ
る３次元測量を
行い、監督・検査
をリモート化

ドローン

音響測深

＜鉄道分野＞

• レーザーを活用した、トンネル等の変
状検出や異常箇所の早期発見等を可
能とするシステムの開発による、鉄道
施設の保守点検の効率化・省力化

※道路用のデータ計測車両を
鉄道台車に搭載し、けん引

レーザースキャナー

変状の検出例

＜遠隔臨場＞

• 映像解析等により遠隔
で出来高を確認

調査業務の変革

図─ 6　デジタルデータを活用し仕事のプロセスや働き方を変革
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5．おわりに

以上，国土交通省が推進しているインフラ分野の
DX の取組について紹介した。コロナを契機に時代の

 スマートシティ等と連携し、デジタルデータを活用し社会課題の解決策を具体化
 ＤＸの取組の基盤となる３次元データ活用環境を整備

3次元データ活用環境の整備

＜土木施設＞

• 小規模を除く全ての
公共工事における
BIM/CIM※原則適用
に向け段階的に適用
拡大

＜公共建築＞

• 官庁営繕事業における3
次元モデル活用や、設
計・施工間のデータ引渡
しルールの整備

まちづくりのデジタル基盤
（都市部局が保有するデー
タの連携・オープン化）

×
健康福祉

環境・ｴﾈﾙｷﾞｰ

公衆衛生

交通

行政 住民 企業エリマネ団体
多様な主体による利活用

全体最適・市民参画・機動的なまちづくり

• 全国約50都市に
て3D都市モデル
を構築し、シミュ
レーション等
ユースケースを
開発

＜国家座標＞

• 調査・測量、設計、
施工、維持管理
の各施策の位置
情報の共通ルー
ル「国家座標」基
盤の構築 座標が一致することにより

ICT施工等に貢献

＜3次元データの保管・活用＞

• 工事・業務で得られる3次元
データや点群データ等を保
管し、自由に閲覧が出来、
データの加工が出来るデー
タセンターを開発

※BIM/CIM：Building/Construction Information Modeling, Management

データ活用の基盤整備

3次元データ等を保管・活用環境の整備

社会課題の解決策の具体化

＜通信環境構築＞

• 本省・国総研、各
地整間の高速
（100Gbps）ネット
ワーク環境を構築

可視化による
干渉チェック作業の効率化

周辺環境を含めた施工計画の作成

現在︓100Mbps

今後︓100Gbps 

インフラ・建築物の3次元データ化

＜港湾分野＞

• データの標準化やク
ラウドの活用により、
BIM/CIM活用を推進

岸壁 係船柱

＜人流データ＞

• 人流データを計測・活用
し、客観的な情報にもと
づく施策等を展開

＜データ連携基盤＞

• 国土、経済、自然現象等に関
するデータを連携した統合的
なプラットフォームの構築

デジタルデータを用いた社会課題の解決

図─ 7　DXを支えるデータ活用環境の実現

転換点を迎える中，陸海空のインフラの整備・管理に
より国民の安全・安心を守るという使命と，より高度
で便利な国民サービスの提供を担う国土交通省が，省
横断的に取り組みを進め，社会を変革する先導役とな

高度な防災情報 新たなﾓﾋﾞﾘﾃｨｻｰﾋﾞｽ 新しいインフラ社会
３次元化された都市データと洪水予測を
連携した防災情報の提供により、住民が直
感的にとるべき行動を理解することにより、
住民主体の避難行動等を支援。

出典：荒川下流河川事務所

地図・地形データ

気象データ

交通（人流）データ 防災データ

新技術 官民データ

エネルギーデータ

施設・構造物データ

出典︓qzss.go.jp

出典︓日立HP

出典︓松阪市HP

国土交通データプラットフォーム

インフラと交通データの連携で移動ニーズ
に対し最適な移動手段をシームレスに提
供する等、新たなモビリティサービスの実現。

出典：東急建設株式会社

インフラ自体が情報を持つことで通行者
への影響を最小限にする施工や、維持管
理が高度化されるインフラ社会の実現。

出典：トヨタ自動車 e-palette

図─ 8　国土交通データプラットフォームで実現をめざすデータ連携社会
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ることを目指していきたい。
また，国土交通省における所管分野の DX の推進と

合わせて，省内各分野のデータとの連携を進めると共
に，官民から様々な提案を募り，利活用方策を具体化
して発信を行うことにより，プラットフォームを活用

した価値の創造にも取り組んでいきたい。
データとデジタル技術の活用により，インフラ分野

における変革を加速すべく，部局の垣根を越え，省一
丸となり取り組みを進める所存である。
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DX レポート 2（中間とりまとめ）:
DX 推進の課題と政策展開

行政情報

高　野　了　成 

2000 年代から本格化したデジタル化がもたらしたライフスタイルの変化には，カメラ，テレビ，音楽，
電話，お金，など枚挙に暇がない。2020 年を迎え，デジタル化の波は製造業，サービス業，建設業など
あらゆる産業や社会経済システムに変革をもたらし始めている。また，グリーン成長，地方創生，生産性
向上，少子高齢化など日本が抱える課題は，デジタル化無しに解決することはできない。しかしながら新
型コロナウイルスの流行は，我が国におけるデジタル化の遅れ，レガシーな企業文化や商習慣への呪縛を
あらためて浮き彫りにした。本稿では，コロナ禍によって表出したデジタルトランスフォーメーション

（DX）の本質と DX 推進の加速に向けた政策展開について，経済産業省が 2020 年 12 月に発出した「DX
レポート 2（中間とりまとめ）」1 に沿って紹介する。
キーワード：  デジタルトランスフォーメーション，DX レポート 2

1． DXの現状認識とコロナ禍によって表出
した DXの本質

（1）DXレポートからの政策展開
経済産業省は，2018 年 9 月に「DX レポート」2 を

公表し，企業の DX の推進に取り組んできた。DX レ
ポートでは，老朽化・複雑化・ブラックボックス化し
た既存 IT システム（いわゆる「レガシーシステム」）
が DX を本格的に推進する際の障壁となることに対し
て，“2025 年の崖”という見出しをもって警鐘を鳴ら
すとともに，2025 年までにデジタル企業への変革を
完了させることを目指し，レガシーシステム問題を解
決し，計画的に DX を進めるよう促してきた。

その後，経済産業省においては，企業における DX
推進を後押しすべく，企業内面への働きかけ（DX 推
進指標による自己診断の促進やベンチマークの提示）
と，市場環境整備による企業外面からの働きかけ（デ
ジタルガバナンス・コードや DX 認定，DX 銘柄によ
るステークホルダーとの対話の促進，市場からの評価
等）の両面から政策を展開してきた（図─ 1）。

（2）DX推進指標により明らかとなった DXの現状
しかし，独立行政法人情報処理推進機構（IPA）が

DX 推進指標の自己診断結果を収集し，2020 年 10 月
時点での企業約 500 社における DX 推進への取組状況
を分析した結果，実に全体の 9 割以上の企業が DX に
まったく取り組めていない（DX 未着手企業）か，散
発的な実施に留まっている（DX 途上企業）状況であ
ることが明らかになった（図─ 2）。自己診断に至っ
ていない企業が背後に数多く存在することを考える
と，我が国企業全体における DX への取組は全く不十
分なレベルにあると認識せざるを得ない。

これらの分析に加えて，日本情報システム・ユーザー
協会（JUAS）の調査 3 からも企業の危機感の低さが
垣間見られる。デジタル化トップランナーと自己認識
する企業が 40％に達しているにもかかわらず，現在
のビジネスモデルの抜本的な改革に取り組む必要性を
感じている企業は少ない。さらに，データ分析に基づ
く経営判断についても部分的な活用にとどまってい
る。このような自己診断結果等から明らかになった実
態は，DX の推進，あるいは，デジタル化への取組は
既存ビジネスの範疇で行っているということであり，
経営の変革という本質を捉え切れていないということ
が言える。

このことは，先般の DX レポートによるメッセージ
は正しく伝わっておらず，「DX= レガシーシステム刷
新」，あるいは，現時点で競争優位性が確保できてい
ればこれ以上の DX は不要である，等の本質ではない

特集>>>　建設のDX

1　�経済産業省「DX レポート 2（中間とりまとめ）」（2020 年 12 月）�
https://www.meti.go.jp/press/2020/12/20201228004/20201228004.
html

2　�経済産業省「DXレポート～ IT システム「2025 年の崖」克服とDXの
本格的な展開～」（2018 年 9 月）https://www.meti.go.jp/shingikai/
mono_info_service/digital_transformation/20180907_report.html

3　�一般社団法人日本情報システム・ユーザー協会「デジタル化の取り組み
に関する調査 2020」（2020 年 5 月）https://juas.or.jp/cms/media/�
2020/05/Digital20_ppt.pdf
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解釈が是となっていたとも言える。

（3） DX or die：コロナ禍で起きたことと DXの本質
2020 年に猛威を振るった新型コロナウイルスの影

響により，企業は事業継続の危機にさらされた。コロ
ナ禍への対応は，ビジネス環境の変化へ迅速に対応で
きるかのリトマス試験紙であると言える。従前から東
京オリンピック・パラリンピックに向けて，テレワー
ク・デイズ等のテレワーク推進施策が講じられていた
が，3 月時点で都内企業のテレワーク導入率は 24％で
あった。その後，4 月 7 日の緊急事態宣言（7 都府県）
を受けて，導入率は1ヶ月間で2.6倍と大幅に増加し，
6割を超えた。このように，危機下においては経営トッ
プの判断と指示が社内全体に対して大きな行動変容を

可能にした。このような動きを異なる角度からみれ
ば，経営トップの判断は，どんな時であっても大きな
変革を短期間に達成できることが再確認されたと言え
る。コロナ禍において経営会議などの重要会議のオン
ライン化に挑戦したある CIO からは「以前であれば

『100％うまくいくのか？』と問われてうまく進められ
なかったが，今ならいろんなことを試してみることが
できる」との声も聞かれた。コロナ禍という危機を好
機と捉え，経営トップのコミットメントの下で速やか
に DX に取り組む契機とすることもまた同様に可能で
あることが明らかになった。

今回コロナ禍に迅速かつ柔軟に対応し，デジタル技
術を最大限に活用してこの難局を乗り切った企業と，
コロナ禍が収束することを願いつつビジネススタイル
の一時的な変更にとどまり，既存のやり方に固執する
企業との差が拡大している。押印，客先常駐，対面販
売等，これまで疑問を持たなかった企業文化，商習慣，

図─ 1　DXレポート以降の政策展開

図─ 2　DX推進指標自己診断結果 4

4　�DX 推進指標は、DX推進の成熟度を０から５の 6段階で評価する定性
指標である。ここでは指標値の現在平均値が 3以上の企業を先行企業と
呼んでいる。
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決済プロセス等の変革に踏み込むことができたかどう
かが，その分かれ目となっており，デジタル競争にお
ける勝者と敗者の明暗がさらに明確になっていくこと
になろう。

製品やサービスを利用する企業においても，コロナ
禍によって，テレワーク等をはじめとしたデジタル技
術による社会活動の変化に対応し，新たな価値を次々
と産み出している。これは，単なるコロナ環境下での
一過性の現象ではなく，人々の固定観念が大きく変化
したことを表しているのである。人々は新たな価値の
重要性に気付き，コロナ禍において新しいサービスを
大いに利用し，順応している。そのような人々の動き
や社会活動はもはやコロナ禍以前の状態には戻らない
ことを前提とすれば，人々の固定観念が変化した今こ
そ企業文化を変革するある意味絶好（最後）の機会で
ある。

ビジネスにおける価値創出の中心は急速にデジタル
空間へ移行しており，今すぐ企業文化を刷新しビジネ
スを変革できない企業は，デジタル競争の敗者として
の道を歩むことになるであろう。

コロナ禍が事業環境の変化の典型であると考える
と，DX の本質とは，単にレガシーなシステムを刷新
する，高度化するといったことにとどまるのではな
く，事業環境の変化に迅速に適応する能力を身につけ
ること，そしてその中で企業文化（固定観念）を変革

（レガシー企業文化からの脱却）することにあると考
えられる。当然ながらこうした変革は誰かに任せて達
成できるものではなく，経営トップが自ら変革を主導
することが必要である（図─ 3）。

2． 企業の経営・戦略の変革の方向性と政府
のアクション

企業がデジタル企業へと変革するためには，DX を
推進する関係者間での共通理解の形成や社内推進体制
の整備といった事業変革の環境整備に取り組む必要が
ある。また，DX は個社だけで実現できるものとは限
らず，競合他社との協調領域の形成や変革を対等な立
場で伴走できる企業とのパートナーシップの構築にも
取り組む必要がある。さらに，これらの変革を遂行す
る人材の確保も必要である。

DX レポート 2 においては，デジタル企業への変革
に向け企業が今後行うべき取組を，超短期（直ちに）・
短期・中長期の 3 つの時間軸に分けて示した。コロナ
禍における事業継続といったとりわけ迅速な対応が要
される変革については，既存の製品・サービスを積極
的に活用することで超短期での対応を行う俊敏さが求
められることから超短期のアクションを示した。一方
で，こうしたツール導入が完了したからといって DX
が達成されるわけではない。このため，より本格的な
DX 推進のための短期的，中長期的取組についても併
せて示した。また，こうした企業のアクションを加速
する政府の政策についても示した（図─ 4）。

ここでは中長期的アクションの一つであるデジタル
プラットフォームの形成について紹介する。コロナ禍
により，サプライチェーンの脆弱性，個社単位のビジ
ネスにおける課題が露呈したなか，人事や総務など，
企業間でシステムを共有し合うことが可能な協調領域
への投資はできるだけ抑制し，製造業なら設計や生産
など，独自性の発揮につながる競争領域へ重点的に投
資することが有効と考えている。協調領域について
は，ライバル企業との協業も有効となる可能性があ
る。例えば，製造業の企業で配送業務が差別化につな

図─ 3　DXを通じて企業の目指すべき方向性
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がっていないなら，同業他社と共同化すればよい。囲
い込みへの拘泥から協調領域の形成に向けて認識を変
革する必要がある。経済産業省は厚生労働省と連携
し，上水道事業における協調領域の形成として水道標
準プラットフォーム 5 を推進し，データの標準化，ク
ラウド利用によるシステムの共通化を進めている。さ
らに幅広い業界への共通プラットフォームの横展開が
可能となるように，各分野での状況について IPA で
調査を進めている。

3．おわりに

デジタル化の急速な進展に伴い，私たちの社会は大
きく変化しようとしている。価値創出の源泉がフィジ
カル（現実）空間からサイバー空間へと移行し，デー
タとデジタル技術が社会を構成する中心的な要素とな
る。そうしたなかで資本の大小，中央・地方の別なく
様々な企業や組織が連携し，社会課題の解決や新たな
価値，体験の提供が迅速になされ，安心・安全な社会
が実現する。またデジタルを活用してグローバルで活
躍する競争力の高い企業や，世界の持続的発展に貢献
する産業が生まれる社会となる。一方で，レガシーを

持たない新興国企業がデジタル前提でのビジネスに
よって急速に成長することも見受けられるようになっ
てきている。コロナ禍によって「変わること」が当た
り前となっている今，企業変革の方向性を正しく見極
めて迅速にアクションをとることは我が国企業の生き
残りをかけた絶好かつ最後の機会とも言える。

DX レポート 2 では，DX 推進の本質はレガシー企
業文化からの脱却にあるという認識の下，企業が取り
組むべきアクションを具体的に示すことにより変革の
加速を目指すとともに，企業の変革を後押しする政府
の対応を示した。これにより，コロナ禍による急激な
環境変化を契機とし，企業における経営改革の中心と
して DX 推進を位置づけ，その取組が加速されること
に期待したい。

● DX 推進指標とは
経済産業省では，各企業が DX の取組状況を簡易に

自己診断できる「DX 推進指標」を 2018 年 7 月に公
開した。同指標は，経営者や社内の関係者が DX の推
進に向けた現状や課題に対する認識を共有し，アク
ションにつなげるための気付きの機会を提供すること
を目指している。各社の自己診断結果を，中立組織で
ある IPA が収集・分析することで，個社の診断結果
と全体データとの比較が可能となるベンチマークが可
能となった 。

図─ 4　企業のアクションと政府の政策

5　�水道標準プラットフォーム　https://www.jecc.com/service/service-
solution/ws-platform/
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新現場力による現場の改革
DX による新たなマネジメント方策の導入

尾　澤　卓　思

一般財団法人日本建設情報総合センター（JACIC）では，2018 年より「JACIC‘i-Con’チャレンジ戦略」
を公表し，i-Construction の推進を支援してきた。本稿ではこの中で示した i-Con から DX への 5 つの提
案を紹介するとともに，4 月に新たにリニューアルした JACIC クラウドのルーム機能を示す。そして DX
時代の新たなマネジメント方策として ICT プラットフォーム及び 3 次元統合モデルの活用，さらに
Digital Twin の導入の重要性について記述する。まとめとして，ICT は新たなマネジメントの実現ツール
として重要であるが，最も重要なことは，これと併せて行う手順の見直しや新たな手順の導入等プロセス
の変革であることを示す。
キーワード：  インフラ分野の DX，BIM/CIM，新現場力，ICT プラットフォーム，Digital Twin

1．はじめに

JACIC では，i-Construction（以下「i-Con」という）
の推進を支援するため，「JACIC‘i-Con’チャレンジ
戦略」（以下チャレンジ戦略という）を公表し，新現
場力※ 1 による新たなマネジメントを用いた現場の改
革を進めてきた。昨年度は，新型コロナウィルスを契
機に，急速に Web 会議の導入，テレワークの推進な
ど ICT を活用した働き方への転換が進んだ。今後，
非接触・リモート型の働き方への転換と抜本的な生産
性や安全性の向上を目指し，5 G 等基幹テクノロジー
を活用したインフラ分野の DX（デジタルトランス
フォーメーション）が強力に進められていく。

こうした中で，国土交通省は 2023 年度までに小規
模なものを除くすべての公共工事について，BIM/
CIM 原則適用する方針であり，現場における推進体
制を構築し，DX 推進のための環境整備の取組が急務
となっている。このため 3 次元データ等を活用した新
技術の開発や導入促進，これらを活用する人材の育成
に力を入れている。

JACIC では，生産性の向上やコロナ禍以降のニュー
ノーマルの働き方への変革に向けて，i-Con から DX
への 5 つの提案（図─ 1）をチャレンジ戦略において
示してきた。特にその中で，新現場力‘Digital 

Twin’を活用した DX 時代の新しい仕事の仕方の提
案が，BIM/CIM を活用した現場における業務の変革

（課題の解決）の鍵となる。具体的には，クラウド技
術を用いて現場に密着した ICT プラットフォームを
構築し，3 次元統合モデルを導入したマネジメント方
策を提案した。

本稿では，i-Con から DX への 5 つの提案を紹介す
るとともに，それらを実現するために新たにリニュー
アルした JACIC クラウドと新たなマネジメント方策
の実現に必要な ICT プラットフォーム及び 3 次元統
合モデル，さらに今後の展開として Digital Twin に
ついて記述する。

2．i-Conから DXへ 5つの提案

提案 1： 新現場力の構築とコミュニケーション力の
向上

現場において，熟練技術者の高齢化や減少，若手労
働者の減少による担い手不足などにより，現場力が低

特集＞＞＞　建設のDX

図─ 1　i-Con から DXへの 5つの提案

※1：�これまでの現場における人，技術，システムの有する能力が技術革新
により向上し，新たに構築された課題解決能力
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下している。建設生産性革命の実現には，こうした現
場の課題を克服し，現場力を回復するとともに，さら
に向上させる必要がある。

このため，BIM/CIM，VR・AR・MR，AI 等 ICT
を活用した新現場力を構築し，低下してきた現場力を
補完，回復し，さらに飛躍的に向上させて現場作業の
あり方を大きく変化させる。新現場力は，現場技術者
に新たな現場経験をもたらし，技術力の向上，人材育
成につなげることができる。

新現場力は，業務の効率化，高度化を図り，生産性
の向上を実現するとともに，人手と時間を生み出して
くれる。これを不足するリソースに充てることができ
るのみならず，現場技術者の本質的な能力の向上に充
てることができる。

生産性の向上には，技術面だけでなく，複数の関係
者間の円滑なコミュニケーションが重要であり，コ
ミュニケーション力の向上が必須となる。新現場力に
よる新たなコミュニケーションの方法の確立などコ
ミュニケーション力を高めることに人手と時間を充て
ることも重要である。新現場力とコミュニケーション
力の両方が揃ってこそ真の生産性の向上を成就できる

（図─ 2）。

提案 2：DX 時代の新しい仕事の仕方の提案
─具体的な 5 つの目標と 3 つの視点─
ICT を活用した新現場力を用いて現場における仕

事の効率的・効果的な仕方や高度化を図るとともに，
現場力の飛躍的向上による課題の解決と現場技術者の
技術力の向上を目指す。このため，DX 時代の新しい
仕事の仕方として具体的な 5 つの目標と 3 つの視点及
び実現のための 2 つの技術を提案する。
【5 つの目標】
1．公共調達関連業務を簡単・便利に

2．事業プロセス管理を上手に，スピーディに
3． 維持管理，行政管理をレベルアップ，スマート

に
4．災害対応，復旧措置を迅速，確実に
5．情報，データを使いこなせる現場に
公共調達関連業務は，発注，契約からオンライン電

子納品，成果品の利活用まで利用者が個々のシステム
にアクセスするのではなく，シームレスにサービスを
受けられることを目指す。事業プロセス管理や維持管
理等は，ICT プラットフォームと 3 次元統合モデル
等を使い，新たなマネジメント方策を導入し，現場の
課題を解決する。災害時は，クラウドの即時性，同時
性を活かし，劇的に作業効率を上げる。情報，データ
はデジタル化だけでは不十分で使える仕組みがあって
こそ生きる。このため，BIM/CIM 等利用目的に応じ
た仕組みを構築する。

【3 つの視点】
1．人の移動を減らす
 　 クラウドの即時性，同時性を活かし，時間とコ

ストを産み出す
2．データの利活用を可能にする仕組みを構築する
 　 ICT プラットフォームと 3 次元統合モデル等を

活用し，データ・モデルの集約化と効率的運用
を行う

 　 ノウハウのシステム化などにより情報共有環境
から知恵の共有環境へ進化する

3．現場技術者は新現場力を身に付ける
 　 新たな現場経験による技術力の向上により，自

らの道を開く

最も生産性効率の悪い「移動」にメスを入れ，
BIM/CIM により ICT プラットフォームと 3 次元統

図─ 2　新現場力による新たな仕事の仕方
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合モデル等を用いて情報を集約し利用効率を高める。
その際ノウハウ等のシステム化により，情報は知恵へ
と進化することに留意する。現場技術者は，これまで
にない新しい経験をして成長し，次のステップへ進む
ことが最も重要である。
【2 つの技術】
1．ICT プラットフォーム
 　 クラウド上で ICT プラットフォームを構築し，

3 次元データ・モデル，画像・映像や XR 等の
活用，AI 技術の導入等により現場の課題を解決
する。

2．3 次元統合モデル
 　 ICT プラットフォームを活用し，3 次元モデル

の統合（3 次元統合モデルの構築）を図るとと
もに，測量・調査，設計，施工，維持管理まで
の様々なデータを属性情報等として紐付けし，
集約，一元的に利用する。

提案 3：i-Con と情報共有環境の強靭化
─コロナ禍の教訓と新しい仕事の仕方─
新型コロナウィルスの影響により，従来の仕事の仕

方は，感染防止の観点等から変更を余儀なくされた。
Web 会議や在宅勤務など代替手段により業務の継続
が図られたが，急な対応を迫られたため，情報共有環
境の脆弱さを露呈した。

このため，コロナ禍以降の新しい仕事の仕方とし
て，クラウド技術の即時性，同時性を活かし，リスク
を低減，回避できる環境での業務遂行や Digital Twin
の実現による仮想環境の利用を提案する。これは建設
生産性の向上のための i-Con の推進と共通しているた

め，これまでの取り組みに ICT を活用した情報共有
環境の強靭化を含めて進め，BCP の内部目的化を図
ることができる。

提案 4：建設情報の一元化
インフラ分野の DX の推進に向けて，3 次元モデル

やデータ等の利活用を可能にする情報共有環境の整備
が必要になる。成果品のオンライン電子納品の早期実
現とともに，保管管理システムと併せて利活用システ
ムの構築が必要である。

建設情報の利活用の促進と建設生産性の向上に向け
て，情報システム間の連携を図ることにより，発注・
契約からオンライン電子納品・保管・利活用まで一元
的な情報管理を円滑かつ効率的に行えることが重要で
ある。

このため，工事・業務の実績や技術者情報などの公
共調達関連の情報を ID のもとに一元的に管理してい
るコリンズ・テクリスシステムと保管管理システム等
との連携を図り，コリンズ・テクリスシステムの検索
機能を拡張して電子成果品の検索も可能にする。これ
により，発注・契約からオンライン電子納品・保管・
利活用まで一元的な建設情報の管理を実現することが
できる（図─ 3）。

提案 5：2023 年度 BIM/CIM 問題
国土交通省は，2023 年度までに小規模なものを除

く全ての公共工事について，BIM/CIM 原則適用する
方針を決定している。BIM/CIM の本格的な導入にあ
たり，建設プロセスの各段階において一貫して継続的
に利活用できる ICT プラットフォームを使ったマネ

図─ 3　コリンズ・テクリスを活用した公共調達から成果品までの一元的情報管理
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ジメントが重要になる。この準備と併せて現場におけ
る意識改革・人材育成も不可欠である。ルール（方法），
スキル（人），プラットフォーム（場所）の 3 要素を
バランスよく整備することが急務である（図─ 4）。

3． ICTプラットフォームを用いた新たなマ
ネジメント（DX時代の新しい仕事の仕方）

情報は，データやインフォーメーション（図やグラ
フのようにデータを整理したもの）から ICT の活用
等によりインテリジェンス・ナレッジ（内容を分析，
評価したもの，知見）へと進化していく。こうした情
報の進化を ICT プラットフォームを用いて現場で実
現し，業務に反映することが新たなマネジメントにつ
ながる。現場における ICT プラットフォームの活用
で以下のような仕事の変革が望める。

① データやモデルの共有，関係者間の意見交換等を
即時，同時に行える

② 膨大なデータの利活用が可能になる
③ データやモデルの集約化，一元化が可能になる
④ 業務体系をシステム化できる
⑤現場のノウハウをシステム化できる
⑥ 最先端の技術（AI，IoT，ロボット等）と連携，

融合が可能になる
⑦業務の効率化，高度化を可能にする
今後，ICT プラットフォームを活用して，業務管

理（公共調達関連，ワークフロー等）から測量，調査，
設計，施工，維持管理の各段階で，様々な ICT のツー
ルを用いたマネジメントが展開される。現場に密着し
た ICT プラットフォームを構築し，必要なサービス
を選択して利用する時代が来る。継続的に 3 次元管内
図（3 次元統合モデル）をベースに個々のモデルやデー
タ，連携するシステムを業務内容に応じて使いこな

し，①～⑦のような業務の変革により現場の課題解決
を実現する新たなマネジメントの確立と現場に密着し
た ICT プラットフォームの継続的な利用が必要にな
る。

4． 現場密着型のクラウドサービスの提供　
―ICTプラットフォームの活用―

JACIC は，4 月から JACIC クラウドをリニューア
ルし，現場の業務に適応した現場密着型のクラウド
サービスを提供している。

具体的には，認証・認可やセキュリティの確保を司
るゲートウェイ機能とともに，公共調達プロセス関連
サービスを提供する「公共調達ルーム」，建設プロセ
ス関連の必要な各種サービスの利用や内部・外部のシ
ステムの利用を容易かつ効率的に行える「JACIC ルー
ム」という ICT プラットフォームを活用したクラウ
ドサービスを提供する（図─ 5）。
「JACIC ルーム」では，対象業務のマネジメントに

適した機能を有する専門画面を用いて作業を行い，
Web 会議やファイル共有で関係者間のデータ共有や
意見交換等を行うことができる。その際に内外のシス
テムのデータや 3 次元モデル等の利用が可能である

（図─ 6）。専門画面は，防災を標準装備として提供し
ており，今後現場監督・検査や点検・巡視，プロジェ
クト管理等の現場に密着した画面を作成する予定であ
る。また，防災の専門画面では，LIVE 映像や動画記
録，360°カメラ映像，それらのマッピング等様々な機
能で現場把握が可能なため，平常時の業務や工事の遠
隔臨場に利用できる。

現場の情報とセットになった専門画面及び 3 次元統
合モデル等の活用による，新たなマネジメントは，新
たなシステム及び手順の導入，既存のシステム及び手

図─ 4　BIM/CIMの利活用環境の 3要素
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順の改善・変更である。このため，これらのシステム
導入と併せて手順書の作成が重要である。新たなマネ
ジメントでは，実務を通じてシステム及び手順書の検
証・改善をアジャイル開発のように段階的に行いなが
ら充実させていく。

JACIC クラウドは，Web 会議やファイル共有機能
のみならず，3 次元統合モデル（3 次元管内図を含む），
データ利用・管理の規定と手順書等を整備，実装する
ことにより，Digital Twin の実現を目指す。また，公
共調達プロセス関連において，コリンズ・テクリスは

昨年 4 月から JACIC クラウドでの利用を可能にし，3
年間の移行期間を経て切り替えを行うとともに，他の
サービスのシングルサインオンなど便利な環境整備を
目指している。

5．3次元統合モデルと ICTプラットフォーム

測量・調査から維持管理までの各段階で作成した 3
次元モデルやデータ（観測・計測，調査・計画したデー
タ等）の成果を集約，一元化して活用できるように，

図─ 5　JACIC クラウドの全体像

図─ 6　JACIC ルームの構成
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ICT プラットフォームを活用（3 で前述）した 3 次元
統合モデルを構築し，継続して利用する。このため，
官側は継続的に情報共有・利活用できる ICT プラッ
トフォームを所有することが必要になり，これに資す
るクラウドを前述のように JACIC で提供している。

ここでは，ICT プラットフォームを活用した 3 次
元統合モデルについて提案する。

提案としては，ICT プラットフォームを中核にし
て 3 次元の地形モデル等を基盤に個々の 3 次元モデル
の統合を図る 3 次元統合モデルの構築とともに，属性
情報等として様々な構造物等のデータや測量データ，
IoT やセンサー等からの計測データ，巡視・点検等の
他のシステムとの連携によるデータ，履歴，調査・分
析データ，設計・施工データ等様々なデータを紐付け，
総合的に集約管理して一元的に利用するというもので
ある。

ダム事業での 3 次元統合モデルの例を図─ 7 に示
す。広域地形の基盤モデルにダム本体のモデルや付け
替え道路のモデルなど個別事業のモデルを統合する。

統合にあたっては，一つのモデルに統合する場合と
プラットフォームを介して紐付けする場合があり，目
的に応じて行う。また，統合する場合は，データが重
くならないように留意する必要がある。

ICT プラットフォームを中核にして 3 次元統合モ
デルと様々なデータベースやシステム，ツールやサー
ビスとの連携により，測量・調査から維持管理までの
各段階における円滑な情報の共有や新たなマネジメン
ト方策の導入が可能となり，機能の集約・向上，業務
の効率化，高度化を図ることができる。一例として，
前述した JACIC クラウドの専門画面は，業務に応じ
て必要となる作業を集約化した専用のマネジメント

ツール（プラットフォーム）を提供し，業務の効率化，
高度化を図っている。

ICT プラットフォームを連携することにより，例
えば河川では，上下流の複数の河川やダムの統合モデ
ルを一気通貫で統合化でき，水系モデルを構築するこ
とができる（図─ 8）。

このように 3 次元統合モデルを連携して拡張するこ
とができ，地理や自然環境から社会構造までサイバー
空間において再現していくことが可能となる。

また，3 次元統合モデルを用いて現場でのノウハウ
を蓄積し，体系的に整理してシステム化することによ
り，技術や情報の伝承基盤も構築できる。

6．Digital Twinの実現

DX が進むインフラの分野においても製造業等で導
入されている Digital Twin が有効である。Digital 
Twin は，フィジカル空間の実物とサイバー空間の仮
想実体（3 次元モデル等）が双子の実体として捉えら
れ，サイバー空間の仮想実体の活用により，フィジカ
ル空間の実物の仕様検討や課題解決等に利用される。
サイバー空間の仮想実体は，実物以上に機能をわかり
やすく可視化し，分析することができる。これにより
サイバー空間で仮説を立て様々な検討を行い，その結
果に基づきフィジカル空間で実施，検証することがで
きる。施設等の建設，オペレーションやマネジメント
において非常に有効な方法となる。図─ 9 に示す情
報の「収集」「蓄積」「分析・見える化」「活用」のサ
イクル（サイバーフィジカルシステム）は，製造業等
で実施されている方法である。異なるのは災害対応時
で，「収集」した情報と「蓄積」された情報を併せて

図─ 7　3次元統合モデルの例
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即座に「分析・見える化」，直ちに「活用」すること
である。これを可能にするのもクラウド技術が役に
立っている。

Digital Twin の実装にあたっては，フィジカル空間
とサイバー空間において事業や管理の工程が適切に進
められ，目標を達成していく仕組みが必要である。表
─ 1 に示すようにフィジカル空間とサイバー空間の
関係を整理し，図─ 10 に示すように両空間において
事業や管理の工程に基づき，それぞれの工程表と手順
書を作成し，一体となった PDCA サイクルを回すこ
とになる。大事なことは物だけでなくプロセスも双子
になっていることである。

Digital Twin の実現には，3 次元モデルに加え，変

化するプロセスや状態把握を組み込むため，GIS，
IoT，点群データ，画像・映像技術等との連携を図る
ことが重要である。

7．おわりに

本稿では，DX を進める上で 5 つの提案を示し，具
体的に実現に必要な ICT プラットフォーム及び 3 次元
統合モデルを紹介した。そして新たなマネジメント方
策として Digital Twin が有効であることを示唆した。

新たなマネジメント方策の導入において重要なこと
は，本稿で記述したようにクラウドで ICT プラット
フォームを構築し，BIM/CIM において 3 次元統合モ

図─ 8　河川流域における統合モデルの連携イメージ

図─ 9　サイバーフィジカルシステム（CPS）
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デルを活用することであるが，最も重要なことは，手
順の見直しや新たな手順の導入等，プロセスの変革で
あり，ICT プラットフォームや 3 次元総合モデル等
は活用ツールということである。このため手順等プロ
セスの構築，再構築と併せて活用ツールの仕様を決め
ることになる。

JACIC クラウドは，ルーム（ICT プラットフォー
ムの利用環境），3 次元統合モデル（3 次元管内図を含
む），規定と手順書の 3 つの要素の整備，実装を目指
し，新たなマネジメント方策の実現を図る。

現場ではまだまだインフラ分野の DX について，充
分な理解が進んでいる訳ではない。研修やセミナーな
ど様々な機会において，ユースケースや機能の説明に
加えて，チャレンジ戦略で示しているような新たな仕
事の仕方と ICT の役割を明確化して伝えることが重
要である。

JACIC クラウドは，基本サービスを公共調達と建
設プロセスの両方において構築したものであり，今後
オープンデータ利用を含めた社会基盤にも資するもの
である。このため，公共調達と建設プロセスの両方か
らの負担のもとにクラウド運用を進めていく。

また，現場における業務を広くサービスの対象とす

るとともに，連携を重視して，利活用情報の質量の充
実を図り，システム間連携の相乗効果の発揮を目指し
ていく。

このための技術的な課題や方法の標準化など整理，
解決すべき事項は多く，順次考察や取り組み内容につ
いてチャレンジ戦略を通じて発信していく。
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DX により創る次世代建設生産システムと
スマートな世界

真　下　英　邦

建設就業者の高齢化・若手技術者の担い手不足や，生産性向上の必要性などの建設業の課題に対して，
デジタル技術を活用した「次世代建設生産システム」の構築を目指し，技術開発を進めている。「デジタ
ルツイン」による「着工前仮想竣工・仮想運用」，「データドリブン」な意思決定，「機械化・自動化・最
適化」および「デジタルツール」の活用など，複数のアプローチから開発を進めており，将来的には 1 つ
の基板上で稼働する統合的なシステムとすることを目指す。本稿では，「次世代建設生産システム」の実
現に向けた取組みを中心に，スマートシティ事業の事例も含めたデジタルトランスフォーメーション

（DX）への取組みについて報告する。
キーワード：デジタルツイン，機械化・自動化，光ファイバ，BIM/CIM，ロボット，見える化，スマー

トシティ

1．はじめに

建設業は多くの課題に直面している。特に，就業者
の高齢化と若手入職者の減少，及び 2024 年から適用
される労働時間の上限規制により，将来の深刻な技術
者不足が予測されている。また，建設業の労働生産性
は長期に渡り大きな向上が見られない。これは建設業
が現地・一品生産の労働集約型産業であり，製造業に
おける工場のライン生産と異なり，自動化・規格化な
どが適用し難いことに起因すると考えられる。

しかし，見方を変えれば，データやデジタル技術を
活用した生産性・品質の向上や就労環境の改善の余地
が大きいと言える。そして，昨今の IoT・AI・高速
通信・XR などのデジタル技術の進展は，これまで難
しかった建設業の仕事にも変化の兆しをもたらしてい
る。このような環境を踏まえて，当社では 2 つの側面
から DX －デジタルトランスフォーメーションの取り
組みを進めている。

①デジタルを活用した建設事業の変革
② スマート社会の実現など，より主体的に価値を創

出する事業への挑戦
①は，生産性の向上や苦渋作業の軽減を通じて，建

設業を持続的で魅力ある産業に発展させていくことに
主眼を置いている。その一方で②は，社会や顧客のニー
ズに対して弊社が対応できる範囲を拡大し，より一層
満足いただくことを考えている。社会インフラやビル・
生産施設などの建設で培ってきたノウハウと経験を強

みに，他産業・他業界とのコラボレーションを含めて
新たな価値を創出して新たな価値提供に挑戦するので
あり，顧客と共に課題を発見して解決策を協創する建
設業への発展を目指すものである。

本稿では，各々の取組みについて，概要を報告する。

2．DXが目指す次世代建設生産システム

建設業は，現実空間に構造物を建設することが主目
的であるため，デジタル技術は現実空間での建設や，
その上下流工程の作業を効率化・合理化するために活
用される。DX の推進により目指す「次世代建設生産
システム」の概念図を図─ 1 に示す。

サイバー空間における取組としては，「デジタルツ
イン」と呼ばれる，現実の構造物を模した仮想モデル
をデジタル空間に構築し，着工前に施工プロセスや建
物の運用などをシミュレーションする「着工前仮想竣
工・仮想運用」の推進，「データドリブン」な意思決
定を行うための基盤構築，データを取得するセンサー
技術の開発などに取り組んでいる。

フィジカル空間では，「機械化・自動化・最適化」
による施工生産性の向上，苦渋作業・危険作業の軽減
への取組みや，Web カメラや VR・AR，ドローンや
3D スキャナなどを活用した管理の生産性向上にも取
り組んでいる。

現状は，個々の要素技術として開発されているもの
を，1 つの基盤上で稼働する統合的なシステム「次世

特集＞＞＞　建設のDX
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代建設生産システム」に昇華させることを目指して開
発に取り組んでいる。

3．土木分野における取組み

（1）「建設現場の工場化」に向けて
建設業を持続的で魅力ある産業とするために，3K

を解消し，スマートな働き方が可能な建設現場を創る
ことが肝要である。そのためには，機械化・自動化な
どの推進による抜本的な施工生産性の向上，現場の「見
える化」による管理の生産性向上，人の経験知に依存
している技術をデジタルの力で体系化し，伝承してい
くことなどが必要と考える。

この難題を解決していくために，データに基づく知
識・情報集約型産業への変革が最適解と考え，“建設
現場の工場化”をスローガンに生産工学的アプローチ
を進めている。建設現場の様々なデータを収集して「見
える化」「デジタル化」を進めることでデータドリブ
ンによる意思決定をスピーディに行える仕組みを作る
とともに，蓄積したデータをインプットとして，施工
の最適化を実現することを目指す。

（2）「A4CSELR（クワッド・アクセル）」
「A4CSEL※ 1」は，シミュレーション技術・自動運

転を核とし，従来の建設機械の遠隔操作とは異なる新
しい建設生産システムである。AI によって，多数の
機械を連携させ，最も生産性の高い施工計画を導き出
し，その計画を自動運転で確実に再現する施工マネジ
メント技術から構成されている。

これらの技術により，安定した品質で，高い安全を
確保した上で，最速で，低コストで，しかも建機は稼
働を必要最小限に抑えられるためエネルギー消費量も

最小化できる土木施工システムを実現する。人は作業
データを送り，監視するだけという，建設現場の最先
端工場への変革の実現を目指す。

A4CSEL は，重機作業が主となるロックフィルダ
ム，重力式ダムなどへの適用を先行しており（A4CSEL 
for Dam），現在は山岳トンネルへの展開を推進して
いる（A4CSEL for Tunnel）。将来的には，造成工事，
シールドトンネル，躯体工事（A4CSEL for RC）など，
幅広い工種へと展開することを目指す。
（a）A4CSEL for Dam
現在施工中の秋田県雄勝郡東成瀬村の成瀬ダム（国

土交通省東北地方整備局）では，最盛期には 5 機種
23 台もの自動化建機の組み合わせにより，昼夜を通
じ最大連続 72 時間稼働で堤体打設を行う計画である

（写真─ 1）。同工事では，現場を一望できる管制室を
設け，IT パイロットがここから現場を管理する体制
を取っている（写真─ 2）。

また，同現場では「置き型枠自動スライドシステム」
を開発・実用化している。重機作業の自動化により高
速化する打設作業に合せ，保護コンクリートの型枠設
置作業を合理化し，施工速度向上や安全面の改善を実
現した（写真─ 3）。

今後は，重機の自動化技術の高度化を核に，品質検

※ 1　�A4CSEL（Automated/Autonomous/Advanced/Accelerated�
Construction�system�for�Safety，Efficiency，and�Liability）

図─ 1　DXが目指す「次世代建設生産システム」

写真─ 1　A4CSEL による堤体自動打設
（成瀬ダム工事／東北地方整備局）

写真─ 2　A4CSEL 管制室
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査の高度化，施工進捗の可視化，重機作業周辺の付帯
工事の自動化・効率化などの開発により，工事全体を
最適化する建設生産システムの構築を推進する。
（b）A4CSEL for Tunnel
山岳トンネル分野では，熟練作業員の減少への対応

や，切羽付近における危険作業による労働災害の撲滅
を目的に，施工の自動化を推進し，最適な自動化施工
のための管制技術を開発している。

山岳トンネルの施工サイクルのうち，①穿孔，②装
薬，③ずり出し，④アタリとり，⑤吹付け，⑥ロック
ボルトの 6 ステップについて，自動化を推進するとと
もに，作業ごとにデータを取得・蓄積し，継続的に生
産性が向上する仕組みの構築を目指す（図─ 2）。

これまでにロックボルト工における穿孔からモルタ
ル注入，ロックボルト挿入までの各作業の自動化や，
4 ブームフルオートコンピュータジャンボによる発破
孔の穿孔作業の自動化（図─ 3 左），コンクリート吹
付けの自動化（写真─ 4）などを進めてきた。これら
の技術は，施工の生産性向上だけでなく，穿孔データ
を収集・蓄積し，CIM モデルに反映することにより，
前方地山の予測評価や将来工事に向けたデータ基盤の

整備に活用することができる（図─ 3 右）。今後，装
薬作業を含めた一連の作業を一人のオペレーターでコ
ントロールできるような自動化技術の開発を進める。

（3） デジタルツインによる施工管理の生産性向上
に向けた取組み

施工管理の生産性向上に向けては，①計画段階で
BIM/CIM を活用して施工過程を「見える化」し，予
見できる設計・施工の不整合をゼロにした上で顧客と
の早期合意形成を得ること，②施工段階では IoT を
活用して現場状況を「見える化」し，予定との乖離や
現場での問題・課題をリアルタイムに把握して迅速に
対応すること，以上 2 点をデジタルツインの主軸とし
て取り組んでいる。これらにより，施工の PDCA を
高速で回し，計画外の事象が発生した際にも速やかに
最適化された修正計画を作成し，円滑に施工を進めら
れる体制を構築している。

これらの取組みに際して，AR/MR 技術による現地
での管理・検査・立会の効率化や，センサーや 3D ス
キャナ・カメラ等による現場データの取得を推進する
ことで，より高度に，高速に PDCA を回す体制の構
築を目指す。
（a）計画段階の「見える化」
施工上の課題を早期に抽出し，これを事前に解決し

ておくために，CIM と施工工程を連動させてあらゆ

写真─ 3　置き型枠自動スライドシステム

写真─ 4　模擬トンネルでの自動吹付け実証実験

図─ 2　山岳トンネル工事の将来像

図─ 3　（左）4ブームフルオートジャンボ�
（右）切羽前方地山の硬軟度分布の可視化事例
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る施工ステップのシミュレーションをデジタル空間上
で完了させる施工過程の「見える化」に取り組んでい
る。施工計画を事前に「見える化」することにより，
円滑な意思決定を助けるとともに，施工段階での不測
のトラブルを軽減することに資するものである（図─4）。

3D スキャナにより取得した点群データにより現況
を CIM モデルに反映させる取り組みや，AR/MR 技
術により，CIM モデルを現地にオーバーラップする
技術の活用にも取り組んでいる（図─ 5）。
（b）施工段階の「見える化」
施工段階においては，気象条件，地盤条件などの外

部条件により計画の修正を余儀なくされることは少な
くなく，施工段階での諸々のデータをリアルタイムに

「見える化」し，計画外の事象が発生した際には速や
かに対応することが重要である。

そこで，人やモノ，建設機械の位置や稼働状況，気
象や交通情報などの情報を組み合わせて表示する統合
管理システム「Field Browser」（フィールドブラウザ）
を開発し，現場に適用している（図─ 6）。

現場事務所に設置した大型モニターには，人と建設
機械・車両等の位置情報が，所属や職種・機械種別ご
とに表示され，現地に行かずとも計画どおりの場所，
人員，機械配置で作業が行われているか把握すること

ができる。さらに定点カメラ映像を組み合わせること
でより正確な状況把握を可能としている。

人についてはリアルタイムなバイタル情報が表示さ
れ，体調不良者がいないか容易に確認できる。建設機
械や車両については，現在の稼働状態の把握はもちろ
ん，蓄積された過去の稼働時間から稼働率を集計する
ことが可能であり，最適な配置や手配の検討に大いに
寄与している。

さらには，降雨や落雷を含むリアルタイムの気象デー
タに加え，72 時間先までの予報データを取り入れ，適
時適切な作業計画の見直し指示を可能としている。
（c）デジタルツールの活用
施工管理を行う職員の生産性向上を目的に，スマー

トフォンやタブレットなどのデバイスを活用したペー
パーレス化や見える化，現場の書類・帳票作成，検査
などを合理化するツールの開発・適用を推進している。

一例として，ステレオカメラを用いて立体的に写真
を撮影することで，鉄筋の径，間隔，本数を自動で計
測できる配筋検査システムを開発し，現場に適用して
いる（写真─ 5）。

（4） 光ファイバ計測技術による構造物性状の「見
える化」

インフラ構造物において，予防保全型維持管理の重
要性が高まる中，構造物の性状を広範囲で，施工段階
から長期間にわたる維持管理にかけて一気通貫で把握
し続けることは，合理的な維持管理を実施する上で有
効である。一方で，広範囲，高精度に，長期間にわた
り計測を合理的なコストで行う技術が確立されていな

図─ 4　CIMを活用した着工前仮想竣工
（松山自動車道�双海橋工事／NEXCO西日本）

図─ 5　点群データとCIMモデルの統合
（桜木町駅改良工事／JR東日本横浜支社）

バイタルデータグラフ

重機稼働時間集計

図─ 6　Field�Browser 画面イメージ

写真─ 5　配筋検査システム
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いのが従来の課題であった。
そこで，光ファイバ計測機専業メーカと連携し，高

精度・高速度の計測処理が可能な革新的光ファイバ計
測技術を開発し，施工管理に導入している。本技術に
より，構造物のひずみや温度変化を長期間・広範囲に
わたり正確に測定できるため，合理的な施工管理が可
能となる。また，光ファイバをそのまま残置しておく
ことで，構造物性状の経年変化の把握が可能となる。
計測・取得したデータから構造物の耐久性・安全性を
評価でき，補修やリニューアルを行うべき時期につい
て，的確な推定が可能となる（図─ 7）。

現在，多くの構造物への適用を進めており，施工段
階で確実に品質を確保するだけでなく，維持管理段階
での効率化にも寄与することで，国土交通省の提唱す
る予防保全の取組みに貢献していきたいと考える。

4．建築分野における取組み

（1）スマート生産
建設業の就業者不足への対応や働き方改革といった

業界が抱える課題に対し，ICT やロボットなどのデ
ジタル技術を用いて解決を目指すものとして，「鹿島
スマート生産ビジョン」を掲げ，開発を推進している

（図─ 8）。各コンセプトの概要と開発状況について，
以下に記す。
（a）「作業の半分はロボットと」
人と機械の協働による生産性向上を図る。危険・連

続・補助作業などをロボットが支援することで，人の
生産性を高めていく。

一例として，工場等で利用されている汎用可搬型の
溶接ロボットを建設現場向けに改良し，適用を進めて
いる。柱・梁の接合部の溶接に対応しており，特に，
上部からの溶接工による下向き溶接が主流となる梁の
下フランジ部の溶接は，ロボット溶接により下部から

の上向き溶接を実現している。これにより，構造上弱
点となるウェブのスカラップ削減，下階フロアからの
安定した施工による安全性向上などの付加価値も生ん
でいる。

また，生コン打設時の床仕上げを行うロボットの開
発・現場適用を進めている。自律移動機能に加え，リ
モコン操作によるコテ角度調整機能により，高度な仕
上げにも対応可能である。

その他，耐火被覆吹付ロボットや外装取付アシスト
マシンなど，苦渋作業や危険作業を中心に現場作業省
力化に資する技術の開発を進めている（写真─ 6）。
（b）「管理の半分は遠隔で」
現物確認と遠隔管理の組み合わせで，現場管理者の

働き方改革を図る。監視・目視・数量把握などはセン
サー技術等を利用し，3 現主義の質を高めていく。

一例として，小型センサーの組み合わせにより，資
機材の位置，稼働状況をリアルタイムに 3D 図面上に
表示する資機材位置モニタリングシステム「3DK-
field」を開発，現場適用を進めている。竣工後の運用
にも適用を進めている（図─ 9）。

その他，ドローンによる現場自動巡回システムや，
クレーンの遠隔操縦技術などの開発，遠隔での現場確
認やコミュニケーションを可能とする体制の構築を進
めている（写真─ 7）。
（c）「全てのプロセスをデジタルに」
BIM を基軸としてプロセスをデジタル化し生産性

向上を図る。設計検討・調整・合意・進捗管理・保守
運用まで，デジタル情報を蓄積し最適化へ活かす。開
発・適用状況については次項にて述べる。

図─ 7　光ファイバを用いた品質管理イメージ

写真─ 6　（左）溶接ロボット作業状況
（右）コンクリート床仕上げロボット

図─ 8　鹿島スマート生産ビジョンコンセプト
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（2）デジタルツイン
大阪市中央区のオービック御堂筋ビル（2020 年 1

月竣工）では，解体着工の 2016 年 7 月より，「全ての
プロセスをデジタルに」の基本方針のもと企画・設計
から製造・施工，竣工後の維持管理・運営までの全て
の情報を，BIM を核としてデジタル化し，それらを
仮想空間上にリアルタイムに再現する「デジタルツイ
ン」を実現した。以下，各フェーズにおけるデジタル
ツインの活用事例について述べる。
（a）企画・設計フェーズでの活用
企画・設計フェーズでは，建物の BIM モデルを用

いて，日射や日影，設備の気流や照度，発災時の避難，
建物の使い勝手など，各種シミュレーションに活用し
ている。また，VR 技術を用いて，実際にサイバー空
間内の建物を歩き回り完成状況を事前に確認すること
も可能である。これらにより，顧客が設計段階で建設
後の建物をイメージしやすくなるため，早期の合意形
成に有効である（図─ 10）。
（b）製造・施工フェーズでの活用
製造・施工フェーズでは，提供建物の品質や工程，

施工安全性などを向上させるために活用している。一
つの事例としては，鉄骨製造のデジタルツイン化が挙
げられる。建物の構造体である鉄骨において，設計図

をそのまま鉄骨製作図として活用し，鉄骨製作工場の
鉄骨加工機との連携，一体化が図られている。これに
より，情報伝達の正確性やスピードが大幅に向上し
た。また，鉄骨部材に QR コードを貼り付け，自社開
発のシステムを活用することで，製造から施工に至る
進捗の見える化も実現している（図─ 11）。
（c）維持管理・運営フェーズでの活用
維持管理・運営フェーズでは，FM（ファシリティ

マネジメント）への適用が有効である。建物 BIM に
情報を集約することで，①メンテナンス情報の一元管
理，②モバイル機器による現地作業の効率化，③付加
価値機能の向上，などの効果がある。これにより，こ
れまでの維持管理業務を劇的に効率化・高度化・高品
質化し，ライフサイクルコストを最適化している。ま
た，リアルとバーチャルが完全に融合・同期している
状態を作り出し，リアルの建物にトラブルがあった場
合に，その発生場所，影響範囲，必要な対処などを，
デジタルツイン上に瞬時に表示することができる。こ
れにより問題発生時の迅速な対応や，関係者間での早
期の情報共有が可能となった（図─ 12）。

以上のように，デジタルツインを基盤として，ビッ
グデータを蓄積・解析・フィードバックし，フェーズ
毎に最適化をはかることで，顧客へ新たな付加価値を
提供することを目指す。

図─ 9　資機材位置モニタリングシステム（3DK-Field）

写真─ 7　施工管理情報を一元表示するスマート工事事務所

図─ 10　（左）各種シミュレーション活用例
（右）合意形成におけるVR活用例

図─ 11　鉄骨製造・施工における活用例
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5．スマートシティに関する取組み

（1）HANEDA INNOVATION CITY

（a）施設概要
HANEDA INNOVATION CITY（ハネダイノベー

ションシティ）は，「天空橋駅」に直結する延床面積約
13 万 m2 超の大規模複合施設で，羽田みらい開発㈱と
大田区が官民連携で開発する，「先端」と「文化」の 2
つをコア産業とするまちである。羽田空港に隣接し，
国内外への情報発信に優位な立地を最大限に活かし，
新たな価値を創造・発信する未来志向のまちづくりを
推進しており，2020 年 7 月にまち開き，9 月に本格稼
働を迎えた。今年度国土交通省スマートシティモデル
事業「先行モデルプロジェクト」及び総務省「データ
利活用型スマートシティ推進事業」に採択されている。
（b）3 つの取組方針
「羽田第 1 ゾーンスマートシティ推進協議会」は，

官民連携の下，大田区が抱える多様な地域課題を解決
し，持続可能な都市とするための実証的取組を行うテ
ストベッドとしてのスマートシティを形成することを
目的に，3 つの方針を定めている。

①空間情報データ連携基盤の構築
BIM 等の空間情報を基盤とした「3D K-Field」を

活用し，データの統合・可視化・分析が可能な「空間
情報データ連携基盤」を構築するとともに，先端的技
術の協調領域としての活用を進めている。本基盤を施
設のデジタルツインとして活用し，各施設や自律走行
バスの混雑状況ならびに施設管理スタッフやサービス
ロボットの稼働状況をリアルタイムに把握すること
で，来場者の満足度の向上や合理的な施設管理・運営
を目指す（図─ 13）。

②多様な交流を生み出す仕組みづくり
協議会には現在，大田区を含む 26 団体が参画して

おり，先進的技術の実証・実装を行うと共に，本施設
を先端的技術の実証フィールドとして広く提供するこ
とで，多種多様な先端技術の実証・実装を本区域で行
い，産業交流機会を創出していく。

③大田区が直面する課題に応える 4 つの取組展開
大田区が直面する課題である「交通（交通弱者への

移動支援）」，「生産性向上（担い手不足）」，「観光（観
光資源化）」，「健康（未病取り組み）」の解決に資する
取り組みを展開し，早期のサービス実装を目指す。
（c）取組み実績
2020年 9月には38種類，計60機以上のモビリティ・

ロボットの実証実験を実施し，早期実装に向けたハー
ドやソフト面での課題を抽出した（写真─ 8）。

6．おわりに

本稿で報告した取組みは，いずれもまだまだ途上の
ものであり，進展の余地は大きい。建設業における
DX を今後さらに深化・発展させ，我が国の建設業が
より魅力ある産業へとトランスフォームすることを目
指して，引き続き取り組みを強化していく所存である。

 

図─ 12　FM（ファシリティマネジメント）の活用例

図─ 13　空間情報データ連携基盤の活用イメージ

写真─ 8　実証実験の様子

［筆者紹介］
真下　英邦（ましも　ひでくに）
鹿島建設㈱　デジタル推進室　室長
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BIM の情報を連携させた建築の DX 生産と 
サービスソリューション

池　上　晃　司

建設会社にとっての BIM が今後，どのような位置づけになっていくのだろうか？ DX というキーワー
ドが社会に氾濫する中で BIM のあるべき姿やどのような存在になっていくかを総括する。BIM が導入さ
れてからの 15 年近い年月で経験したことや学んだことを活かすべく BIM を新たなステップへ導く。来る
べきデジタル時代にこそ必要なコミュニケーションや人材像に加え，業務フローや新たな概念である「xR」

「デジタルツイン」「ICT ／センサー」「クラウド」「OS」など今後の建設会社に必要な要素を整理し，建
物竣工後のサービスソリューションまでをどのように取り入れていくかを検証した。それらが各社の特色
となっていき，次世代のモノづくりの魅力が隠れており，いち早く体感できることが望まれる。
キーワード：  BIM，DX，デジタルツイン，xR，ICT，クラウド

1． BIMがもたらす次世代の建築生産システ
ムについて

BIM は昨今の建設会社に導入され 15 年近い歳月が
流れた。徐々に言葉としては浸透してきたが実務に展
開された状態とはなかなか言いづらいのが実情だろ
う。しかし，日本の建設会社は数多くのプロジェクト
に BIM を適用し様々なチャレンジを行ってきた。

BIM と CAD が混合された状態でプロジェクトを遂
行する矛盾に近い難しさやソフトウエア固有の単語や
複雑さに苦しめられた経験のある方は多いのではない
だろうか。

BIM が建設業界の完全なスタンダードになる前に
「DX：Digital Transformation ／デジタルトランス
フォーメーション」という新たな潮流が到来してし
まった現状が多くの混乱や誤解の根源のように思う。
本稿では BIM と DX の正常な関係やあるべき姿につ
いて述べたいと思う。

BIM とはわかりやすく言えば「建物情報モデル」
である，すなわち通常「設計図書」「契約図書」「建物
取扱説明書」をデータとしてまとめたものである。従
来は CAD 図・仕上げ表・パース等がそれぞれ独立し
て作成し，各設計分野で責任区分を明確に作成してい
たがそれらを統合されたデータを構築するつもりで作
業しなければならない。設計の分野別や設計施工分離
の考えで BIM を作成するとコストパフォーマンスの
悪いBIMが出来上がってしまう。その理由としては，

BIM とは作成者や関係者のこうあって欲しいという
情報の「正解」をまとめたものであり，その「正解」
を他人に伝えて理解してもらうのがデータ連携の鍵と
なっている。BIM の業務でよく行われる重ね図干渉
チェックや 2D 加筆図面化作業など正解を正解②にし
てしまい，ヒューマンエラーや 2 重作業の元を自ら
作ってしまい，BIM が嫌いになるという話は何度も
聞いてきたし，私自身も経験済みだ。日本の建築生産
フロー（ISO）は当然ながら紙図面と押印を前提とし
ているため BIM だけで完結するのは現状不可能であ
る。しかし，紙と BIM の両方を作成していてはいつ
までも生産性向上は見込めないし，「正解」が二つ存
在するという混乱を招いてしまう。
「正解」を BIM なのか図面なのかはっきりと位置付

けることは今後の建築生産では重要となるだろう。
DX とは業務プロセスの変革であり業務の基盤が紙と
なっていては絶対に実現できないと感じる。いかに情
報や作業をデータ化して繋ぎ，承認や検査を組み込ん
だ業務フローを構築できるかが「建築生産 DX」への
マイルストーンとなるのは間違いない。

2．BIMをいかに「正解」にし続けるか？

BIM の話をすると必ず出てくるのが BIM マネー
ジャーや BIM コーディネーターという新たな職能で
ある。現状は設計者や施工者が兼務するパターンが多
く明確な職能とはなっていないように感じる。建物に

特集＞＞＞　建設のDX
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関するデータの価値は今後間違いなく上がっていくの
は読者の方はイメージできていると思うが，そもそも
この職能の人材はというのは一体に何をすべきなのか
ということが日本の建設会社ではあまり議論されずに
プロジェクトに投入されているのではないだろうか？
BIM をコーディネーションし，マネジメントすると
いうのは海外では重要なポジションであるが目的設定
があまりなされず，BIM が図面の参考資料として位
置づけられる日本のプロジェクトには適合しない。と
りあえずの BIM を作成して社内仕様の図面にテンプ
レートを使って変換適用した「作図用の BIM」が出
来上がっていき，最終更新を確認できずテンプレート
通りで目的がないからデータコーディネーションがで
きず，特有の目的がないからデータのマネジメントを
する必要がないし，図面より位置づけが低いので
BIM を後追いで修正するが確認や承認作業は二次元
で行い，修正作業は BIM で行う。この悪循環が最も
生産性を下げてしまっている要因と私は考える。BIM
に入力したデータ（属性やプロパティ）はできる限り
他のデータと連携させたり，プログラムやシステムで
処理するようにしなければ紙や CAD だけでやったほ
うが断然生産性は高いだろう。せっかく作成した
BIM を他部署等に使ってもらわなければたくさんの
労力とコストをかけて設計者や施工者の頭の中を情報
化・データ化した意味がない。ここでポイントとなる
のがどのようなデータを連携させたいか？渡したい
か？という会話（コミュニケーション）が重要となる。
今まで紙さえ渡せば人間が判別／解読し，なんとか
なっていた業務フローがデータ連携や統合という融通
の効かないものへ変わろうとしている。データという
のは融通が利かないものだと捉え，BIM に入力する

情報や内容，受け渡しの時期，連携させるデジタル技
術や ICT などを事前に調整し，それを実現させるこ
とができるデータ構成となっているかがコーディネー
ターとマネージャーの業務となるだろう。

この 2 種類の業種に加え，図面ではなくデータの承
認や照査といった業務が発生する。データの構成や内
容が発注者情報要件（EIR：Employers Information 
Requirements）及び受注者によって作成される BIM
実行計画（BEP：BIM Execution Plan）に合致して
いるかが今後のプロジェクトでは重要となる。BEP
は従来の建設プロジェクト提案書よりも位置づけが高
くなり，契約書類扱いとなるため，具体的かつ実現性
のある内容が求められる。BEP には設計や施工だけ
でなく建物運用中のための BIM についても言及する
ことが可能なので「設計者」のみで作成したり，「施
工者」だけで作成するのではなく，プロジェクト全体
の BIM の在り方を先行で BEP に定義することが必要
である。さらには使用ソフトや xR 化への言及も求め
られる。このように BIM にかかわるデジタル技術に
ついてもまとめて記述するため従来からある「BIM
推進系の部署」だけでは作成できない。プロジェクト
の関係者や関連部署との綿密なコミュニケーションが
必須となり，プロジェクトの進め方そのものにも影響
が出ることを周知し，BIM の在り方や位置づけをオー
ソライズさせることも重要な職務となるだろう。将来
的にはスムーズな連携が予想されるが，現状では多く
の BIM プロジェクトが設計・施工・運用（維持管理）
の 3 つの BIM に分かれて作成されているが全ての
フェーズの BIM マネージャーを一人で実施できる人
材はまだまだ少ないだろう。各分野の知見や勘所を踏
まえたうえで BIM をマネジメントすることは想像通

図─ 1　BIM時代のプロジェクト運用
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り非常に難しく，設計や施工の現実の問題を大量に抱
えた設計者や施工者を BIM へ情報統合してもらうコ
ミュニケーション能力が一番大事だと私は感じてい
る。もちろん設計や施工の業務生産性を向上させるの
も BIM の大事な役割ではあるが作図を目的とした
BIM ではそれは実現しないので，ISO などの業務フ
ローを BIM に合わせるのも急務ではあるが当面は法
律による制約や慣例的に紙や印鑑が残る前提では
BIM を設計者や施工者に合わせる，「データ構成のカ
スタマイズ」が最も即効性があり，BIM のメリット
を感じられるはずだ。通常は設計図書の表現をベース
にしているがもっと自由な発想でデータをまとめなお
すのも今後は重要だ。アクソメ・図面・集計表が一枚
に集約された表現などベテラン以外が見ても理解しや
すくミスを起こしにくい表現が今後は求められるだろ
う。つまり，建築生産に関する情報を集約したデータ
ベースから使えそうな情報を再レイアウトするのだ。
BIM をデータベース（莫大な表データの集まり）と
してみることでどんなグラフを使い，組み合わせるこ
とが相手に理解されるかという思考に置き換えること
ができる。

設計者や施工者の頭の中にある莫大な情報や思考を
見える化し相手（他分野）に伝える・連携させること
に BIM は価値があり不具合のない着工前のデジタル
竣工として「正解」へと限りなく近づいていくだろう。
デジタル竣工はフロントローディングの目指すべき姿
の一つであり，着工と同時にスムーズな施工を進める
ことが建設業界の求める安全・品質管理を含めた「生
産性向上」である。

3．建設業界の DXについて

紙と印鑑にあふれる建設業界が DX に本腰を入れ始
め，3 年近くが経とうとしている。DX と銘打ったが
時間とコミュニケーションの問題で一つの部署で完結
させようとした為に単なるデジタル化で終わってし
まった事例が多く存在してしまった。
「DX の目的とは何か？どんな働き方を実現し，既

存業務を変えるのか？」を議論せずに進めると間違い
なく失敗する。ISO などの根本的な品質を支える業務
フローは変えずに BIM のモデリングや xR を取り入
れても業務が増えるのみという体験をした方は多いの
ではないだろうか？

DX の本質はデータ連携であり，今まで行ってきた
「紙の受け渡し」をいかにプログラムとシステムで行
うかという非常に大きく，重い改革（トランスフォー
メーション）であるはずが，単なる「デジタル化」を

「DX」として認めてしまったようにも思える。
本質はデータ連携と記述したが，キーとなるのはや

はりデータベースとしての「BIM」である。
BIM はデータベースなのであらゆる情報が集まって

くる（集約する）のが正しい姿であり，そのような状
態にしなければならない。設計（意匠・構造・設備・
ランドスケープ）品質・コスト・製作・施工・運用・
維持管理等，「建物情報」を列記すればきりがないの
が建設業界の難しい所でありおもしろい部分でもある。

現状では BIM を要にしたデジタルツインが将来の
主流であり，BIM とクラウドと ICT ／センサーの関
係を一手に整理しなければうまく機能しない。とりわ
け施工時のデジタルツインは日々変化する施工現場の
進捗状況を反映させなければならないため，時間軸
データの入力も必須となる。BIM に時間軸のデータ

図─ 2　設計／施工／運用（竣工後）のBIM目的と役割
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を着工前に入力しなければ当然，完成時の情報しかな
いため，施工現場のデジタルツインとしての利用価値
は低いだろう。

現場で使えるデジタルツインとして品質や安全と
いった点でも「正解」として機能を求められ始めたな
らば，BIM を図面や VR としての活用をメインとし
ていた時代からステップアップしてきたように感じ
る。BIM と図面は昨今，相互関係にあるため両者が
一次データとするならば二次データとして様々な情報

（センシングされた点群や映像などのその他の一次
データ：施工の状況）とクラウド上で統合処理された
システムがデジタルツインとして形成され，「安全」「品
質」「進捗」の DX をけん引していくだろう。

人間が従来，目視で点検・判定・報告していたこの
三項目をデータとシステムでどこまで行えるかは日々
進化していく技術に依存するが，人間がどこまでその
データを信頼し，業務へと組み込んでいけるかが最も
難しいところである。デジタルツインは目視での点検・
判定・報告を行っていた施工管理の人材の業務効率向
上を見越した技術であると同時に様々な副産物を生ん
でくれている。個人的には今後の社会で最も重宝され
ると考えている「どの様な状況で人間がどんな判定を
下したか？」という情報の蓄積だ。

その蓄積がなければデジタルツインのシステムは，
一時の流行や技術検証で終わるであろうし技術投資の
回収は不可となる。データを蓄積し，より高度な判定
や連携を行うこと＝「システムを成長させること（成
長が可能とすること）」が業務の変革へつながるであ
ろう。DX として，業務の変革の次はビジネスの変革

が登場するのだが，新たな事業へとつながる信頼性の
獲得は通信強度やアップデートの一貫性などをクリア
しなければならないため，少しだけ先の話となるので
はないだろうか。徹底した検査や分業化された業務は
日本の建設業の品質を高める一因となっていたのは間
違いないであろうし，そのスタイルで経験を積んでき
た方々と組織が今の建設業のシステムを形成している
ことから，急な変革は起こせないだろうし起こせない
ことが品質につながっているのだろう。建設業の特徴
でもある「一品生産」は人間の柔軟性があってこそ対
応できる世界であるが，現在の「高齢化」「働き方改革」
等の要因はもはや避けて通れず，何かを大きく変えな
ければ建設業自体が破綻してしまうかもしれない。

4．世代を超えたコミュニケーション能力

業界破綻回避のためには世代を超えたコミュニケー
ションを図れる人材が欠かせない。従来であれば部下
は上司に学び，従い，業務をこなすことで成り立って
いた（わかりやすくするため，あえてシンプルな形態
とする）が，最近は日々アップデートされていく業務
で使用するアプリやツールを使いこなさなければ周り
に迷惑が掛かっていってしまう状況となってしまっ
た。チームや部署内でクラウドを利用したチャットで
書類やリストが送付（共有）され，別名保存で送付し
たりすると不思議な視線を送られたりする社会になっ
しまった。しかし，このようなことがデータ連携の基
本であり全員が同じシステムに対応することが DX へ
踏み出す第一歩となる。世代を超えたコミュニケー

図─ 3　デジタルツインとなるBIMのモデリングイメージ
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ションと前述したが，部下は上司に対し，「従来から
変わったデータの扱い」「データを扱う一員に組み込
まれた事」「アクションを間違えると全員の生産性に
影響が出る」といったことをしっかりと伝える必要が
あり，自らの生産性に影響を与えることもあるだろう
からチームとしてどのようにデータを運用していくか
を対等に議論できる関係性を構築できる能力が求めら
れる。というのも，DX は言ってしまえばベテラン世
代が経験してきた知見を若手世代のデジタル環境

（ゲームや SNS など）に落とし込むことなので片方の
世代だけでは到底実現できない。ベテラン勢の DX 戦
略が若手から不満が噴出していた場合，しっかりと耳
を傾け，議論してみることをお勧めする。育ってきた

（デジタル）環境が違うのだからすれ違いは当然であ
るが，そのすれ違いの整合こそ DX への近道が記され
ているはずだ。

（1）パソコンに近づく「建築」
建設中にも様々なアプリケーションやセンシングを

行うことはもはや今後は標準になりつつあるが，大量
のデータ（人の検知やロボット統合管理など）を生み，
用途ごとに整理し，目的に合わせて再構築することは
パソコンと近しい。それが最近様々な企業が発表して
いる「OS：オペレーションシステム」の概念の発端で
ある。アプリやデータの連携のベースとなり，データを
扱うことができる状態を提供してくれるのが「OS」で
ある。逆に言えば OSに対応していないアプリがあると
各段に効率が下がってしまうことは明白であろう。今
後のデジタル技術はいかに連携できるかというのが価
値となる。つまり，デジタル技術を管理している人同
士のコミュニケーションが今まで以上に重要になる。
なぜならば紙媒体にアウトプットしないのだから融通
が全く利かない。事前にこんなデータをこんな形式で
共有するなどを行わないと誰にも使われない，何の（誰
の）ためのデータで何を達成するのかわからない状況
が生まれてしまう。これが最も生産性を下げ，コスト
を圧迫し，だれも得しない「デジタル化」といえる。

5．サービスソリューションの BIM

デジタル化が浸透し，DX を実践していく時代。デ
ジタル技術の発展は SNS やエンターテインメント業
界だけでなく，建設業界にも大きく波及してきてい
る。SNS プラットフォームと様々なサービス（決済
／配達／動画／健康 etc.…）が紐づいており，データ
は社会の状況や環境を可視化するだけでなく，現代の

社会文化をも形成していると言える。
我々は生活するうえで必ず建物と密接な関係を持

ち，データと建物をつなぐことは大きな意味がある。
それを可能にする理念はサイバーフィジカルシステム

（建設業においてはクラウドで現実の建物とつながる
BIM のデジタルツイン）である。現実の建物で起き
ている事象と BIM データを連携させ，様々なサービ
スを建物利用者に提供するためのプラットフォームや
OS といった概念が，その要となる。

建物は完全オーダーメイドによる世界で唯一無二の
巨大なプロダクト（一品生産）とも言えるが，スマホ
や車と違ってオーナー（施主）でだけが使用するもの
ではない。一般の来訪者もあれば，その建物で働く人，
建物内でのイベントを運用する人，建物を維持管理す
る人など，実に様々な立場の人が建物のユーザーとし
て想定される。その方々に適した情報をサービスとし
て提供することが今後の社会の新たなビジネスと考え
ている。

また，建物の一生は，設計段階，施工段階，運用段
階の大きく 3 つの期間にわけることができる。現在
BIM は設計と施工の 2 つの段階，いわゆる生産フェー
ズにおいて活かされている。つまり，ここで活用され
ているのは“つくるための BIM”である。しかし，
建物をライフサイクルの視点で見ると，建物が完成し
た後の運用段階の方が設計・施工段階よりも圧倒的に
期間が長い。建物の一生に寄り添うには，様々な建物
ユーザーの活用に最適にカスタマイズした「運用
BIM」が不可欠なのである。

6．アプリとセンシングに溢れる「建築」

設計施工に活用している BIM データと建物の運用
管理情報を組み合わせてカスタマイズした「運用
BIM」に，竣工後に蓄積していく各種データ（IoT 管理・
ロボット管理・施設管理・エネルギー管理等）を紐づ
ける建物運用情報の統合管理システムが近い将来，必
須となる。建物情報を建物利用者や管理者等，様々な
立場の建物利用者のニーズに合わせてリアルタイムに
提供し，建物に係る各種デジタルデータを有効活用す
るデジタルツインの仕組みを既存建屋にも適用するこ
とでライフスタイルの DX を実現するサービスソ
リューションが各建設会社で盛んな動きを見せている。

建物や施設群にこのサービスをインストール（適用）
することはパソコンのデータ管理と似ている。普段か
ら画像や文章，図面／ 3D など様々なソフトウェアの
データやインターネット上のデータを扱っています
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が，それらを 1 台のパソコンで管理しており，これと
同じように，建物内に設置したカメラで撮影された画
像・映像や IoT からのセンシングデータを用いて環
境や状況を集約して記録することが今後求められる。

さらに周辺の交通状況や気象情報といった外部情報
も組み合わせることで，常に最適な環境で建物を維持管
理できるようになることが最大のメリットとなるだろう。

ただ，建物は基本的に一品生産であるために，建物
ごとに管理者／インフラ事業者／エンドユーザーが変
わってしまう。せっかく多くのカメラや IoT センサー
からデータを集めても，建物の使われ方とリンクして
いなければ，誰も使わないデータ群となってしまう。

そのため，ユーザー体験（UX）に合わせて，BIM デー
タを構築し，データ同士を組み合わせることで，常に
最適な環境で維持管理ができる IoT サービスを提供
できるよう「UX コンサルティング」事業も合わせて
行うことが今後の主流となるだろう。また，早い段階
から運用ニーズに基づいたサービス提供のためのサー
ビスメニューのカスタマイズやアプリ開発を済ませ，
建物の運用・管理システムとして実装しておくこと
で，建物運用開始時にすぐに必要なサービスを提供す
ることが新たな事業への鍵となる。

一般的な建物運用のためのメニューは，スタンダー
ドメニューとして用意しても，建物はフルオーダーの
一品生産なので，運用のためのメニューもニーズに合
わせてカスタマイズや追加ができるようにすることが
求められる。そのためにも情報管理のための OS

（Operation System）という考え方を採用し，自社製
以外の様々な情報サービスとつなげることができるよ
うに考えなければならない。

もちろん，運用開始後もそれらのアプリケーション

や BIM データそのものをアップデートしていけるの
で，リニューアル時にもデータまるごと継承でき，ま
さに“建物の一生に寄り添っていける”建物のライフ
サイクルのためのシステムが今後の日本のストック社
会で活躍していくだろう。

7．おわりに

DX や BIM という新たな概念は今後も栄枯盛衰を
繰り返し，日々刷新されていくだろう。しかし，デー
タを業務に組み込み，連携していくスタイルは今後の
標準となる。みらいの建築生産や建物は誰もが，いき
いきと暮らし，働く，豊かな未来であってほしい。デ
ジタルツインを基盤に高度な IoT や AI 技術でヒト，
モノ，コトがつながり，都市に住まう一人ひとりの想
いが，リアルタイムに都市の姿を成長させていく社会
が望まれる。そんな社会こそが Society5.0 として少し
ずつ具体化し，実現しきったころに新たな技術概念が
生まれ，我々はまた四苦八苦しながら建設事業に取り
組んでいくのである。

少年がゲーム機を極めたころに新しいゲーム機に移
り変わっていくように常にワクワクする心情を持ちな
がら現在にふさわしいものづくりを求めて生きたいと
感じている。

 

図─ 4　デジタルツインを利用したサービスイメージ

［筆者紹介］
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建築総本部　デジタルプロダクトセンター
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4K 定点カメラ映像による工事進捗管理システムの 
開発および試行

木　付　拓　磨・早　川　健太郎

土工事の現場における進捗管理を効率的に行う「4K 定点カメラ映像による工事進捗管理システム」は，
主に次の 4 つの機能を実装しており，ブラウザを介してどこからでも利用できる。①映像に CIM モデル
等の 3D データを重畳表示，②映像上から任意地点の距離や面積を瞬時に算出，③ AI により稼働中のダ
ンプ等を識別し進捗レポートを作成，④映像からオルソ画像（俯瞰画像）の作成。本システムを防潮堤の
盛土工事で試行し，建設現場の生産性向上につながる結果が確認された。本システムの開発・試行は，国
土交通省の「建設現場の生産性を飛躍的に向上するための革新的技術の導入・活用に関するプロジェクト」

（PRISM）で実施した。本稿では今回開発した「4K 定点カメラ映像による工事進捗管理システム」の機能，
現場試行での生産性向上結果等について報告する。
キーワード：4K，定点カメラ，映像，進捗管理，AI，建機検出，オルソ画像

1．はじめに

近年，建設現場では定点カメラで施工状況を常時モ
ニタリングし，現場事務所や本社・支店等の遠隔地か
ら現場状況を確認する事例が増えている。また，施工
状況の振り返りや技術伝承としてタイムラプスの使用
など「映像」が積極的に活用されてきている。

一方，工事の進捗管理において映像を活用するうえ
では，①工事完成形に対する進捗状況が直観的にわか
りにくい，②施工量（盛土量等）や距離・面積等の定
量的な情報が取得しづらい，③稼働しているダンプや
建機の台数等の常に変化する情報を素早く把握できな
い，といった課題がある。

このような背景を踏まえ，上記の課題を解決し，建設
現場の進捗管理を効率的に行うための「4K 定点カメラ
映像による工事進捗管理システム」を開発した。本シ
ステムを防潮堤の盛土工事で試行し，効果を検証した。

2．試行工事の概要

本システムを試行した工事は，岩手県発注の二級河
川大槌川筋大槌の 1 地区ほか河川災害復旧（23 災 617
号及び 622 号）水門土木工事のうち，大槌川水門と小
鎚川水門との間に築堤される防潮堤の盛土工事であ
る。防潮堤は延長約 300 m，高さ T.P.+14.5 m，盛土量
約14万m3である。工事の完成イメージを図─1に示す。

【工事概要】
工事名称： 二級河川大槌川筋大槌の 1 地区ほか河川

災害復旧（23 災 617 号及び 622 号）水
門土木工事

発 注 者：岩手県
受 注 者： ㈱安藤・間・㈱植木組・伊藤組土建㈱・

南建設㈱特別共同企業体
施工場所：岩手県上閉伊郡大槌町大槌及び小鎚地内
工　　期：2014 年 3 月 6 日～ 2021 年 12 月 28 日
工事内容： 東日本大震災の津波で被災した水門およ

び防潮堤の復旧・新設工事

3．定点カメラの設置

大槌水門土木工事に設置した定点カメラは，防潮堤
の両端部に位置する大槌川水門および小鎚川水門の上
部に 2 台ずつの計 4 台を設置した。定点カメラの配置

特集>>>　建設のDX

図─ 1　工事の完成イメージ
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状況を図─ 2 に示す。高精細な映像を記録するため，
4K 解像度（3,840 × 2,160）のカメラ（JVC ケンウッ
ド社製 VN-178WPR）を用いた。通信については，水
門間の約 300 m は無線中継装置で中継し，その他の
範囲は有線を敷設して映像を中継・保存した。

4．システムの特徴的な機能

（1）システムの概要
本システムのコアとなる「映像進捗管理システム」

は，設置したカメラからの映像を共有・蓄積し，進捗
管理のための閲覧・検索機能を有するクラウド上のシ
ステムである。認証されたユーザであればインター
ネット上でブラウザを介してどこからでも利用でき
る。システムの構成を図─ 3 に示す。

本システムに実装した特徴的な 4 つの機能につい
て，次節より説明する。

（2）3Dデータの重畳表示
現場に設置した定点カメラによるリアルタイム映像

上に，CIM モデル，盛土の転圧管理での振動ローラ
の GNSS データおよび深層混合処理工の施工データ
を重畳して表示することができる。これにより，工事
の完成形に対する進捗状況の直観的な理解が可能にな
る。CIMモデルを重畳表示した画面を図─ 4 に示す。

振動ローラの GNSS データについては，半日毎の
盛土の施工範囲を着色したデータを表示させる。その
着色範囲の施工量（盛土量），品質管理項目として加
速度応答値および飽和度も表示されるため，進捗管理
に加えて，盛土の品質も確認することができる。振動
ローラの GNSS データを重畳表示した画面を図─ 5

に示す。

（3）映像から距離や面積の算出
パソコン画面上を直接タッチすることで，映像上の

任意地点間の距離や面積を瞬時に算出できる。これに
より，日々の出来高管理や資機材の配置計画のための
高い精度を必要としない簡易測量が画面上で可能にな
る。資材ヤードを想定して面積の算出を行ったシステ
ム画面を図─ 6 に示す。

図─ 2　定点カメラの配置状況

図─ 3　システム構成図

図─ 4　CIMモデルの重畳表示

図─ 5　振動ローラのGNSSデータの重畳表示
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（4）AI建機検出システムによる進捗レポート
AI 建機検出システムは AI を用いて映像中の建機

を検出し，出来高管理に活用できる進捗レポートを出
力する機能である。記録した映像から自動的に建機の
歩掛りや稼働状況を知ることができるため，職員が現
場に長時間留まり目視で計数する業務を効率化するこ
とが可能である。

AI 建機検出システムの概要を図─ 7 に示す。この
システムの特筆すべき点として，「建機検出 AI」と「カ
テゴリ認識 AI」と呼称する 2 つの AI で構成されて
いることである。

建機検出 AI は，盛土施工で一般的に使用されてい
る 4 種類の建機（ダンプ，バックホウ，ブルドーザ，
振動ローラ）を検出対象とし，入力された未知の画像
から 4 種類の建機を検出する。この検出結果では，外
観がダンプに類似する車両を誤検出する傾向があるた
め，それらを区別することが可能なカテゴリ認識 AI
を用いた。建機検出 AI がダンプを検出した場合，そ
れが真にダンプであるか分類することで，システム全
体の検出精度を高めている。
図─ 7 の①は機械学習による AI の生成を表してお

り，システム運用前に実施する。ここでは事前に収集
した複数の画像データを学習することで，建機検出
AI とカテゴリ認識 AI を作成している。②～⑤は未
知の映像から建機を検出する手順を表している。②で
は検出したい建機の画像を建機検出 AI に入力し，③

で検出結果を出力している。ここでダンプとして検出
された場合は外観が類似する車両である可能性がある
ため，③で得られたダンプの画像を④でカテゴリ認識
AI に入力し，検出精度を高めた結果を⑤で出力する。
これらのフローを経て未知の映像に存在する建機が検
出された結果を図─ 8 に示す。システム上では建機
の種類ごとに異なる色の矩形で表現しており，同時に
矩形上部には AI による推論確率（推論の確からしさ）
が表示される。

AI 建機検出システムの検出誤差を評価するため，
AI による検出台数と目視で計数された台数を比較し
た。ここでの検出誤差は，（AI 検出台数－目視台数）
／目視台数で定義している。評価に用いるデータは，
AI の学習に使用していない 2019 年 12 月 2 日～ 12 月
9 日の映像を 1 分間隔で静止画として切り出したもの

（約 1,100 枚／日）を採用した。建機ごとの評価結果
を図─ 9 に示す。目視での計数に対する AI による検

図─ 6　資材ヤードの面積計測

図─ 7　AI 建機検出システムの概要

図─ 8　AI 建機検出システムの検出結果

図─ 9　建機ごとの検出誤差

図─ 10　カメラから 150 m離れた位置のブルドーザ
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出誤差は，バックホウと振動ローラの場合でいずれの
日も±10％以内に収まっている。一方，ダンプは＋
0.8％～－13.7％，ブルドーザは＋1.2％～－35.6％の範
囲と変動幅が広く，特にブルドーザの検出誤差が大き
い。この原因として，次の2つが考えられる。第一に，
ブルドーザの検出誤差が大きい日の敷き均し作業は，
図─ 10 に示すように 4K カメラから 150 m ほど離れ
た場所で行っており，映像中の解像度が低下したこと
が挙げられる。第二は盛土材を運搬しているダンプと
映像上で重なる状況（図─ 11）が頻発したことで，
ブルドーザの検出が困難になったと想定される。

2 つの AI および 4K カメラを活用することで，AI
による検出に対して不利な状況となったブルドーザの
例を除けば，カメラから 150 m の範囲内で総じて±
14％程度の誤差で建機を検出できることを確認した。

また，検出結果をもとに図─ 12 に示す進捗レポー
トを作成することで，建機の稼働台数の推移を準リア

ルタイムで把握できる。例えば，進捗レポートではダ
ンプの計画運搬台数実績が 30 分毎の時系列グラフで
表示されるため，施工途中での予実管理が可能にな
り，ダンプの滞留など通常時とは異なる傾向を早期に
発見し，原因を分析することができる。

（5）オルソ画像の作成
防潮堤を囲うように両端の水門上部に設置した 4 台

のカメラ映像を写真測量の原理により変換・結合させ
て，現場上空から俯瞰した画像（オルソ画像）を作成
できる。これにより，現場状況の進捗確認や施工計画
の立案に活用することができる。作成したオルソ画像
を図─ 13 に示す。図中には UAV 空撮によるオルソ
画像も示しており，映像より作成したオルソ画像は，
現場の特徴を概ね再現できていることがわかる。

5．本システムの試行結果

本システムを 2020 年 1 月から 2 月までの約 2 ヶ月
間，現場で試行し，以下の効果が確認できた。
① 映像に 3D データを重畳することで，工事の完成形

に対する進捗状況を直観的に理解できるため，現場
職員や現場作業員等での進捗把握の共有につながっ
た。

② 事務所のパソコンから現場の状況や工事の進捗をリ
アルタイムに把握できるため，現場職員が現場に出
向く回数や滞在時間が削減された。また，パソコン図─ 11　ダンプと重なった状態のブルドーザ

図─ 13　オルソ画像（設計データを重畳表示　左：カメラ映像より作成　右：UAV空撮より作成）

図─ 12　進捗レポート
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画面を見ながら現場に作業指示が出せるようになっ
た。

③ ダンプ運搬の時系列グラフおよび定量的な施工情報
により，施工途中や半日毎の出来高を正確かつス
ピーディに把握できるため，効率的な進捗管理が行
えるようになった。また，ダンプの滞留状況などの
傾向を把握し，その原因を分析できるようになった。

④ パソコン画面上で現場の距離や面積が算出できるた
め，簡易測量の代替となり，現場職員が行っていた
測量の作業時間が大幅に削減できるようになった。

　 上記の効果を積み重ねることにより，現場職員のア
イドルタイムが減少し，他の業務に注力できる時間
が増え，建設現場の生産性が向上することが確認さ
れた。

6．おわりに

本システムを防潮堤の盛土工事で試行し，映像を用
いて建設現場の進捗管理を効率的に行うことができる
ことが確認された。特に，現場技術者が現場に出向く
回数および現場での滞在時間の削減，また，資材搬入
計画立案における現場での測量作業の削減等で生産性
の向上効果が高いといえる。今後は，AI による稼働
台数計測精度や面積算出精度を向上させるとともに，

映像管理機能を向上させ，より実用的なシステム開発
を進めていく必要がある。

なお，本システムの開発および試行は，国土交通省
の 2019 年度「建設現場の生産性を飛躍的に向上する
ための革新的技術の導入・活用に関するプロジェクト」

（PRISM）の業務であり，安藤ハザマを代表者とする
映像進捗管理システム開発コンソーシアム（構成員：
日本マルチメディア・イクイップメント，富士ソフト，
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山岳トンネル工事における 
切羽近傍作業の無人化を目指した取り組み
Tunnel Remote Operation System の開発

山　下　雅　之・山　本　　　悟・田　口　　　毅

山岳トンネル工事の更なる生産性・安全性向上を目的に，山岳トンネル無人化施工システム（Tunnel 
Remote Operation System）（以下「本トータルシステム」という）の構築を進めている。本トータルシ
ステムは掘削作業に使用される各施工機械に対する遠隔操作システムで構成されており，これらの構成技
術を効果的に組み合わせることによりトンネル施工の無人化を目指すものである。現在，無人化施工シス
テム構築の第一段階として各施工機械のガイダンス技術や遠隔操作技術の開発を進めている。本稿では，
本トータルシステムの概要を述べるとともに，その構成技術の開発状況を紹介する。
キーワード：  山岳トンネル，無人化施工，遠隔操作，生産性向上

1．はじめに

我が国における高齢化に伴う労働人口の減少の流れ
は今後さらに加速すると予測されており，それに伴う建
設就業者の減少・高齢化も着実に進行している。その中
でも特に山岳トンネル工事においては，坑内の過酷な環
境において特殊技能を要する作業が多く，これに従事す
る技能労働者の安定確保や高齢化対策が喫緊の課題と
なっている。このような課題の解決には労働環境の大幅
な改善や労働生産性の向上が不可欠であり，その方策の
1つとして ICT 技術やメカトロニクスを駆使した無人化

（遠隔操作）・自動化施工技術の導入が望まれている。し
かしながら，山岳トンネルの施工では狭隘な坑内におい
て多種にわたる特殊機械を使用する複雑作業が必要とさ
れ，現状では無人化・自動化技術の導入が進んでいない。

このような背景から，トンネル工事に使用する個別
の施工機械に対する遠隔操作システムを開発し，それ
らを効果的に組み合わせて施工全体の無人化・自動化
を実現する取り組みを進めている。本稿では，構築中
の山岳トンネル無人化施工システムの概要を述べると
ともに，その構成技術であるホイールローダ，油圧ショ
ベル（ブレーカ），自由断面掘削機および計測機器の
遠隔操作システムの開発状況を紹介する。

2．本トータルシステムの概要

現在構築を進めている本トータルシステムの構成を
図─ 1 に示す。本トータルシステムは掘削作業に使

用する自由断面掘削機，ドリルジャンボや油圧ショベ
ル，ずり運搬作業に使用されるホイールローダ，一次
支保作業に使用される吹付け機等，各作業に使用され
る施工機械の遠隔操作システムで構成されている。ま
た，これらの遠隔操作システムには以下の 3 分野の要
素技術が備わることを基本とした。
①作業場所への遠隔「機体移動（走行）」技術
②作業場所における遠隔「機体動作（作業）」技術
③遠隔操作に必要な「計測・ガイダンス」技術

これら各分野の要素技術についてはそれぞれ個別に
開発を進め，完成した技術から先行して現場適用を実
施するとともに，既存技術の活用も積極的に行うこと
でシステム構築の迅速化を図っている。

3．構成技術の開発状況

ここでは，本トータルシステムにおける掘削作業や
ずり運搬作業，計測作業に関する構成技術の開発状況
を紹介する。

（1）ホイールローダ遠隔操作システム
掘削ずりの運搬に使用されるホイールローダは，狭

隘空間での高速走行や複雑なバケット操作が必要とさ
れるため，現在構築を進めている無人化施工システム
の構成技術の中でもっとも難度の高い遠隔操作技術が
必要とされる。その一方で，本技術が他の遠隔操作技
術へ応用されることでシステム全体のより一層の開発
促進が期待されることから，山岳トンネルの無人化施

特集＞＞＞　建設のDX
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工システムを構築する上で非常に重要かつ実用化が急
がれる構成技術といえる。　

ホイールローダ遠隔操作システムの概要を図─ 2 に
示す。本技術は，切羽近傍におけるずり運搬作業に使
用されるホイールローダの運転操作を遠隔で行うもの
であり，『遠隔操作システム』，『映像・操作信号通信
システム』および『安全走行管理システム』で構成さ
れる。
（a）遠隔操作システム
ホイールローダの運転は，ステアリング，ブレーキ・

アクセルペダルおよびアーム・バケットレバーを操作
することによって行われるが，これらの操作を無線受
信により機械的に作動させる遠隔運転制御装置をホ
イールローダに取り付けた（写真─ 1）。また，これら
の装置を設置した状態で通常の有人運転も可能な構造
としており，有人運転および無人（遠隔）運転の切り

図─ 2　ホイールローダ遠隔操作システム

写真─ 1　遠隔運転制御装置

図─ 1　本トータルシステムの構成
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替えを容易に行うことができる。遠隔操作室内には，
実機と同じ仕様の運転コクピットおよび 9 画面モニタ
が設置されており，このモニタに表示される映像や走
行データを見ながら遠隔操作が行われる（写真─ 2）。
（b）映像・操作信号通信システム
映像・操作信号の伝送については，5 GHz 帯の小電

力無線および 28 GHz 帯のローカル 5G（以下，L5G）
の 2 種類の無線伝送方式の使用が可能なシステムを構
築した 1），2）。ホイールローダには，複数の FHDカメラ，
送受信機および制御盤で構成される「ホイールローダ
搭載ユニット」が設置されている（写真─ 3）。また，
切羽後方約 50～200 m には，坑内に設置された送受信
装置や有線カメラ等で構成される「坑内固定ユニット」
が設置されている（写真─ 4）。車載カメラの映像デー
タは，ホイールローダ搭載ユニットから小電力無線や
L5Gにより坑内固定ユニットの送受信装置へ伝送され，
そこから光ファイバケーブルを介して遠隔操作室へ有
線伝送される。一方，操作信号は同様の通信設備を使
用して遠隔操作室からホイールローダに伝送される。
（c）安全走行管理システム
遠隔操作時の安全を確保するため，ホイールローダ

の運転を自動的に緊急停止させるシステムを備えた。
これらの緊急停止は，ホイールローダへの人の異常接
近をAI が認識した場合や無線通信にトラブルが発生し
た際に自動的に作動するが，コクピットや携帯式のス

イッチから手動で緊急停止を作動させることもできる。
（d）トンネル適用試験
現在，本システムによるずり運搬やクラッシャへの

ずり投入時のバケット操作といった遠隔走行・動作試
験を施工中の道路トンネルにおいて実施しており，こ
れまでの実験で基本的な遠隔運転動作に問題がないこ
とが確認されている（写真─ 5）。本システムについ
ては今後もシステム改良や調整を重ね，早期の実用化
を目指す予定である。

写真─ 4　映像・制御信号通信システム（坑内固定ユニット【L5G仕様】）

写真─ 2　遠隔操作室および運転コクピット 写真─ 3　�映像・制御信号通信システム（ホイールローダ搭載ユニット�
【L5G仕様】）
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（2）掘削形状モニタリングシステム
本技術は，油圧ショベル（ブレーカ）の遠隔操作シ

ステムにおける「計測・ガイダンス」分野の要素技術
に位置付けられている。

ブレーカは，発破掘削時のトンネル切羽において浮
石除去や掘削設計断面線の内空側に残った地山の整形
作業（あたり取り）に使用される施工機械である。通
常，あたり取りの際は作業員が切羽直下に立入り，目
視にて整形が必要なあたり箇所を判断してレーザーポ
インタ等でオペレータに指示を出している。しかし，
切羽には地山が露出しており，そこから岩塊の抜け落
ち（肌落ち）が発生すると死傷災害につながる可能性
が高い危険な場所である。そこで，あたり取りを行う
ブレーカに搭載した高速 3D スキャナで切羽の掘削形
状の 3 次元データを取得し，設計断面と比較してあた
り箇所を迅速に可視化することで，作業の安全性向上
と効率化を図るガイダンス技術を開発した 3）。
図─ 3 に示すように，本技術では発破・ずり出し

完了後の切羽において，ブレーカに搭載した高速 3D
スキャナで切羽の掘削形状を計測する。さらに掘削形
状の 3 次元データと設計断面を比較し，あたり箇所を
運転キャビン内のモニタにヒートマップ表示させる。
オペレータはモニタ画面のヒートマップ表示をもとに
あたり取りを行うため，従来作業と比較して安全性が
向上する。また，計測開始から結果表示までが 15 秒
程度と迅速であるため掘削サイクルへの影響が少な
く，安全性向上と余掘り低減によるサイクルタイム短
縮による効率的なトンネル作業が可能となっている。
さらに，切羽で得られた掘削形状の点群データおよび
各種施工データは機体に搭載した PC からトンネル坑
内ネットワークを経由してクラウドサーバ上に蓄積さ
れ，作業進捗，予定吹付け量や掘削土量等の各種デー
タを関係者でリアルタイムに共有することも可能と
なっている。

現在，ブレーカの遠隔機体移動・機体動作技術の開
発を進めており，それを本ガイダンスシステムに付加
させて油圧ショベルの遠隔操作システムを構築する予
定である。

 （3）自由断面掘削機ガイダンスシステム
本技術は，自由断面掘削機の遠隔操作システムにお

ける「計測・ガイダンス」分野の要素技術に位置付け
られている。

自由断面掘削機は，軟岩地山等の機械掘削に使用さ
れる施工機械である。自由断面掘削機による掘削では
機上からの目視操作が一般的であるが，目標とすべき
掘削断面通りの掘削が行われているかを確認するため
に必要に応じて作業員が掘削中に危険な切羽直下に立
ち入る必要があった。また，軟岩地山では切羽が脆弱
で不安定なことも多いため，支保の妥当性や切羽作業
の安全性を確認するために地山性状を定量的に把握す
ることも非常に重要となっている。そこで，自由断面
掘削機による掘削時において高精度な掘削形状管理と
ともに地山性状の定量評価をリアルタイムで実施可能
な掘削ガイダンスシステムを開発した 4）。

本技術は，掘削位置を可視化する『掘削ガイダンス
システム』および掘削地山の性状を定量評価する『地
山評価システム』で構成される（図─ 4）。
（a）掘削ガイダンスシステム
自由断面掘削機を所定の位置に配置した際に測定さ

れる機体位置・姿勢情報および掘削時に計測される
ブーム稼働情報をもとにカッタ先端部の絶対座標が計
算され，その結果がリアルタイムでモニタ画面に表示
される。オペレータがこのモニタ画面を確認しながら

写真─ 5　トンネル坑内における遠隔操作実験状況

図─ 3　掘削形状モニタリングシステム



47建設機械施工 Vol.73　No.7　July　2021

ブーム操作することにより，設定断面に沿った掘削を
確実に行うことができる。機体位置・姿勢情報につい
ては，機体に設置した高速 3D スキャナが切羽後方の
任意の位置に設置された特殊基準球（座標は既知）を
高速スキャンすることで正確に得ることができる。
ブーム稼働情報については，ブーム内の各可動部に設
置した角度センサやブームシリンダの伸縮距離センサ
等の計測値を使用した。
（b）地山評価システム
本システムでは，まず掘削に要した電力量（掘削エ

ネルギー）とカッタ軌跡より算出した地山掘削量から
掘削体積比エネルギー（単位体積の地山を掘削するの
に掘削機が要した仕事量）を求め，さらに独自式を用
いて掘削体積比エネルギーから地山強度が換算され
る。また，この結果はモニタにも簡易計算結果として
リアルタイム表示されるが，専用の処理ソフトを使用
することでより詳細な 3 次元の地山強度評価も行うこ
とができる。

この自由断面掘削機についても遠隔機体移動・機体

動作技術の開発を進めており，この技術を本ガイダン
スシステムに付加させて自由断面掘削機の遠隔操作シ
ステムを完成させる予定である。

（4）トンネル無人計測システム
本システムは，掘削時の切羽近傍において実施され

る切羽観察をはじめとした様々な計測作業の無人化を
目指して開発された5）。システム概要を図─5に示す。

計測装置を搭載させる台車については，坑内の不整
地での走行を容易とするために無限軌道式を採用し，リ
チウムイオンバッテリーによる電動駆動とした。また，
施工機械との離合，狭隘な箇所や不整地での走行・旋
回を可能にするため，車体をコンパクトな構造（幅
100 cm×長さ115 cm×高さ150 cm程度）とした。現在，
台車には切羽写真撮影用カメラおよび変位計測・出来
形測定用の高速 3D スキャナが搭載されているが，目的
に応じて計測機器を変更・追加させることもできる。

本システムで撮影された切羽画像については，独自
の AI エンジンと連携させることにより切羽評価を自

図─ 4　自由断面掘削機ガイダンスシステム

図─ 5　トンネル無人計測システム
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動化させることができる。また，高速 3D スキャナで
得られた点群データを前述の掘削形状モニタリングシ
ステムの一部機能と連携させることにより，ヒートマッ
プによる出来形管理や変位計測が可能となっている。

4．おわりに

ここまで，山岳トンネル工事における労働環境の大
幅な改善や労働生産性の向上を目指して構築を進めて
いる本トータルシステム「山岳トンネル無人化施工シ
ステム」の取り組み状況について述べた。本稿で紹介
した構成技術のほかにも，現在，ドリルジャンボや吹
付け機，二次覆工のためのセントル等の施工機械につ
いても遠隔操作システムの開発や現場への試験適用準
備を進めており，これら構成技術を効果的に組み合わ
せた無人化施工システムの早期運用を目指している。
将来的には，本トータルシステムの運用による切羽近
傍作業の完全無人化や遠隔操作拠点からの複数トンネ
ルの遠隔施工管理を目指しており，その実現により山
岳トンネル工事における安全性や生産性の大幅な向上
が図れるものと期待している。

なお，今回紹介した構成技術のうち，「ホイールロー
ダ遠隔操作システム」は㈱カナモトおよびジオマシン
エンジニアリング㈱と共同開発したものであり，「自
由断面掘削機ガイダンスシステム」，「掘削形状モニタ
リングシステム」，「トンネル無人計測システム」につ
いてはジオマシンエンジニアリング㈱および㈱ビュー
プラスとの共同開発である。また，5G 通信を使用し
たホイールローダ遠隔操作技術およびブレーカに搭載
した高速 3D スキャナを使用した掘削形状モニタリン
グ技術については，官民研究開発投資拡大プログラム

（通称 PRISM）予算を活用して国土交通省が実施する

『建設現場の生産性を飛躍的に向上するための革新的
技術の導入・活用に関するプロジェクト』において現
場実証実験を行った。
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3 眼カメラを用いた配筋検査システムの開発と
各種構造物への適用

吉　武　謙　二・松　永　英　哲・松　尾　勝　司

配筋検査の精度維持と省人化・省力化という課題解決のため，3 眼カメラ配筋システムを開発した。国
土交通省の「建設現場の生産性を飛躍的に向上するための革新的技術の導入・活用に関するプロジェクト」
の試行現場である東根川橋上部工工事では段階確認に国内で初めて適用され，新思惟大橋上部工工事では，
半年以上にわたり日常的に使用し躯体完成に至った。また，音中トンネルでは曲面形状鉄筋への適用性を，
二色トンネルでは遠隔臨場と高い親和性も確認した。取組みの結果，平均間隔の規格値を判定するために
十分な計測精度を有していること，検査時間を 70％程度削減できること，高所作業時間削減や省人化効
果による新型コロナ感染対策など安全性向上にも貢献できることが明らかになった。本稿では今回開発し
た 3 眼カメラを用いた配筋検査システムの機能，生産性，適用性，新型コロナ対策など安全性向上効果等
について報告する。
キーワード：配筋検査，画像処理，情報共有，ステレオカメラ，新型コロナ感染対策，PRISM

1．はじめに

配筋検査は，検査帳票作成や検査用具準備，自主検
査および段階確認など複数人で多くの時間を要するた
め，検査の精度維持と省人化・省力化の両立が長年の
課題であった（写真─ 1）。課題解決のため，従来か
ら配筋検査に関する開発が進められているが 1）～ 3），
計測精度，計測時間やシステムの大きさ・重量などの
使い勝手の要因から実用化には至っていなかったた
め，3 眼カメラを用いた配筋システムを開発し，20 現
場で延べ40回以上の現場実証により改善を重ねた4）。

本技術は，国土交通省の「建設現場の生産性を飛躍
的に向上するための革新的技術の導入・活用に関する

プロジェクト」6）に 2 度採択され，両者で A（試行は
十分な成果があり，技術の導入効果や社会実装の実現
性について高く評価できる）と評価された。

令和元年度の試行現場である妙高大橋架替下部その
4 工事（北陸地方整備局発注）や川崎港臨港道路東扇
島水江町線主橋梁部（MP5・6）橋梁下部工事（関東
地方整備局発注）では自主検査に適用した。さらに，
令和元年度の追加公募の試行現場である東根川橋上部
工工事（東北地方整備局発注）では，本システムが規
格値（案）7）を判定可能な精度を有することが認めら
れ，発注者監督員の段階確認に全ての工種を通じて国
内で初めて適用された。新思惟大橋上部工工事（東北
地方整備局発注）では半年以上にわたり日常的に使用

特集>>>　建設のDX

写真─ 1　従来検査とシステム検査

（b）段階確認検査状況（a）配筋検査比較（左：システム利用，右：従来）
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し躯体完成に至った。橋梁のみでなく，音中トンネル
工事（北海道開発局発注）でも自主検査に適用してお
り，二色トンネル工事（近畿地整発注）では遠隔臨場
と配筋検査システムを組み合わせた試行を実施した。

本稿では，システムの機能，妙高大橋下部工事と新
思惟大橋上部工工事を例として橋梁の上下部工におけ
る生産性やトンネル構造物での適用性，さらに新型コ
ロナウイルス感染症対策を含む安全性に及ぼす効果に
ついて報告する。

2．配筋システムの原理と機能

撮影モデルを図─ 1 に示す。平行配置された 2 台
のカメラで同一の被写体を撮影した場合，画像内にお
ける被写体の位置が異なる。このずれ量を視差 D（m） 
と呼び，カメラ間距離である基線長 b（m）と，被写
体の距離 Z（m）と，カメラの焦点距離 f（m）には
式 -（1）の関係があり，点 P（X，Y，Z）が画像上の
点 p（x，y），p’（x’，y’）として撮影される。2 つ
のカメラの焦点距離 f は共通であるため，式（1）の
ように撮影された画像から視差 D を算出すること
で，三次元座標を算出することができる。視差は 2 台
のカメラの画像を用いたステレオマッチングにより算
定する。この原理を応用し，鉄筋の輪郭および位置を
検出することで，鉄筋径，間隔，本数が算定可能とな
る。

本システムでは，写真─ 2 のようにカメラを 1 台
増加し，3 台のカメラを用いて計測精度の向上を図っ
ている。

本システムの寸法は，幅 300 ×高さ 200 ×奥行 150 

（mm），重量は 3 kg 程度と可搬性を有し足場昇降に
も支障にならない。3 つのカメラで異なる方向から同
時に鉄筋を撮影することにより，鉄筋の輪郭や位置を
抽出し，1 人で撮影するだけで，鉄筋径，本数，間隔
などが記載された検査帳票をリアルタイムに現場で確
認できる（写真─ 3，4）。配筋面まで 1.3 m 程度の距
離からの撮影で，1.1 m2 以上が計測可能である。配筋
面と正対しなくても 45 度斜めからでも計測可能であ
る。

足場のブレースや鉄骨架台，セパレータなどの鉄筋
以外の異物を自動除去し，上下 2 段の縦・横方向配筋，
合計 4 段の同時計測や複数の検査結果が可能である

（写真─ 5）。段取り筋など除去できない鉄筋などは，
帳票画面において手動で鉄筋を選択し除去できる。画
像内の任意の 2 点間距離が計測できるため，重ね継手
長やかぶりも計測できる（写真─ 6）。配筋検査は雨
天時にも実施するため，防水機能も有する。

付属のタブレットで計算するため，インターネット
環境のない場所でも使用することができる。検査結果
を施工計画時の情報とともにクラウドサーバーで監督
員や施工管理者，設計者など多くの関係者と共有する

写真─ 4　帳票の例

  （1）
Z
bfD =

図─ 1　撮影モデル

写真─ 3　鉄筋輪郭，位置抽出状況

写真─ 2　システム外観
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ことで，遠隔地からでも施工状況の把握ができるた
め，施工品質の向上が期待できる。検査結果は 3 枚の
元画像を用いた算定値であるため，元画像を変更する
と検査結果も異なる。3 枚の元画像を改ざんして任意
の検査結果を得ることは極めて困難なため，改ざん防
止が図れ，高い信憑性を有する（写真─ 7）。写真─
8 のように複数枚の計測結果を自動的に統合すること
で広範囲の検査も可能である。1 段目の鉄筋により遮
蔽されている 2 段目の鉄筋がある場合にも，遮蔽され

ている鉄筋が見える異なる角度から撮影した画像を統
合することにより対応可能である。

従来の計測方法であるスケールとシステムを用いた
平均間隔の誤差と鉄筋径との関係を図─ 2 に，鉄筋
径で正規化した平均間隔の誤差と頻度の関係を図─ 3

に示す。鉄筋径によらず平均誤差のばらつきに大きな
差異は見られなかった。平均間隔誤差を鉄筋径で正規
化した値の最大値は 0.14 であり，平均間隔の規格値写真─ 5　鉄骨架台やブレ─スの除去状況

写真─ 6　重ね継手長さ計測状況

写真─ 7　3枚の撮影画像と検査結果の例

写真─ 8　自動処理で統合した計測結果（左，中央：個別結果，右：統合結果）

図─ 3　平均間隔誤差のヒストグラム

図─ 2　鉄筋径毎の平均間隔誤差
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±Φを計測可能であることを確認した。これより，国
土交通省の測定項目である鉄筋の平均間隔の規格値±
Φ（Φは鉄筋径）を判定可能であることを確認した。

3．システムの現場適用性と効果

妙高大橋では配筋検査システムを RC 橋脚部（幅
8.0 m ×奥行き 8.0 m ×高さ 42.0 m）で用いた。妙高
大橋における検査状況を写真─ 9 に，従来検査とシ
ステム検査による検査時間の比較を表─ 1 に示す。

従来は自主検査の際に，配筋調書のひな型を事務所
で作成し，検尺ロッドやマグネット，黒板などを準備
し，現場でスケールを用いて計測し，黒板に計測結果
を記入し，写真撮影をして，事務所に戻って帳票を整
理していた。自主検査は計測やマグネットの取付けの
必要があるため 2 名で，立会検査は 3 名で実施してい
たが，本システムを使用することにより，1 名で対応
可能であることを確認した。1 ロット 4.5 m の RC 橋
脚中空部の内側面にシステムを用いることにより，現
場および事務所での作業時間が 17 時間 30 分から 5 時
間 10 分と 70 ％削減できた。従来の配筋検査で柱を検
査する際は，マグネットなどの取付けのために鉄筋に
触れる必要がありブラケット足場を解体できなかっ
た。本システムでは離れた位置からの検査が可能なた
め，鉄筋組立後，すぐに足場解体ができ，工程短縮に
も寄与できる可能性がある。生産性の向上により高所
作業時間は，妙高大橋では 15 時間を 3 時間 10 分に大
幅に削減できた。さらに，写真─ 9 のように足場な
ど鉄筋から離れた安全な位置からの検査が可能になる
こと，マグネットや検尺ロッドなどの設置の必要がな
いため，それらの落下の危険性が除去でき，安全性の
向上にも寄与することも確認した。床版配筋では，マ
グネットや検尺ロッドは中腰での設置となるため，シ
ステムを利用することにより，腰への負担軽減も期待
できる。

新思惟大橋上部工工事の配筋検査状況を写真─ 10

に，生産性評価結果を表─ 2 に示す。新思惟大橋は
橋長 394 m の 4 径間連続 PC ラーメン箱桁橋である。
配筋検査は張出し架設の 1 ブロックで，張出し両側で
上床版4回，下床版4回，側壁2回の計10回実施した。
妙高大橋下部工事と同様に自主検査は計測やマグネッ
トの取付けの必要があるため 2 名で，立会検査は 3 名
で実施していたが，本システムを使用することによ
り，1 名で対応可能であることを確認した。従来は 3
名で合計 19 時間かかっていたが，本システムでは 1
名により 5 時間 40 分で実施でき，作業時間の 70％を
削減でき，生産性向上効果を有することを確認した。
写真─ 11 に川崎臨港下部，音中トンネルでの使用

状況を示すが，同様の生産性・安全性向上効果が確認
できた。また，トンネルの覆工鉄筋のような曲面形状

写真─ 9　検査状況（妙高大橋下部工事）

表─ 1　生産性評価（妙高大橋下部工事）

配筋箇所 作業場所
従来検査 システム検査

作業
時間

人工 人工・時間 作業内容 人工 人工・時間

橋梁下部工
（中空橋脚

1 ロット 4.5m

内側面

4 カ所）

事務所 1：00 1 1：00 ・配筋調書ひな型作成 1 1：00
現場 4：00 2 8：00 ・自主配筋検査 1 1：30

事務所 1：30 1 1：30 ・自主検査調書記入 1 1：00
現場 2：00 2 4：00 ・検尺ロッド設置，黒板記入 1 0：00
現場 1：00 3 3：00 ・立会検査，写真，片付け 1 1：40
小計 17：30 5：10

削減率 (%) 70

写真─ 10　検査状況（新思惟大橋上部工工事）
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鉄筋にも適用可能なことを確認した。なお，写真─
12 のように，雨天時や暗所，降雪時などでもシステ
ムを使用可能であることも確認した。

写真─ 13 の二色トンネル工事では，覆工コンクリー
トの補強鉄筋の配筋検査で，本システムによる配筋検
査とウェアラブルカメラによる遠隔臨場を組み合わせ

表─ 2　生産性評価（新思惟大橋上部工工事）

配筋箇所 作業場所
従来検査 システム検査

作業
時間

人工 人工・時間 作業内容 人工 人工・時間

橋梁上部工
（上床版4カ所，

下床版4カ所，

側壁 2カ所）

事務所 2：00 1 2：00 ・配筋調書ひな型作成 1 0：40
現場 5：30 2 11：00 ・配筋自主検査 1 3：00

事務所 3：00 1 3：00 ・配筋調書記入（自主枝査用） 1 1：00
現場 1：00 3 3：00 ・段階確認（配筋検査，写真撮影，片付け） 1 1：00
小計 19：00 5：40

削減率 (%) 70

写真─ 12　使用状況（左 : 雨天時 , 中央：暗所部，右 : 降雪時）

写真─ 13　従来検査とシステム検査

（a）従来の配筋検査 （b）従来検査と遠隔臨場の組合せ （c）システム検査と遠隔臨場の組合せ

写真─ 11　検査状況（左：川崎臨港下部，右：音中トンネル）
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た試行も実施した。その結果，本システムは遠隔臨場
との親和性も高く，従来，施工者 3 名と監督員 1 名が
現場で実施していた配筋検査が，施工者 1 名のみが現
場で監督員は事務所から検査ができることを確認した。

本システムにより，現場での作業時間が大幅に削減
すること，さらに，非接触・非対面での検査が可能に
なること，省人化により新型コロナ感染症対策にも有
効であることを確認した。

4．おわりに

検査の精度維持と省人化・省力化の両立という課題
を解決するために，3 眼カメラ配筋システムを開発
し，日射や天候，配筋仕様などの異なる様々な条件で
の現場実証を行い，現場適用性の向上を図った。
PRISM 対象現場である東根川橋上部工工事では段階
確認に国内で初めて適用され，新思惟大橋上部工工事
では，半年以上にわたり日常的に使用し，現場適用性
を確認した。また，音中トンネルではトンネル構造物
での適用性，二色トンネルでは遠隔臨場との親和性を
確認した。その結果，以下の知見が得られた。

① 様々な構造物に対して，配筋検査システムは簡単
な操作でリアルタイムに現場で帳票作成が可能
で，寒冷地や雨天時などでも，現場での使用に支
障はないこと。

② 平均間隔誤差を鉄筋径で正規化した値の最大値は
0.14 であり，平均間隔の規格値±Φを計測するた
めに十分な精度を有すること。

③ 橋梁の上部工，下部工ともに，自主 2 名，立会 3
名の検査員数を 1 名に省人化できるため，配筋検
査時間を 70 ％程度，大幅に削減可能であること。

⑤ 高所作業の短時間化や検査器具の落下の危険性の
除去，新型コロナ感染症対策など安全性向上にも
貢献できること。

⑥ 遠隔臨場との親和性も高く，発注者監督員の生産
性・安全性向上にも貢献できること。
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施工現場のデジタル化で協業，現場遠隔管理の
実証実験を開始

林　　　健　人・長　谷　直　樹

建設現場の DX（デジタルトランスフォーメーション）を実現するため，付加価値の高い情報を最適な
状況で提供することで，予測型遠隔管理の実現を目指して第一歩を踏み出す。本稿では見える化の 3 つの
価値（見える・分かる・支援する）やデジタルエビデンスとして有効な映像データの利活用についての実
証サマリーや課題について報告する。
キーワード：  遠隔管理，デジタル化，建設現場の DX，Society5.0，BIM，AI，デジタルエビデンス

1．はじめに

建設業では，技能者の高齢化が進み，中長期的な担
い手不足を解消するために，若年入職者の確保と育成
が喫緊の課題である。さらに，2019 年 6 月に改正さ
れた「新・担い手 3 法」では，長時間労働や職場の処
遇改善を含めた働き方改革の促進，技術者に対する規
制の合理化，ICT 活用による建設現場の生産性向上
の具体的な措置が規定されている。

そこで「Society5.0」の基本理念に則り，建設で扱
う様々なデジタル情報を連携し活用することで，働き
方改革につなげる「デジタルコンストラクションプロ
ジェクト（以後 DC-PJ）」を 2019 年 8 月より開始した

（図─ 1）。「DC-PJ」着手前に於いても，品質の安定・

コストの低減・短納期・環境配慮などを目指して，設
計プロセスや施工準備プロセスで生成される BIM，
3D 設計モデルを製造や施工プロセスで活用する『建
築の工業化』を進めてきた。「工業化 2.0」へのチャレ
ンジとして，持続可能な建設業になるために，IoT で
人と物が繋がり，ビッグデータや人工知能を活用した
付加価値の高い情報を扱うことで，建設プロセスの変
革を起こし，希望の持てる建設業となるよう一歩目を
踏み出した。
「DC-PJ」は，設計から施工までを含む全プロセス

の改革・改善を対象としているが，今回紹介するのは，
建設現場の施工管理に関連することがテーマとなる。
アナログ管理が中心だった施工管理が，予測型遠隔管
理へ進化することを目指して，3つのステップ（図─ 2）

特集＞＞＞　建設のDX

図─１　デジタルコンストラクションPJ基本方針
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を掲げた。2020 年度より Step1 の重点施策である『施
工現場のデジタル化と現場の遠隔管理』の実証実験を
開始した。本稿ではその実証実験を中心に紹介する。

2． 施工現場の状況を遠隔管理できる『スマー
トコントロールセンター』の設置

施工管理の生産性向上には，Step1 で掲げた 3 つの
価値（現場が見える価値・情報が分かる価値・支援す
る価値）を高めることが重要である。そこで，一人の
施工管理担当者が複数物件を掛け持つ戸建住宅をター
ゲットとして，移動時間削減と書類作成時間削減を目
標として，施策検討を始めた（表─ 1）。特に移動時
間削減に於いては，予定外の移動も多く，予定外移動
回数を削減するために，現状の把握から始めた。

施策検討前から「現場が見える価値」については期
待度が高かった。しかし，設置が進んでいた定点カメ
ラは，不法侵入対策が目的で，出入口ゲートや現場事
務所が撮影されていた。そこで，施工現場管理を目的
としたカメラ設置を試案し，遠隔で施工現場が見える
環境を構築して実証を行った。施工管理担当者を対象
としたアンケート結果に示すように，遠隔で施工現場

が見える環境を利用すると，業務効率が向上すること
が分かった（表─ 2）。一方で「情報が分かる価値」・「支
援する価値」については，建設中に活用する様々なデ
ジタル情報を一元管理し，最適な情報共有やデータ連
携ができるシステム基盤（スマートコントロール基盤）
の構築を目指した。さらに，基盤構築の一環として，

「スマートコントロールセンター（以後 SCC）」を全
国 12 拠点に設置して，定点カメラやウェアラブルカ
メラを使用し，遠隔管理の実証を進めた。この「SCC」
では，スマートコントロール基盤と連携するととも
に，4 つの機能（図─ 3）を発揮し，施工全般業務に
必要なデジタル情報をタイムリーに提供することを目
指す。デジタル情報を扱うためのスマートフォンやタ
ブレットが普及したことで，業務での活用が建設現場
にも広がってきている。施工現場からの質疑をオンラ
インチャットで即座に回答すると，問題解決のスピー
ドが向上するため，実証において評価が高かった。

情報の共有や蓄積については，「DC-PJ」着手前か
らクラウドサービスやコミュニケーションツールを使
い，デジタル化が進んでいた。ゆえに施工プロセスで
のアウトプットは PDF 化が定着してきているが，記

Step1

図─２　施工管理の最適化３ステップ

表─ 1　戸建住宅部門　住宅工事担当の業務負担

表─ 2　カメラ設置の期待効果　アンケート結果
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録として残す目的のデータのため，利活用するデジタ
ル情報としては，付加価値が殆ど無かった。そこで

「DC-PJ」におけるデジタル情報は，映像・音声・文
字などのデジタルデータで扱い，施工における安全・
品質・工程の「デジタルエビテンス」として蓄積を始
めた。施工品質管理に於いては，視覚的に確認割合（図
─ 4）はとても大きく，映像をコントロールできれば，
施工管理プロセスを大きく改革できる可能性がある。
次項で映像コントロールの技術を活用した施工管理の
高度化について実証した内容を紹介する。

3． AIとデジタルエビデンスを連携させた作
業効率化や危険予知

 デジタルエビデンスとなる映像データを活用し
て，安心で安全な環境づくりを加速させる目的で，施
工管理の目線で実現したいシナリオを策定し，物体認
識と検索精度を数値化して AI 自動判定の利用用途や
適用可否を確かめるための検証を始めた。図─ 2 で
示す Step2 の施策であるが，近年 AI による画像認識
技術が製造業等でも実運用され，早く建設業にも導入
していきたいという思いもあり，先行着手した。外部
の定点カメラ映像データが対象になるため，基礎～足
場設置完了までの外部工程及び前面道路付近の工事車
両が対象となる。今回カバーできない範囲は，今後取
り組むべき課題である。

　最初のステップとして，施工現場の物体の認識か
ら着手した。当初は施工現場映像の蓄積がなかったた
め，ウェブスクレイピング（特殊車両画像と背景画像
を収集して合成したものを機械学習すること）を活用
して，特殊車両の検知を行なった（図─ 5）。AI モデ
ルは，混同行列で再現率と適合率を定義して評価を数

図─ 3　スマートコントロールセンターの機能

図─ 4　施工品質管理における視覚チェックの割合

写真─１　ウェブスクレイピング活用の機械学習と予測
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値化した。ミキサー車やクレーン車など特徴的な形状
の車両については合成画像で学習させた AI モデルで
高い数値が出る物件もあったが，認識対象の物体が見
切れた場合や，物体が小さい場合は検知精度が低く，
この機械学習のみでは，現場に活用できないことが分
かった。検知精度が良くなかった見切れ画像に対して
手作業でタグ付を行い，機械学習の対象の幅を広げる
ことで，特殊車両の検知の実現性が高くなると判断で
きた。

人や一般車両，トラックについては，オープンな学
習済 AI モデルを活用して，検知精度を確認した。追
加で見切れ画像にタグ付けが必要になるものの，施工
現場で学習済み AI モデルが一部活用できた（写真─
2）。オープンな学習済 AI モデルと人属性判別 AI モ

デルを併用することで，作業者と一般人を判別可能な
ことも分かった（図─ 6）。今後もオープンな学習済
みモデルについては，積極的に利用して AI モデル作
成のスピードを向上させたい。

外部工程の施工現場映像で，施工管理の目線で実現
したい AI モデル自動検知のシナリオを考え，施工部
材検知が可能な AI モデルの作成を進めた。施工現場
映像に写っている建物基礎や車両を検知し，検知され
たものから施工工程を推測する手法を採用すること
で，様々な施工現場に対応できる汎用性の高い AI モ
デルが出来上がった。型枠や基礎立上コンクリートな
どの施工部材については，比較的検知精度が高く，時
系列で認識可能なことが分かった（写真─ 3）。道路
や隣地境界を区分して認識させることも可能で，AI
でどこに何が存在しているかを判別できることも分
かった（写真─ 4）。現在の技術を活用して，AI モデ
ルを育てていくことで，人の目視による確認と同等程
度の検知は可能だが，必要な映像を如何に獲得できる
かが大きな課題であることは間違いない。また，AI
モデル作成が目的ではなく，業務プロセスに実装し
て，判断時間の軽減や判断作業の削減につなげる必要
がある。適用する業務プロセスを選定し，AI モデル
の検知精度に応じて自動判定のしきい値を決め，まず
は作業プロセスの時間軽減を目指したい。

図─５　ＡＩモデルの評価指標　再現率　と　適合率

図─６　施工者と一般人の判別イメージ

写真─２　オープンな学習済ＡＩモデルを利用した人物検知結果
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4．おわりに

冒頭に述べたように，建設業の持続可能性を確保し
て担い手不足の解消を実現するために，建設の情報化
に取組み，ICT 技術を活用して業務プロセスや役割
分担を最適化する必要がある。「DC-PJ」がスタート
して 1 年半が経過して，一部の施策が運用フェーズに
移行している。ペーパレス化などのデジタイゼーショ
ンの浸透から始めていかなければならない状況ではあ
るが，着実に定着させられるように，付加価値の高い
情報を作り続け，アップデートし続けることにこだ
わっていきたい。しかし，変化は必ずしも利用者に受
け入れられる訳ではない。利用者に変化を受け入れて
もらうためには，評価を真摯に受け入れることや便利

になったと実感してもらうこと，次の変化はもっと便
利になりそうだと期待してもらうことが大切になる。

画像分析活動は，NEC が他業界での事例，製造業
での検品，不審船検知，舗装道路損傷診断なので画像
解析プロジェクトで培った映像・画像からの物体検
出，画像間の距離計測（メトリックラーニング）など
の技術，ノウハウを建設現場でのカメラ映像からの物
体検出という観点で転用したものである。引き続き

「DC-PJ」において課題解決に取り組み，将来的には
建設業界全体に対し作業効率化や安心・安全な環境づ
くりで貢献していきたいと考えている。
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  2） 内閣府　Society 5.0
   （https://www8.cao.go.jp/cstp/society5_0/index.html）

写真─３　型枠施工～脱枠期間での施工部材認識結果

写真─ 4　道路を認識して判別したイメージ
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建設・施工での DX に向けた 3DEXPERIENCE
プラットフォームの活用

清　水　卓　宏

人手不足や新型コロナウィルスによる社会環境の変化は激しい。働き方改革と生産性向上を両立するに
はどうすればいいのか。労働時間を減らしても、仕事の質と量を下げることはできない。各企業は生き残
りをかけて DX（デジタルトランスフォーメーション）に取り組んでいる。本稿では、DX 推進に効果を
もたらす以下の項目について報告する。

・ バーチャルツインとパラメトリック モデル…複数の条件設定に対して結果を検証し、短期間に最適
解を導く方法は、生産性向上に貢献する。特に、パラメトリック モデルは重要なカギとなる。

・ プラットフォームで作業する効果…新たなワークスタイルに対応でき、技術情報、ナレッジ蓄積の基
盤となる。

キーワード：  DX，プラットフォーム，バーチャルツイン，パラメトリック

1．バーチャルツインによる最適化

（1）バーチャルツインとは
複数のバリエーションを持つパラメトリック モデ

ルから，デジタルツイン モデル（現実と双子の仮想
モデル）を自動生成し，検証（シミュレーション）を
行い最適な検証工程を進めることを『バーチャルツイ
ン』と呼んでいる。以下のプロセスを短期間で繰り返
すことで最適化を進め，設計，施工の各段階で適用で
きる（図─ 1）。また，シミュレーションとは，複数
の設定条件に対して結果を予測し，「条件 B の場合，
結果がどうなるか」を検討し，設定条件を評価するこ
とである。

① 複数のバリエーションを持つパラメトリック モ
デルを作成

② パラメータ指定で，デジタルツイン モデルを自
動生成

③デジタルツイン モデル上で結果を検証する
④ パラメータを変更し②，③を繰り返して短期間に

最適解を出す

（2）バーチャルツインの起源
3D DMU（3D デジタルモックアップ）の手法を

1989 年頃より航空機産業で推進してきた。航空機の
各ユニットは，同時並行（コンカレント）で各社の工
場で設計／製造が行われ，主工場に集めて航空機とし
て組み立てられる。従来は実寸模型を作成して整合性
の検討を行ってきたが，その方法に変わり 3D のデジ
タルモデル上で検証するようになった（60 万点以上
の部品で構成される詳細な 3D デジタルモデル上で整
合性の検証と調整を行っている）。原寸模型に比べ検
証精度の向上，コスト削減，仕様変更への対応時間が
短縮され，検証可能な範囲も広がっている。この手法
はバーチャルツインの原点となり，自動車，ハイテク，

図─ 1　�3DEXPERIENCE/CATIA のパラメトリックの機能でデジタルツイ
ンのモデルを作成し，結果の検証を行うことを繰り返すことで，
短期間に適正な検討結果に近づけることができる

特集＞＞＞　建設のDX

図─ 2　�3D�DMUの手法は，3D�PLMを経て，3DEXPERIENCEプラット
フォームに実装されている。一連の業務を情報基盤としてのプラッ
トフォーム上で実行できる
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造船の各業界に浸透し，建設業でも同様の手法の利用
が始まっている（図─ 2）。 

（3）バーチャルツインの事例
建設分野での事例として，香港メトロ 金鐘駅の地

下工事がある。香港メトロのビジネス街に位置する乗
換駅の地下工事は，シンテグレート社 1）が 2 年以上
にわたり取り組み 2016 年末に完了した（図─ 3）。

地下コンコースから 50 m 垂直に立ちあがる非常口
のシャフトの掘削工事では，測量データから作成した
岩盤面のモデルを使い，掘削位置を最適化し，20 立
米以上の掘削量を削減。2,000 ～ 4,000 万香港ドル（2.8
億円～ 5.6 億円）のコスト削減となった（図─ 4）。

既設駅下にボーイング 747 機がすっぽり入る大空間
を，既存の施設を支えながら掘削する工事は一番の難
関だった。地下空間に比べ，地上部分はウィンブルド
ンのセンターコート程度の面積。各セクションをポー
ルで持ち上げて施工する方法の検討が BIM/CIM モデ
ルを使い，繰り返し行われた（図─ 5，6）。

2． インフラ構造物のパラメトリック モデリ
ング

インフラ構造物のパラメトリック モデルの作成手
法について，その概要を以下にまとめる。

（1）道路の計画手順
3D の道路線形は平面線形と縦断面から合成され 3D

空間に表示される。その線形に対し，各種テンプレー
トを適用して構造物のモデリングを進める。法面形状
を定義したテンプレートを道路線形に適用すると，地
形面とのブール演算で切土・盛土の数量が算出でき
る。この結果を評価し，道路線形の調整を進める（図
─ 7）。

図─ 5　�地下大空間を，既存施設を支えながら掘削する工事は一番の難関。
各セクションをポールで支持しながら掘削を進める方法と手順の
検討がBIM/CIMモデルで何種類か検討された

図─ 6　�土塊をブロックとして扱い，施工プロセスをシミュレーションする方法は，適正工法と手順，正確な土量とコンクリート量を把握でき，適正なタイ
ミングでの手配を可能にする

図─ 3　�既存 2路線に新たに 2路線が追加される拡張工事で，3万平米を
超える地下拡張工事の，34万立米を超える掘削工事でいくつかの
技術的チャレンジが行われた（垂直方向が新設の 2路線）

図─ 4　�掘削位置を数十センチ単位でずらして，破砕した岩屑を最小化す
る検証を行い，20立米以上の掘削量を削減。

　　　　�岩屑を地上まで 15 m垂直に持ち上げて輸送する費用は 1立米あ
たりは，100万から 200万香港ドル
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橋梁部分では，道路線形に床板と橋脚テンプレート
を配置する。橋脚の高さは適正な高さに自動調整され
る（図─ 8）。

道路取付け位置に部材を配置すると，切土・盛土の
量が確認でき，取付位置の調整が行える（図─ 9）。

（2）詳細モデルの自動生成
予備設計段階では，LOD 200 のモデルを作成し，

詳細設計では，LOD 200 のモデルに関連付けて配筋
詳細まで含む LOD 350 のモデルを自動生成する（図

─ 10）（2 つのモデルは関連付けられたモデルとして
プラットフォームで管理される）。

（3）3Dモデルから図面を生成するテンプレート
製作図は，3D モデルから図面作成のテンプレート

を使用して自動生成する。3Dモデルが更新されると，
2D 図面も同期して更新される。図面は DWG ファイ
ルとして出力ができる（図─ 11）。

3．配筋モデルの作成

（1）テンプレートによる配筋モデルの作成
対象曲面に開始位置とピッチを指定して，配筋テン

プレートを適用して配筋モデルを作成する（図─ 12

図─ 9　切土，盛土の形状，土量も表示可能

図─ 8　道路線形に床板と橋脚のテンプレートを配置する

図─ 7　道路線形に法面定義のテンプレートを適用する。法面テンプレートの上部が切土，下部が盛土の角度を定義している

図─10　左：LOD�200�右：LOD�200から自動生成したLOD�350のモデル

図─ 11　配筋のモデルから，配筋の製作図を自動生成する
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左図）。
各配筋は単独のオブジェクトになり，干渉する場合

は位置の調整ができる。配筋の優先順位・移動ルール
など，干渉回避のルールに応じた位置変更の自動処理
もできる。

（2）定着長さ，曲げ方向の変更
配筋テンプレートは，鉄筋径，かぶり厚，定着長な

どのパラメータをもつので，配筋モデル作成後にパラ
メータを指定してモデル形状を変更できる（図─ 12

右図）。

（3）鉄筋数量の Excelシート出力
各配筋の属性は，EXCEL シートへの出力もでき

る。対象の配筋を選択して鉄筋種類，径，長さ，曲げ
などのプロパティを EXCEL シートに出力できる（図
─ 13 右上図）。

EXCEL と双方向連携しているので，EXCEL シー
トの値を更新してモデル形状，プロパティの変更がで
きる。配筋の姿図も出力できるので，工場に渡す加工
帳としても使用できる（図─ 13 右下図）。

海外，特に中国では，この数値データを直接加工機
に渡し，切断，曲げ化加工，タグ付けによる在庫管理，

出荷管理などを行っている。数値データで加工機と連
携することは，多大な効果が見込まれる。 

4．施工工程のシミュレーション

（1）工程シミュレーションの目的
既に決定された工程を時系列で可視化することが工

程シミュレーションの目的ではない。他の条件下で工程
がどうなるか検証し，最適な工程を選択することが目的
だ。工程のシミュレーションツール，3DEXPERIENCE/
DELMIA ではパートチャート（ネットワーク型の工程
管理ツール）を使用して，工程を組む。構造物の各部
位はアイコンとして表示され，工期と資源（重機や労務
など）の情報をアイコンに設定できる（図─ 14）。

このアイコンを矢印でつなげて工程を組む。工程は
ガントチャートとして表示され，これを時系列に再生
してプロセスを確認する。ガントチャート上でも，工
程の入れ替えや先行工程の制約，日程調整などが行え
る。工程の順番を変更するには，アイコン間の矢印を
繋ぎ変えるか，ガントチャートの関連付けの変更で行
なう（図─ 15）。

例えば，工期遅れの対策は，アイコンの組み換え，
またはガントチャートの条件変更で結果を確認し，適
切な対策を検討する。アイコンを→でつなぐ処理は自
動化もでき，標準的な工事手順はライブラリ化し，他
の工事に流用することができる。

（2）設計モデルから施工モデルへ構成変更
施工シミュレ―ションでは最初に，取り込んだ

BIM/CIM の設計モデルを施工の作業単位のモデル構
成に組み替える。複合モデルは分離し，場合によりモ
デルを補足，追加する必要がある。設計モデルを製造

（施工）のためのモデルに構成変更することは，他産
業でも「BOM 変換」と呼ばれる作業で行われている。

図─ 13　選択した鉄筋の属性は，EXCEL シートに出力が可能。
　　　　　　　EXCEL シートの数値指定で，配筋のモデルを更新できる 図─ 14　重機も含めて工程を時系列で確認ができる

図─ 12　�左図 : 選択した曲面に配筋テンプレートを適用。曲面に沿って，
かぶり厚のパラメータ値で配筋がモデリングされる。

　　　　��右図 : 定着の方向をパラメータで指定して定着方向を変更する。
その他，定着長さもパラメータ指定で変更が可能
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（3）重機に着目して工程を評価する
各工程には，工期とリソース（重機や労務）が定義

されているので，工程をリソースの観点で評価するこ
ともできる。

例えばクレーン稼働状況に着目すると，複数の工程
で同じクレーンを重複して予約していることがわかり，
工程間で調整が必要なことが検出できる（図─ 16）。

5．プラットフォームで作業する効果

（1）業務のつなぎ目でデータの欠落をなくす
各アプリは，3DEXPERIENCE プラットフォーム

上で実行され，作成したデータはプラットフォーム内
にシングルソースで管理される（図─ 17）。

同じデータが各業務アプリケーションで使われ，
データの連続性が保たれ，業務のつなぎ目でデータの
欠落がない。ファイルベースの BIM/CIM アプリを使
用する場合，アプリケーション間でファイル変換が必
要なので，変換のロスが発生する（図─ 18）。

図─ 15　�構造物の部位のアイコンを配列し，工程順に→でつないで工程を組む。ガントチャートでも工程の修正，工程間の関連を設定ができる。
� 標準的な工程はライブラリ化し，他の工事への流用が可能。アイコンを→でつなぐ作業は，スクリプトで自動処理することもできる

図─ 16　�クレーンの稼働状況を山積みのグラフで表示。矢印部分が複数工
程で同時に予約していることがわかる

図─ 17　�プラットフォーム上で業務が実行され関連する全データは，リ
レーショナルデータベースで管理される

図─ 18　�プラットフォームでは，シングルソースのデータを複数アプリで
使用するのでデータの欠落がない

図─ 19　モバイルデバイスから情報アクセス，更新可能
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（2）プロジェクト管理
作業の割り当てはプラットフォームから行われ，進

捗報告はプラットフォームで管理する。ブラウザベー
スで情報の参照，入力ができるので，オンサイトでタ
ブレット・携帯電話などでスケジュール確認や情報の
入力ができる（図─ 19）。

進捗や課題を集約して，プロジェクトの状況がダッ
シュボードにグラフで表示される。案件別，組織別な
ど，様々な切り口で状況の確認ができる（図─ 20）。

（3）技術情報のコミュニティ
社内版 SNS のような仕組みがプラットフォームに

組み込まれており，蓄積した情報の共有ができる。社
内の有識者のアドバイスやアイデアを共有する技術情
報のコミュニティを構築できる（図─ 21）。

6．おわりに

働き方改革と生産性向上の両立が求められており，
バーチャルツインはそれを実現する有効な手法であ
る。また，プラットフォームの作業環境は，リモート，
オンサイトなど，クラウド環境で仕事をするには最適
であり，社内のナレッジを集約する仕組みでもある。

 

《参考文献》
1）　シンテグレート合同会社　https://syntegrate.jp/

図─ 20　ダッシュボードの表示内容は，個人別にカスタマイズ可能 図─ 21　�プラットフォームのコミュニティで，情報を公開して，社内有識
者のアドバイスやアイデアを共有できる

［筆者紹介］
清水　卓宏（しみず　たくひろ）
ダッソー・システムズ㈱
技術部
建設・都市・地域開発事業担当
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建設現場におけるデジタルトランスフォーメーションの推進
後付け 3D マシンガイダンス「スマートコンストラクション・
レトロフィットキット」の導入

村　上　数　哉・植　村　　　晶

労働力の確保の困難，技術者の減少，「働き方改革」による労働時間の削減の中でも，生産性の向上が
求められている今，建設産業でも，IoT，AI（人工知能），ロボティクスなどの新しい技術導入を進めて
いるが，中小規模工事にて，ICT 活用工事の適用率が低迷している。これは，ICT 機器のコスト高が原
因の一つと考えられる。これら中小規模工事に適した安価な機器の提供はメーカーとしての義務と考える。
本稿では，今回新たに開発した後付けの 3D マシンガイダンスシステムの構成，機能，メリット等につい
て報告する。
キーワード：  i-Construction，デジタルトランスフォーメーション，ICT 施工，後付けキット，3D マシン

ガイダンス

1．はじめに

労働力の確保の困難，技術者の減少，「働き方改革」
による労働時間の削減の中でも，生産性の向上が求め
られている今，建設産業でも，IoT，AI（人工知能），
ロボティクスなどの新しい技術導入が進められてい
る。

そこで，ICT 建機やその建機を最大限に活用できる
ソフトなどで建設現場の生産性や安全性を向上させるソ
リューションサービス「スマートコンストラクション」
の提供を 2015 年 2 月より始めている。さらに，2019 
年 4 月よりスタートした中期経営計画「DANTOTSU 
Value–FORWARD Together for Sustainable Growth」
において，モノ（機械の自動化・自律化）とコト（施
工オペレーションの最適化）で，施工のデジタルトラ
ンスフォーメーションを起こし，「安全で生産性の高い
スマートでクリーンな未来の現場」の実現を目指して
いる。

現在，日本の建設現場で稼働する建機の 98％以上
は，ICT 機能を有さない従来型建機であり，本稿で
紹介する「スマートコンストラクション・レトロフィッ
トキット（以下「本キット」という）」は，メーカー，
機種を問わず後付けが可能であり，それら既存の従来
型建機に取り付けることで，3D マシンガイダンスや
ペイロード機能など ICT 建機と同程度の ICT 機能を
利用できるもので，建設現場の ICT 化を推進するこ
とができると期待する。

2．市場導入の背景

国土交通省は，2025 年までに建設現場の生産性 2
割向上を目指している。また，2020 年度より，直轄
土木工事において，ICT 活用工事をはじめとする新
技術の活用を原則義務化している。

これらの施策を強く推し進める背景には，前述した
とおり，労働人口の減少が挙げられる。近年，建設業
界への入職者は増加傾向にあるが，それでも 10 年後
には約44万人減少すると試算されている。すなわち，
いかにして現在より効率的に仕事をこなし，一人あた
りの生産性を向上させるかが重要な課題となってい
く。

i-Construction を開始して以来，国土交通省直轄土
木工事で，ICT 施工は普及拡大し，ICT 土工におい
ては延べ作業時間を約 3 割縮減するなど，その成果が
現れてきている。

一方，自治体における土木工事においては，ICT
活用工事の採用・適用が非常に少ない現状にある。

地域に根差した中小規模の建設会社にとって，ICT
施工による生産性の向上や省人化による安全性の向上
などは魅力的だが，ICT 建機等は非常に高価であり，
加えて 3D 設計データを作成する人材についても新た
に育成する必要があるため，相応の投資が必要であ
り，ICT 施工導入へのハードルは高い。

また，油圧ショベルは 10 年以上の長期間にわたる
稼働が可能なため，買い替えの頻度は少ない。さらに，
乗り換え時期に来たとしても，高価な ICT 油圧ショ

特集>>>　建設のDX
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ベルへ乗り換えるといった選択をするユーザーは，限
定的であると推測する。当然，既存する後付けタイプ
の ICT キットもあるが，やはり高価なものが多く，
購入を躊躇してしまう。これらも ICT 施工普及拡大
の障壁の一因となっている。

このような状況を打破し，建設現場のデジタルトラ
ンスフォーメーション実現への第一歩として，本キッ
トの提供を開始した。

3．本キットとは

本キットは，GNSS の計測技術，及び油圧ショベル
のバケットリンク，アーム，ブーム，車体の 4 箇所に
取り付けた IMU センサ（慣性計測装置）の情報を用
いて，車載モニタにショベルの刃先位置と設計値（3
次元設計データ）の差異をリアルタイムに表示するこ
とで，建機の操作をサポートする技術を有するショベ
ル用後付3Dマシンガイダンスシステムである（図─1）。

このシステムを現場で利用することにより，床掘り
時や法面掘削時における作業員の削減や丁張りが不要
となり，作業効率と安全性の飛躍的な向上などが期待
できる。

また，ユーザーが ICT 施工をより簡単に利用開始
できるように，施工時に必要な「GNSS補正情報配信サー
ビス」や本キット用アプリ「SMARTCONSTRUCTION 
Pilot（スマートコンストラクション・パイロット）」も
併せて開発・提供している（図─ 2）。同アプリは市
販の Android タブレットを車載モニタとして利用で

きる仕様となっている。マシンガイダンス用アプリは
GooglePlay を介してタブレットにインストールされ
るので，アジャイル型開発による高頻度なアプリの機
能追加や改善によるバージョンアップにおいても自動
更新が適応されるため，いつでも最新・最適のアプリ
で施工できる環境を提供できる。

現場で稼働する全ての従来型建機が ICT 化し，お
互いが 3D データを共有して稼働することで安全と生
産性を大幅に高めた現場を実現するため，本キットは
メーカーを問わず，ミニショベルも含めた幅広い機種
への搭載が可能となっている。

IMU センサは厳選した汎用品を利用し，これまで
蓄積してきた弊社ソリューションサービスのノウハウ
に加え，各メーカーやソフトウェアベンダの協力によ

図─ 1　本キット主要機器概要

図─ 2　SMARTCONSTRUCTION�Pilot�
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り，これまでの ICT 建機と同等の精度を確保しつつ，
大幅なコストの縮減を達成した。

また，令和 3 年 3 月に施行された「3 次元計測技術
を用いた出来形管理要領（案）」において，河川浚渫
工（H30.3）に続き，土工事にも拡大された施工履歴デー
タによる出来形管理にも対応できる。本キットで施工
した履歴データは全てインターネットを介しサーバー
に蓄積される。専用のアプリケーションにて指定した
期間内のデータは規定のメッシュサイズで最下点に
フィルタリングされ，出来形管理に必要な施工履歴
データを CSV フォーマットでアウトプットすること
が可能となっている。

本キットにおけるマシンガイダンス機能の特徴は，
設計面の整形をサポートするためのガイダンス機能が
充実していることである（図─ 3）。1 つは正対コン
パス機能である。特に法面整形作業では横断的視点で
設計面とバケットに角度差が生じてしまうと，仕上げ
整形時にバケットの角によって筋が残ってしまい出来
映えが悪くなる。このためマシンが向いている方向が
選択した目標面と正対しているか容易に確認できる機
能を実装している。2 つ目はバケット底面角度表示機
能である。バケットの底面を選択している目標面へ縦
断的視点で平行に合わせるために必要な回転角をガイ
ダンスする。これにより高精度な法面仕上げ整形作業
をサポートできる。最後に，オプションでペイロード
メータ機能が追加可能である（図─ 4）。土木現場等
でペイロードメータを利用することで，油圧ショベル
のバケットで積込む土の重量を計測できるようにな
る。

4．本キットの導入メリット

（1） 建設会社側のメリット：自社の建機で ICT施
工が可能に

前述した通り，本キットは，機種を問わず取付可能
で手持ちの従来型建機を ICT 建機に容易にアップグ
レードでき，3D 設計データによる 3D マシンガイダ
ンスを利用した ICT 施工が可能となる。結果，丁張
りが不要となることで，設置作業にかかる人工がゼロ
になり，建機周りで作業する作業員が削減でき，建機
との接触事故を未然に防ぐことができると同時に，人
件費の削減や工期短縮によって施工にかかるコストを
大幅に減らすことができる。また，経験の少ないオペ
レータでも一定の施工品質が担保できるため，特定の
熟練オペレータに頼っていた作業を分散化して柔軟な
人員配置マネジメントができ，同じ人員構成における
作業量を底上げすることが可能である。

また，ICT 施工ができるようになったことで，簡
易型ではない ICT 活用工事に参入することができる
ようになる。

（2）発注者側のメリット：ICT活用工事の普及促進
2016 年度から始まった i-Construction 制度は 5 年目

となり，国土交通省は生産性の向上，より創造的な業
務への転換，賃金水準の向上など 9 つの目指すべき項
目を決め普及促進に取り組んでいる。一方で，再三述
べているが，工事の受注者である建設会社が保有する
ICT 建機は，国内の油圧ショベル全体の 2％に過ぎな
いことは，直轄工事における ICT 活用工事の適用率

図─ 3　3Dマシンガイダンス画面表示機能
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に比べ，自治体における ICT 活用工事の適用率が低
いということにもつながっている。この自治体の工事
の大半を占める中小規模の ICT 活用工事に対して，
本キットは ICT 建機のレンタル代数か月分で購入・
取付代金が賄える安価な価格設定となっているため，
導入コストを抑えることができ，工事入札へのハード
ルも下がると考える。

5．おわりに

本キットは，前述の施工履歴データ蓄積機能，およ
び，ペイロードメータ機能という建機の作業履歴を取
得する機能により，建設現場の作業情報をデジタル化
するデバイスとしての役割を果たす。現場から各種デ
バイス※を通じて上がってきたデジタルデータはプ
ラットフォーム上に蓄積され，蓄積されたデータをア
プリケーションで加工分析することで現状の施工プロ
セスを見直し，さらなる生産性を向上する施工のデジ
タルトランスフォーメーションを実現する。

デジタルトランスフォーメーションの入り口とし
て，実際の現場（リアル現場）とデジタルデータによっ
て再現された現場（デジタル現場）が常に同期される
状態である「デジタルツイン」を構築する。デジタル
現場上において仮設道路の計画や最適な機労材の投
入，事故発生の予測など様々なシミュレーションを行

い，その結果をリアル現場で作業する人や建機にデジ
タルタスクとして送信する。デジタルタスクに沿った
リアル現場での作業状況は，直ちにデジタル現場に反
映され，反映後のデジタル現場でシミュレーションを
行うことの繰り返しにより PDCA が回っていく。

i-Construction による施工実績があり，既に ICT 建
機を保有している建設会社が，更なる生産性向上を目
指してデジタルトランスフォーメーションを推進する
にあたり，現場で稼働するすべての従来型建機を ICT
建機とする必要がある。それ対して，安価な本キット
は，その目的に沿った最適のサービスとなっていると
考える。

さらなる ICT 活用工事の普及拡大に対して，業界
の一員として尽力したい。

 

※�その他のデバイスとして，現場の地形を計測するドローンや位置情報を取
得するスマートフォン等がある。

植村　晶（うえむら　あきら）
㈱小松製作所
スマートコンストラクション推進本部　事業推進部　
グローバル推進グループ　主査

［筆者紹介］
村上　数哉（むらかみ　かずや）
㈱小松製作所
スマートコンストラクション推進本部　事業開発部　
主幹

図─ 4　ペイロードメータ画面表示（オプション）
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新技術活用による熟練技能維持の取組み
アイマップシステムの開発

田　村　泰　史

次世代への建設生産の活性化対策として，施工の自働化および高性能資機材などの革新的技術の開発が
推進されている。そのような情勢の中においても，古より培ってきた熟練者の技能を確実に受け継ぎ，新
技術を巧くコントロールさせるスキルの育成も重要であると筆者は考える。その観点のもと，熟練者のス
キルの基本要素となる，“動作（振る舞い）”，“口伝（アドバイス）”，“差配（マネジメント）”，“記録保存

（アーカイブ）”に対して，独自のセンシングツールと定量化による，スキルの活用に関するシステムの研
究開発を行っている。本稿では，その試行事例を報告する。
キーワード：  技能伝承，センシングシステム，映像解析，動線解析，PRISM

1．はじめに

今後，我が国の生産年齢人口の減少が見通されてお
り，その対策として，建設業においてもさまざまな部
門で生産性向上に対する取組みがなされている。その
中でも施工の自働化や高性能資機材の開発は，革新的
技術の適用により施工現場での試行段階を経て本格運
用への導入が推進されつつある。

建設現場における生産活動は，現地一品の特徴を有
するため気象環境などさまざまな条件への対応が必要
である。そのような環境下においても，革新的技術で
あるそれらは，一定の生産量や品質を確保し建設業の
課題への対応の可能性を発展的に広げつつあるものと
考える。例えば，激甚化する自然災害への対応におい
ても自動運転による重機械の適用により，二次災害の
発生を防止した早期の復旧作業が可能となり，社会資
本の維持への貢献が期待されている。しかし，これら
の新技術を活用するためには，人のスキルによるとこ
ろが依然として多いのが現状である。例えば，土工事
において，広範な部分は重機械による作業が効率的で
あるが，取り合いの部分等の摺り合わせ等の調整が必
要なところは，人の手による方が効率的に品質を確保
できる場合が多い。その他，施工中の条件変化や緊急
時における対応において，現時点では人の意思決定が
大きく影響し 1），経験値の多い熟練技能者による行動
が生産の要点を占めるところが大きいと云っても過言
ではないと筆者は考える。そのような熟練技能者の保
有するスキルは，暗黙知のまま個人に保有され，形式

知とならないまま通常の業務を通じて不規則かつ定性
的に後継者へ継承されてゆくものとなる。今後の生産
人口の減少を鑑みた場合，その継承行為の定量化と一
定のルール化は，技能伝承行為の活性化は建設業にお
ける持続的な生産能力の確保において不可欠であると
考える。そのような観点のもと，匠の技能の定量化と
アーカイブ（記録保存）を具現化させるソリューション
システム，「アイマップシステム（Ai-MAP SYSYTEM）」

（図─ 1）（以下「本システム」という）の研究開発を行っ
ている。本稿では，開発システムの概要と研究成果と
なる事例の一部を紹介し，建設の DX 推進を目標とし
た今後の展開について報告する。

特集＞＞＞　建設のDX

図─１　本システム概要図
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2．システムの概要

本システムは，次世代建設生産の活性化を目的とし
て，組織等が古から培ってきた施工データをもとに
様々な計測手法を考案し，古今の技能者のアドバイス
や生産現場における勘やコツ等を AI（人工知能）と
IoT の活用による独自のセンシングツールで構成され
るシステムであり，データの採取とスキルの定量化に
より，次世代の生産管理者の適切な意思決定を導くス
キルの育成を目的としたものである。

採取されるデータは，位置情報と映像を基本情報と
しており，解析により稼働特性グラフや熟練者のコメ
ント映像として抽出し，熟練者の行動特性や判断能力
の再現を見える化させるものである。それらを建設現
場における施工計画や品質管理に活用させ，その実施
記録の蓄積により，スキルのデータベースとして次世
代ユーザーのニーズに合わせた展開で建設生産能力の
維持を持続させるものである。また，出力データの活
用実績（データによる判断および実施工との乖離に対
する処置等）や過去の施工事例を集約し，技能のアー
カイブシステム（記録を保存・運用し次世代へ伝達す
ること）として，外国人労働者も含めた技能伝承や教
育訓練ツールとしての活用も見込んでいる。

システムの特徴として，熟練者のスキルの基本要素
である，“動作（振る舞い）”，“口伝（アドバイス）”，

“差配（マネジメント）”，“記録保存（アーカイブ）”
の観点でデータ化させることを目的としており，目的
に合わせた様々なセンシングツールや統計分析等の手
法を組み合わせたサブシステムにより構成している。
また，今後のさまざまな条件による課題解決へのデー
タ活用を考慮し，時間・位置・映像の情報をセンシン
グデータへのインデックスとして付与し，条件検索等
の機能の組み合わせをニーズに合わせた対応が可能と
なる仕組みを取り入れている。次章にて，要素ごとの
サブシステムの代表的なセンシングツールの概要を紹
介する。

3．サブシステムの概要

本システムのサブシステムとデータ活用について，
熟練技能者のスキルの基本要素である“動作”，“口
伝”，“差配”，“記録保存”より以下に紹介する。

（1）動作解析に関する事例
（a）概要
動作などの個人が保有する固有のスキルについて

は，個人の特性に合わせて習得されたものであり，そ
のまま受け継げるものでない場合が多い。それは，個
人に適合するパターンはそれぞれあり，実践を通じた
試行錯誤の訓練がなければ習得し難い性質のものであ
ると考えられるからである。今後は、手本となる熟練
者の減少が予測されるため，習得にかかる時間の増大
とともに，実践の場となる生産現場の減少などでスキ
ルの質の低下も予測される。よって，伝承の活性化を
図るためには，熟練者のスキルの定量化と見える化に
より，伝承のポイントを絞った習得を促進させる工夫
が必要であると考える。以下に映像解析技術（モーショ
ンレコードシステム：Ai-MOTION）による作業時の
動作の定量化について紹介する 2）。
（b）事例
定量化の方法は，作業状況の映像データを AI（人

工知能）の活用で作業者の関節位置を認識させ，その
移動量を軌跡として出力させる。複数の技能者による
サンプルを採取することで，動作の特性となるポイン
トを抽出し，個性に合わせた訓練に活用することがで
きる（図─ 2）。

システムでは，関節の変位を位置情報として定量化
し，軌跡図による形状として動作の特徴を見える化す
る。この形状を観察し個人の動作の特徴を把握すると
ともに修復のポイントを抽出する。システムでは，見
本となる動作との比較として類似率の出力による定量
的評価も可能である。

システムの特徴として，解析は映像データのみで可
能であり，作業者にセンサ等のモジュールの装着を必
要としないため，実際の作業現場での緊張感をもった
環境で計測できる。また，過去の映像でも解析が可能
である（図─ 3）。

図─２　動作解析による出力例
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（2）口伝計測に関する事例
（a）概要
熟練者による管理のポイントを踏まえた手法は，業

務遂行におけるエラー防止対策の主要な技術として継
承されていると考えられる。それらのポイントは，ア
ドバイスといった口伝による方法で継承される場合が
多い。その口伝の記録データをマニュアルとして活用
することで技能伝承の活性化とともに品質の確保に繋
がるものとなるため，汎用的な記録方法と音声データ
の活用における工夫が必要である。以下に，通信技術

（インフラ通信システム：Ai-TEC）の活用による事例
を紹介する。
（b）事例
汎用の携帯端末機を活用し，作業現場における観察

を音声と映像等のデータによる記録を目的に開発した
（写真─ 1）。

定量化の方法は，遠隔地の熟練者との通信により現
場の管理状況等に対するコメントやアドバイスを記録
し，映像やテキストデータを位置情報とともに保存す
る。システム内では，専用の閲覧システムを介しキー
ワード検索やカルテ（図─ 4）の作成が可能であり，
未習熟者への教育用テキストや現場点検・検査の実施
マニュアルとし活用する。

（3）差配分析に関する事例
（a）概要
熟練者の生産現場におけるマネジメントの特徴とし

て，差配と呼ばれるリソースの配分が挙げられる。現
場の環境に合わせて，最適な組み合わせや調整を行う
ことで，品質，コスト，工程，安全のバランスを保つ
ものである。現場条件に合わせて施すこのような差配
の基本的なスキルは，マニュアルや仕様書だけで完結
されるものではなく，熟練者の経験や勘の補完によ
り，エラーの発生やリスクを最小限に抑制させるため
の方法への導きを可能にするところとなる。具体的に
は，施工現場における機械や資材の配置，稼働の順序，
進捗に合わせた人員調整などが挙げられる。以下に，
差配を支援させるためのデータ採取のツールである，
稼働計測用のロギングシステム（Ai-LOGGER）と稼
働状況を見える化させる生産管理システム（Ai-SYS）
の活用による事例を紹介する。
（b）事例
稼働状況の計測方法として，GPS センサとウエア

ラブルカメラを作業者のヘルメットに搭載した専用の
ロガーで，作業者の位置情報をロギングしデータを採
取する（写真─ 2）。

採取データは，動線軌跡図や稼働率グラフとして出
力し，意思決定の支援となる稼働特性の見える化デー
タとして活用する（図─ 5）。

この出力データは，時系列やエリア毎の稼働状況と
して表示することが可能であるため，余剰人員の割合
や軌跡の停滞位置を把握し，ウエアラブルカメラによ

図─３　作業状態の解析

写真─１　通信システムの活用

図─４　カルテによる記録の編集
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る映像データ等との照合により的確に管理のポイント
への対策を施すことができる。これらのデータを蓄積
することで，熟練者による差配の傾向を定量化でき，
意思決定のモデルとして活用できると考える。
（4）動線計測に関する事例
（a）概要
インフラ点検等の管理は，マニュアルや仕様書に

沿ってその履行がなされているが，効率的かつ効果的
な点検のポイントや確認の順序は熟練者のスキルによ
るところが大きいため，その未習熟者への教育の方法
としては，現地へ随行しポイントを教示することが望
ましいところであるが，今後の従事者不足に備えて，
その代替となる教育の方法が不可欠となる。また，イ
ンフラ点検等の管理業務の成果は，自然災害防止など
の社会的責務が大きいため，この分野における技能伝
承の維持は，特に重要な課題である。よって，これま
での点検等の記録および管理ポイントの保存の方法に
ついて，誰が点検してもばらつきの生じない，スキル
の平準化を取り入れた仕組みが必要となる。その対応
として，位置情報を付与したデータの活用によるシス
テムを構築した。以下に，動線計測と情報マッピング

による見える化システムの活用事例を紹介する。
（b）事例
データの採取方法は，前述のロギングシステム（Ai-

LOGGER）を活用し点検等の作業状況を記録する。
また，既存のカルテ等のデータは，システム内で位置
情報を付与し編集する。情報検索が可能な専用の閲覧
システムで地図上に軌跡とマーカーで表示させること
により，管理のポイントを明確にする（図─ 6）。

マーカーは，熟練者の推奨する管理のポイントを設
定することが可能であり，熟練者のコメント入り動画
を動画マニュアルとして挿入しておくことで，気付き
の促進による未習熟者のスキルアップの効果を得るこ
とができる（写真─ 3）。

記録保存された情報は，業務に必要な条件による検
索で抽出し，マップ上で展開させることにより，管理
ポイントの確認を行いながらの現地との照合を可能と
する。また，熟練者のアドバイスの再現により管理ポ
イントの見落しを防止した記録としての保存の継続が
可能となる。

写真─２　ロガーによる計測

図─５　稼働特性のグラフ

図─６　データマッピングによる見える化

写真─３　熟練者のコメントによるマニュアル
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4．システム活用の事例

以上のサブシステムについては，現場での検証によ
り抽出された課題をもとに，今後の汎用化を目標とし
て開発を継続中である。本章では，それらのサブシス
テムのうち，口伝計測のセンシングツールとなる通信
システム（インフラ通信システム：Ai-TEC）による
現場試行について紹介する。この現場試行は，「官民
研究開発投資拡大プログラム（PRISM）」の予算を活
用して，国土交通省が実施する「建設現場の生産性を
飛躍的に向上するための革新的技術の導入・活用に関
するプロジェクト（2018 年度・2019 年度）」において
採択を受け履行したものである。

現場試行では，新技術の活用による品質管理の高度
化を目的として，施工プロセスチェックや安全点検等
の現場管理業務における通信システム活用の効果を検
証するものである。具体的には，汎用の携帯端末機を
使用した簡易な通信により，遠隔地の管理者との臨場
感の伴うコミュニケーションによる管理手法でエラー
防止に繋げるとともに，通信における熟練者のアドバ
イスやリアルタイムでの指示による気付き促進で，ス
キルアップを伴う品質管理および品質証明の手法とし
て現場業務への適応性について検証したものである

（写真─ 4，5）。

システムの活用により，動画と音声によりさまざま
なケースで手軽に状況の記録ができるため，技術者の
現場力として必要な“現場観察の目”を養うスキルアッ
プに大きな効果を得ることが確認できた。また，遠隔
臨場検査として採用することで，受発注者において移
動時間や待ち時間の短縮が業務効率化への繋がりと
なった。その他，現場内に滞りがちな課題解決や創意
工夫への情報共有が促進され，それらのデータはエ
ラー防止対策のスキルとしてデータベースに蓄積され
ることになった。

5．おわりに

本稿では，新技術活用による熟練技能維持の取組み
として，熟練者のスキルを定量化させるセンシングシ
ステムとその活用について紹介した。スキルの基本要
素のセンシングに対する課題として，出力データの精
度向上とデータ活用に向けたユースケース対応への工
夫が挙げられる。精度向上については，人の動きや感
覚を計測の対象としているため，ある程度のロバスト
性を考慮したデータ処理の手法を適用する等のアルゴ
リズムとデバイスの改良が必要である。また，幅広く
ユースケースに対応させるための工夫として，複数の
サブシステムによる出力データを組合わせたハイブ
リッドな手法が必要であり，それらを具現化させるた
めのプラットフォームによるデータ展開の仕組みを構
築する必要があると考える（図─ 7）。

本システムアイマップシステムの開発を通じ，改め
て人の有するスキルの再現は難しく，かつ重要な事で
あると痛感している。今後も，独自技術である本シス
テムにより定量化されたスキルが，効率的な建設機械
施工等の施工現場における生産性向上対策の意思決定
のみちびきとなり，公益確保を伴う建設の DX による
マネジメントシステムとして，次世代への貢献を目的
に研究開発を進める所存である。

写真─４　通信システムによる検査の実施

写真─５　システム活用によるコミュニケーション

図─７　プラットフォームによるデータ展開
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建設現場の安全性と生産性向上を支える 
AI 画像・自然言語解析技術
ヒューマンセンシング（Human Sensing）AI の適用

園　田　亜斗夢

建設現場の安全性と生産性向上には，データから得られる情報を必要な人に必要な形で提供する必要が
ある。各社に蓄積されている過去データの活用には，目的に応じた構造化が重要である。また，撮影した
カメラ映像は目視確認するには膨大な時間がかかるため，そのデータを効率的に活用するためには，画像
解析技術を用いて構造化する必要がある。本稿では，自然言語処理や画像解析技術を活用し，建設現場の
データを構造化している事例を紹介する。
キーワード：  人工知能，画像解析，距離推定，顔向き，動作解析，自然言語処理，安全性，生産性，労働

災害

1．はじめに

経済産業省が2018年12月に「DX推進ガイドライン」
を発表し，産業界で DX 化が急務とされている。建設
業界でも AI の活用や DX の推進が進められており，
自動化や省力化，モニタリングなど様々な取り組みが
行われている。一方で，完全な自動化には多くの障壁
が残されており，人間による作業が多く残されている。

日本における平成 30 年の労働災害による休業 4 日
以上の死傷者数は 127,329 人であり，死亡者数は 909
人である。その内，建設業界における労災が占める件
数は，休業 4 日以上の死傷者数は 15,374 人，死亡者
数は 309 人である（図─ 1）1）。 

近年，技術革新により死亡災害は減少傾向にある
が，休業 4 日以上の死傷災害は増加傾向にある。国土
交通省が 2016 年から取り組みを行っている建設現場
の ICT 推進策である i-Construction でも，安全性の
向上を目指すべきものとして指定している（図─2）2）。

建設現場の安全性向上と生産性向上を支援するにあ
たり，実際の業務に携わっている建設事業者複数社に
ヒアリングした結果，転倒・転落による事故と機械と
作業員の接触による事故に対する課題意識が強いこと
がわかった。また，業務効率化では作業の可視化の要
望が大きいことがわかった。

転倒・転落による事故は階段や足場上など危険エリ
アが特定されており，危険予知活動など作業員の意識

特集＞＞＞　建設のDX

図─ 1　平成 30年の労働災害発生状況（厚生労働省統計より当社作成）



77建設機械施工 Vol.73　No.7　July　2021

向上策が実施されているが，該当エリアでの作業は今
でも実施されており，経験が浅い作業員によるヒヤリ
ハット事象が多く発生していることがわかった。ま
た，機械と作業員の接触事故は，機械のオペレータが
作業員に気づかず接触する例や，機械で運搬中の資材
が落下することで発生する事故があることがわかっ
た。このような接触事故は，事故発生件数は転倒・転
落より少ないが，発生した際の影響は大きくなること
が多い。

作業の可視化では，現場ごとの作業サイクルの可視
化と作業員ごとの生産性の可視化の要望があることが
わかった。

これらの安全性向上と生産性向上の要望を実現する
ために，危険情報を構造化し，その情報を適切に届け
る技術と，機械と人の動きを把握し危険状態を把握
し，また作業内容を可視化する技術の提供を目指して
いる。具体的には，危険情報の構造化のために過去の
事故事例に対し言語処理による情報抽出を行い，類似
の現場での事故情報の提供を目指している。また，画
像解析により危険な状態の検知や作業内容の可視化を
行い，リアルタイムのアラート発報，情報の一元管理・
提供を目指している。

2．過去の事故事例の構造化・管理

建設現場での事故は休業 4 日以上の災害の場合は労
働基準監督署に報告がなされ，また，それより小さい
事故であっても社内で蓄積されている場合が多い。一
方で，これらの情報は現場や事業部，支社ごとに形式
が異なっていることも多く，また，自由書式で記述さ
れていることも多い。そのため，危険予知活動を行う
際に現場ごとの担当者の経験に依存している場合が多
く，過去の経験を活用できていない例が多い。

そこで，過去の事故事例を構造化し，類似の工事の
際にそれらの事故を検索，予防策を立てることができ
れば，事故防止につながるだけでなく，効率的な工事
計画の立案が行えると期待される。

自然言語領域では 2018 年に BERT と呼ばれる自然
言語処理のモデルを Google が発表して以降，決めら
れたタスク設定であれば人間を超える精度が出るよう
になっている（図─ 3）3）。本取り組みでは，建設現場
の事故事例の構造化に対し，質問応答としてタスク設
定することで，これらの技術を適用し，必要な情報を
管理・検索が行えるようになった。

BERT モデルやその後継技術の特徴として大量の
言語データによる事前学習と，タスクごとのファイン
チューニングが行えることがある。本取り組みで用い
た モ デ ル は， 過 去 の 大 量 の ニ ュースデータと
wikipedia のデータをもとに事前学習を行い，独自に
用意した日本語の QA データセットによりファイン
チューニングを行った。これらのモデルを事故データ
に適用することで，構造化されていなかった事故発生
状況を構造化することが出来る。以下に質問と抽出結
果の例を示す。
どのような状況で事故が発生しましたか ?

a．確認作業中に〇〇ステップを登っている最中に
b．〇〇組立作業中に，〇〇車両から転落して

なぜ切創しましたか ?（切りましたか ?）
c．〇〇を切断中勢い余って
d．カッターの刃がしまわれていないのを気づかず
このように構造化することで，傷病部位や建設現場

名だけでなく，利用する設備や車両，作業内容などの
軸で検索を行うことが可能になる。また，この質問応
答モデルは，自由書式での検索が行えるため，構造化
だけでなく検索を直接行うことも可能である。

図─ 3　BERTの学習モデル図

図─ 2　i-Construction の目指すべきもの（国土交通省資料より抜粋）
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3． 建設現場の状況を可視化する画像解析技
術

建設現場における危険な状態の検知や作業内容の可
視化には，カメラを設置して画像解析を行うことが有
効である。解析対象は，建造物，資材，機械，作業員
である。特に人が関係する場所で事故が発生するた
め，人の解析は重要である。一方で，建設現場で見ら
れる資材や機械は，日常生活では見られないものが多
く，公開データ等の学習用データが入手しづらいとい
う特徴がある。人にフォーカスした画像解析技術
Human Sensing 技術と，建設現場における画像解析
の特徴を以下に紹介する。

（1）画像解析技術による構造化
近年，建設現場へのカメラの導入が進んでいる。防

犯用途や記録用途など複数の用途があるが，カメラの
低廉化やビデオマネジメントシステムの普及や建設事
業者の意識の変化が要因として考えられる。一方で，
現状のカメラ映像は現場の事務所でのみ確認できるも
のや，録画を行っていないものなど十分に管理されて
いるとは言えないものも多く，また，クラウド等に記
録されているものも，問題が起こった際の確認用とい
う位置づけのものも多い。これは，映像データという
性質上，倍速等で見たとしても確認に時間を要するこ
とが要因である。そこで，映像データを画像解析技術
により構造化し，現場の状況を人間が瞬時に理解でき
る形で提供することは，データ活用や業務効率化の観
点で非常に重要である。

このような目的には，解釈性の高い分析が重要であ

る。表─ 1 のように，現場ごとにほしい情報を定義し
た際に，それを実現するための画像解析モジュールを
組み合わせてシステムを実現することで，最終的なア
ウトプットの基準を変更することが可能になり，目的
に応じた情報の収集を行うことが出来ると期待される。

（2）Human Sensingの特長
Human Sensing 技術とは，人にフォーカスした画

像解析技術であり，姿勢推定，物体検出，セグメンテー
ション等の画像解析技術を組み合わせ，時系列解析を
行うことで，人の状態の把握を実現する技術である（図
─ 4）。

技術領域としては画像解析，対象は人にフォーカス
することで，建設現場だけでなく製造業・インフラ・
小売等の分野での開発ノウハウやデータ蓄積を行うこ
とが出来る。これは，良品不良品の検出などと異なり，
対象を人にフォーカスすることで，異なるフィールド
のデータであっても，画像的な特徴が大きく変化しな
いことを担保できるからである。そのため，個別の
フィールドに対する人の行動の調査・評価について，
少ない教師データで短期間に行うことが可能である。

Human Sensing 技術は複数のアルゴリズムを組み
合わせて，機能が実現される。各機能はレベルごとに

表─ 1　アプリケーション例

撮影対象 解析対象 出力・判定事項

トンネル工事映像 使用機材・作業分類 作業進捗　◯／×

建設機械周辺映像 人物検出・動作解析 安全／不安全

戸建住宅建設映像 人物検出・位置推定
感染症リスク
◯／×

図─ 4　Human�Sensing の主な機能と特長
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モジュール化されており，適用するフィールドごとに
適切なモジュールを選択するが，大きなカスタマイズ
が必要なのは発見したい動作の定義部分のみである。

まず，最も基礎的なモジュールとして，物体検出や
姿勢推定，顔認識，顔向き推定，セグメンテーション
などの機能をもったモジュールが存在する。これらの
モジュールは各機能ごとに複数のアルゴリズムと独自
の学習データにより学習済みモデルが存在する。これ
らのモデルの学習には数千～数十万枚と行った大規模
なアノテーション付きの教師データが必要であるが，
人物の形や姿勢はフィールドごとに大きく変化しない
ため，汎用的なモデルとして，創業以来蓄積したデー
タによって学習を行っている。各モジュールは，利用
する環境（クラウドの高性能のコンピュータかエッジ
マシンのような性能が限定されるコンピュータか）
や，同時に処理するカメラ台数によって，精度と処理
速度のパフォーマンスのバランスを考慮しアルゴリズ
ムが選定される（図─ 5）。

次に，基礎的な機能をもとにした応用的なモジュー
ルとして，速度計測や入退場検出，トラッキング，汎
用的な姿勢推定（しゃがんでいるか立っているか等）
などの機能を持ったモジュールが存在する。これら
は，適用するフィールドやカメラの画角（高さ，角度）
ごとにパラメータ等はセミカスタマイズを行う。

そして，フィールドごとにこれらのモジュールを組
み合わせ，必要な機能を持ったアルゴリズムを開発す
る。この最終的な組み合わせの課程では，フィールド
ごとの教師データをもとに，人手でパターンを作成し
たり，統計的機械学習やディープラーニングにより判
定パラメータを決定する。

以上のように，「基礎アルゴリズム」「応用アルゴリ
ズム」「カスタマイズアルゴリズム」と分けることに

より，フィールドごとの新規開発要素を減らし，既存
のモジュールを活用した開発を行うことで，短納期・
教師データが少ないといった条件で精度の高いアルゴ
リズムの作成を可能としている。

（3）建設現場における画像解析技術の特徴
建設現場には通常の社会生活では見られない資材や

建設機械が多くある。建設現場で画像解析を行うため
には，これらの物体検出やセグメンテーションモデル
構築のためのデータが必要であるが，その特殊性から
公開データ等の学習用データが入手しづらいという特
徴がある。また，トンネル等の土木現場では屋外や室
内と比較して薄暗いといった特徴もある。その他に，
工場や商業施設等と大きく異なるポイントとして，
日々，状況が変わるという点がある。これは建設とい
う事業の性質上避けられない課題であり，画像解析を
導入するに当たり重要な観点である。これらの課題の
説明と対策を以下に紹介する。
（a）教師データ作成
建設現場特有の物体として建設機械がある。建設機

械の中には幅広い現場で用いられるものと，特定の現
場でしか使われないものがある。幅広い現場で見られ
る機械としては，バックホウやトラック，小型のクレー
ン装置，ミキサー車などがある。これらの機械は大き
く見た目が変わることも少なく，導入数も多いため，
汎用的なデータとして蓄積がある（写真─ 1）。一方
で，例えばトンネル現場でしか見られない吹き付け機
やジャンボーなどは導入数が少ないため，プロジェク
トごとに新たにデータを用意する必要がある。

教師データの作成には，人手によるラベル付けが必
要であるが，オンライン上で利用できるラベリング
ツールを用いて多くの作業者に同時に作業してもらう

図─ 5　蓄積したデータとモデルのチューニングにより人物検出の性能が優れている例
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ことで高速なラベル付けを実現できる（図─ 6）。ま
た，一般的な車両を検出するモデルを適用し，検出さ
れた矩形に対しラベル名を変更するだけの作業とする
ことや，新たな教師データを作成途中の段階で暫定的
なモデルを構築し，それにより推定されたラベルの修
正を人間が行うことで効率的な教師データ作成を実現
できる。このように人間参加型で機械学習モデルの精
度向上を目指すアプローチは Human in the loop と呼
ばれ，機械学習を用いたアプリケーション開発の効率
的な進め方として注目されている。
（b）環境への対応
建設現場は工程の違いにより使用する機材が異なる

だけでなく，工事の進捗に伴い建造物の様子が変化す
る。建物の建築の場合は，基礎工事の際は地面が見え
るが，躯体工事では足場や養生等で外から中の確認が
難しくなる。また，仕上げ工事では部屋ごとに壁がで
き，俯瞰での撮影が困難となる。そのため，基礎工事
の際はトンネル等の土木工事と同様に俯瞰での撮影が
可能であるが，工程が進むにつれて作業員自身にセン
サーやカメラを装着する方が効率的な場合が増える。
このように目的と環境に応じて撮影方法を検討する必
要がある。

また，トンネル現場などでは光源が乏しく，常に薄
暗い環境である。ただし，トラックや作業員のライト
による局所的な光源への対応が求められる場合もあ
る。このような環境下では，ソフトウェアでの対応の
他にカメラセンサーやレンズ，フィルターといった
ハードウェアでの対応が必要な場合もある。画像解析
のための映像取得の際は，単純に人間がきれいと感じ
る撮影ではなく，解析がしやすい撮影であることを確
認する必要がある。そのため，ハードウェアの特性と
画像解析の特性に通じた専門家としてのノウハウが重
要である。

4． Human Sensing/画像解析技術の提供方法・
想定利用シーン

（1）提供方法
建設現場への画像解析技術の提供にあたっては，安

全性向上用途か業務改善用途かで提供方法は異なる。
安全性向上用途では，危険状態を検出しアラートの発
報や機械の制御等をリアルタイムに行う必要がある場
合が多い。安全教育のために過去動画の解析を行う場
合もあるが，そのような場合でも過去動画の解析とは
別にリアルタイムの検出が求められることが多い。一
方で，業務改善用途の場合は，リアルタイム性より情
報の構造化や検索性，アクセス性が求められることが
多い。
（a）エッジ環境
リアルタイムの解析には，安定性や通信の遅延の影

響を避けるという観点からエッジでの処理を行うこと
が多い。速度を重視したエッジ処理のためには，適切
なカメラ制御と通信の速度，画像解析の高速化など
様々な領域の技術が求められる。カメラから取得した
映像のエンコード・デコードの処理の時間や，通信の

写真─ 1　幅広い現場で用いられる建設機械の例（バックホウ）

図─ 6　高速ラベリングツールの操作画面
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速度，通信容量といった解析の前の部分の速度も非常
に重要である。また，インターフェイスの安定性も重
要で，例えば USB インターフェイスは接続の安定性
が低いため，M12 コネクタなどへの変換を行うこと
も重要である。もちろん，解析の速度を向上させるこ
とも重要である。解析速度の向上にはアルゴリズムの
面からのアプローチと計算機性能によるアプローチが
可能である。アルゴリズムの高度化により軽量なアー
キテクチャで高性能を出すことと，枝刈り，量子化，
蒸留といったモデル圧縮技術によるモデルの軽量化は
重要である。さらに，画像解析に用いるコンピュータ
の性能を最大限活かす工夫もある。GPU を使用した
デコードやモデルの最適化を行うことで，CPU のみ
を使う場合と比較して高い性能を実現することが可能
である。

エッジマシンとしては，NVIDIA の提供する Jetson
がよく用いられるが，R&D でよく用いられる開発キッ
トではなく産業用筐体を用いることで上記のインター
フェイスの課題を解決可能であるが，開発キットと
Operating System が一部異なることがあり，開発キッ
トでの成果を再現するためには追加の開発等が必要な
場合もある。そのため，R&D の時点で産業用の筐体
を用いるほうが良い場合も多い（図─ 7）。

（b）クラウド環境
業務改善のために，情報の構造化や検索性，アクセ

ス性を実現するには，解析をクラウド環境で実施する
方法が考えられる。情報の収集・蓄積・提供にあたっ
ては，施主，建設事業者，作業員等の利益を損ねない
ために万全なセキュリティ対策が必要だが，建設に関
わる限られた関係者に必要な情報を提供することで，
業務改善に資すると期待される。

現状，建設現場にカメラが設置されている場合で
も，事務所での確認や防犯が主要な用途であり，録画
機能さえない場合や録画していても数日で上書きさ

れ，共有されないという例も多い。これらのデータを
クラウド上で管理できるようになることで，様々な効
果が期待できる。

例えば，現場の作業内容を本社で管理したいという
場合は，Human Sensing 技術により作業内容を分類
し，時刻ごとの作業内容を記録した情報をインター
ネット上で確認でき，必要に応じて該当箇所の映像を
確認することができるといった仕組みの構築が可能で
ある。ログ情報を確認できるユーザと，オリジナルの
映像を確認できるユーザの権限を分けることで，必要
な人に必要な情報を届けることも可能である。管理業
務の効率化だけでなく，複数現場の比較により優れた
現場の発見やその知見の共有が可能になる。

（2）利用シーン・事例
（a）重機と人の接触事故防止
人工知能学会第 34 回全国大会で著者が発表した例

として，建設機械による災害防止のための対人距離推
定手法の研究がある 4）。本取り組みでは，建設現場に
おける建設機械と作業員の接触災害防止を目的とし，
単眼カメラによる作業員の姿勢推定とそれを応用した
距離推定を行っている。人物の矩形の底辺の中心座
標，姿勢推定によって得られる足元の座標，姿勢推定
によって得られる頭と腰の座標をもとに，足元の座標
を推定し，二次元上の位置を幾何的に推定している。
検出範囲は 10 m 以内を対象としている（図─ 8）。

過去の発表の際は，アルゴリズムの検討段階であっ
たが，現在ではコンピュータの筐体設計や建設機械か
らの電力供給の仕組みの開発なども完了し，実現場で
の実証実験が行われている。
（b）俯瞰カメラによる作業内容・危険行動監視
俯瞰カメラからの危険状態の把握や作業内容の推定

を行った事例がある。俯瞰カメラで画像解析を行う際
は，高解像度カメラを活用することで精度の向上が期図─ 7　エッジ環境の構成図

図─ 8　対人距離推定の実験位置概要（重機を上から見た図）
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待できる。4K や 8K の高解像度カメラを使う利点と
して，人物検出自体は低解像度に変換した状態で実行
し，人物エリアに対し詳細な解析を行うというトップ
ダウン型の解析の際に，作業員ごとのエリアを高解像
度に解析できるため，姿勢推定などの精度が飛躍的に
向上する。俯瞰で撮影した場合，大型機械も映像に収
まるため，可能な解析の幅が広がることも利点として
挙げられる。

高解像度カメラを用いることで，カメラ台数を減ら
し，位置関係のキャリブレーションの手間を省き，現
場運用で毎回かかっていた手間も省略できる。また，
台数が少ない分，メンテナンスの管理工数・コストも
減少するという利点もある。
（c）他業界での実績の転用
製造業等での現場では，作業の可視化の事例が多数

ある。顔向き推定やセグメンテーションなど複数の解
析を組み合わせ，より具体的に作業の内容を判定する
ことが可能である（図─ 9）。この技術を建設現場に
転用することで，重機を見ていなかったり，何かの作
業をしていて危険に気づいていなかったりする人を検
知するシステムを構築することが可能である。また，
階段での転倒防止・転倒検出の事例では，手すりを持っ
ているかどうかを手と手すりの位置関係で解析し，予
防のアラートを鳴らすシステムを構築しているが，足
場や立ち馬上での不安全行動の検出に転用が可能であ
る（図─ 10）。

5． 可視化技術のさらなる発展・可能性・将
来像

現在，構想検討を進めている画像解析アプリケー
ション開発について以下に紹介する。

（1）安全管理の高度化
前節までに紹介したような画像解析アプリケーショ

ンが各建設現場に導入されることで，可視化される作
業が増加していき，現場の状況をより正確に中央管理
できるようになると期待される。画像解析技術は単に
現在の危険性を抑制し業務効率化に資するだけでな
く，多くの現場のデータを収集し中央管理できるよう
になることで，事故のデータの蓄積も行える。カメラ，
画像解析システムを用いて事故のデータを記録できる
ことで，現在行われている報告書に基づく記録と比べ
て，作業前後の周囲の環境や被災した作業員の動きな
どを詳細かつ正確に記録できるようになる。これらの
記録を全国の現場から収集することで，危険性の高い
動きや，勤務パターン，現場の特徴が可視化されるこ
とが期待される。このようなデータに基づき，事故対
策を行うことで，安全管理の優先順位や投資効果がわ
かるようになる。このようなデータは各ステークホル
ダーにとって非常に有益なデータとなる。施主や建設
事業者は効率的に事故を減らすことで，事故対策費用
や事故発生時の費用の抑制を実現でき，また工期の遅
延リスクを低減できる。また，民間保険事業者もこの
ようなデータに基づき，正確な事故リスクを把握する
ことで，適切な保険料の算定や保険請求の確認作業を
軽減できると期待される。公共セクターにとっても，
建設現場での労災事故の発生状況の正確な把握を行う
ことで，適切な補助事業や労災保険の運用が行え，建
設業に従事する労働者の労働環境改善に資することが
出来る。

このような事故の解析には，事故発生状況を直接撮
影しているカメラからの情報だけでなく，工事サイク

図─ 10　階段での転倒防止・転倒検出

図─ 9　顔向き推定（よそ見検出）
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ルの情報や工期が遅れているといったようなデータも
合わせて分析することで実現される。

（2）人と機械が共存するための技術
建設業は，他の産業と比較して高齢化が進んでいる

産業である。日本における 2020 年の建設業に従事す
る労働者の数は 492 万人であり，そのうち 84 万人が
65 歳以上である 5）。このような環境を背景に，省力
化が求められている。自動化技術は，危険な作業に従
事する労働者を削減することができ，安全性の観点で
も非常に有益である。一方で，土木工事の場合は地質
により対応を変える必要があり，現場数も多くないた
め自動化は遅れると考えられる。また都市における建
築の場合は，土地が狭く自動化のための装置が導入し
づらい環境も存在する。工程によっても自動化しやす
い作業とそうでない作業が存在する。このような環境
では，一気に完全自動化に移行することは難しく，自
動化された作業と人間が行う作業が混在すると考えら
れる。その際，従来の人間しかいなかった環境とは異
なるため，場合によっては新たに危険な状況が発生す
ることも考えられる。このような移行期を支える技術
として，画像解析による安全管理はその効果を発揮す
ると期待される。人の動きを正確に捉え，自動化装置
の安全のバックアップを行うことができるため，自動
化装置の導入のハードルを下げることも可能である。

6．おわりに

今後，建設現場のデータ取得は進むと考えられる。
その際に，単に映像を記録するだけでは，問題が発生
した際の確認用という位置づけになってしまう。一方
で，DX を推進するためにはデータを構造化し，必要
な情報を必要な人に届ける技術が重要である。そのた
めには，テキストデータからの情報抽出技術と画像解
析による現場の動きの可視化が重要な役割を果たすと
期待される。
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AI が建設機械を遠隔地から現場の
カメラ画像を見て遠隔操縦

大　津　良　司

建設機械の更なる自動化が求められている。現状の自動化技術では時々刻々と変化する現場環境に対応
できない。

本稿では，現場設置のカメラで現場を撮像し，その画像を AI が見て建設機械や周囲状況を把握して建
設機械を遠隔操縦する AI を開発したのでそのシステムについて報告する。この AI は建設機械にコン
ピュータや高度なセンサを搭載する必要は無く，AI が無人化施工オペレータのように画像を見て既存の
建設機械を操縦する汎用性と低コストを兼ね備えた技術である。屋外でもトンネル内のような閉空間でも
使える。また，日本全国各地でパソコン画面から現場管理や，マウスで現場画面上に走行ルートを設定す
ることができる。そのため，様々な人に就業機会を提供できる。
キーワード：  自動化，AI，遠隔操縦，三次元位置認識，画像認識，5G，SDGs，コロナ対策

1．はじめに

建設業就業者の高齢化と若年層入職者減少による労
働人口減少が避けられない。また，建設業は製造業と
比べた生産性の低さも課題である。

そのため，機械化や自動化を進めることは建設業で
広く求められている。ロボットや AI で作業を代替す
ることにより，人が行う作業量を減らし労働人口減少
に対応するばかりでなく，完全自動化できない作業に
ついても，機械が行う作業を人が遠隔地から支援する
ことで，安全で快適な作業環境で離職の防止と新規採
用促進を図ることができる。

しかしながら，建設工事は複雑で作業進捗と共に作
業内容が変化するため作業者の技術力と経験に基づい
た判断と機械操作のスキルが必要な高度な作業であ
り，自動車自動運転や自律走行ロボットにならった建
設機械にコンピュータやセンサを搭載して AI が制御
して自律的に動かそうとする現在の技術力では限られ
た作業以外の自動化が進んでいない状況である。

筆者らは長年無人化施工・情報化施工に携わるとと
もに高速道路上で走行する自動車の位置及び速度を
300 m 手前からステレオカメラを使い検出する AI カ
メラセンサや物体認識及び自律走行ロボットの開発を
行ってきた。

これら技術を使い，無人化施工で使われている現場
の俯瞰カメラ画像を AI が見て，建設機械を物体認識

と三次元位置認識をするとともに周囲環境を把握して
遠隔から AI が建設機械を遠隔地からオペレータに代
わりラジコン操縦する技術を開発した。

また，人が遠隔地からパソコン画面に表示されてい
る現場映像にマウスでルートをクリックしていくだけ
で建設機械の走行ルートを設定できるようになった。

2．走行の自動化の課題

（1）建設工事環境の課題
本稿では建設工事の自動化の中で走行の自動化につ

いて述べていく。
建設機械の自動化は長年研究開発が進められている

が，製造業のロボット化や自動化と比べ現状できる作
業が限定的である。

製造業において自動化が進んでいる理由は次の 3 点
にある。①製造するものは大量生産であり，同じもの
を繰り返し作る。そのためロボットが行う作業も同じ
動作の繰り返しである。②ロボットは固定され部品や
半製品がロボットの前に運ばれている。③ロボットが
作業しやすい設計をしている。

一方，建設工事は①現場毎に作業環境が異なり行う
作業に経験と判断が必要となる　②同じような作業で
あっても状況に変化がある　③機械は作業場所に自ら
移動する必要がある　④作業場所が移動する　⑤製造
業で使用される産業用ロボットは基礎に固定されてい

特集＞＞＞　建設のDX
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るため，回転動作やアームを伸ばすときに 0 点が決
まっている。そのため，0点からどれだけ回転するか，
アームを伸ばすかなどが明確である。また，あらかじ
め伸ばしたアームの先に対象物が運ばれて来るためロ
ボットと対象物の距離と位置が一定である。一方，建
設工事では機械が移動するため固定の 0 点を作れな
い。そのため，例えばバックホウでの掘削作業であれ
ば，掘削場所とバックホウとの三次元での位置関係を
バックホウが推定する必要がある。さらに，旋回やバ
ケットの移動も三次元で制御する必要がある。それ
も，現場が不整地であり，凹凸や傾きがあることが多
いため走行制御は難しい。

（2）自律走行技術の技術と課題
（a）実用化されている自動走行技術の利用検討
（1）節で述べたように建設機械の走行を自動化する

ためには様々な課題がある。そこで，既に実用化され
いる車両の自動走行技術の利用を検討した。

車両の自動走行は自動車の自動運転技術及び自律走
行ロボット技術がある。これら技術のいずれも車両が
移動する，もしくは作業をするためには自らの現在の
位置と周囲の状況を知る必要がある。なお，自律走行
ロボットとは，ロボット自体にコンピュータやセンサ
を搭載し周囲を計測して，相対的な自己位置推定と周
囲環境の把握を行った上で，ロボット自らが判断をし
て走行や作業を行うロボットである。工場や倉庫の搬
送に使われる床にラインやマークを張り付けそれをト
レースしながら走る軌道走行ロボットは自律走行ロ
ボットとは呼ばない。

自己位置を推定する方法には，外部からの位置情報
データを使う方法と，作業車両に搭載したセンサによ
り車両自らが周囲の状況を計測し，周囲情報から自己
位置を推定する方法がある。
（b）外部情報を使った自己位置推定方法
① GNSS システムについて
GPS（Global Positioning System）に代表される

GNSS1）（Global Navigation Satellite System 全球測位
衛星システム）は既に建設機械の自己位置の計測に幅
広く利用されている。

自動運転車両の場合は GNSS からの位置情報を受
信し，事前に作成された細密な三次元地図データと照
合することで自己位置を推定することができる。これ
に路白線認識と周囲車両の位置認識を行うセンサを組
み合わせることで自動車やロボットは自動運転・走行
ができる。加えて，補正や GNSS データが取得でき
ないトンネル内走行のため車輪回転数から走行距離を

導いている。
② GNSS の課題
今やスマートフォンにも搭載され汎用的な技術に

なっている GNSS にも建設機械の自動化に使用する
上で課題がある。

まず，単独測定では衛星の位置誤差，対流圏や電離
層通過による伝搬遅延，マルチパスなどで GPS の場
合は 10 m 程度の誤差が生じる。

また，衛星が 4 つ以上測定できない場所では自己位
置を特定できない。そのため，トンネル内や建物内の
他，山間部，土工で掘削が進むなど上空が 45 度程度
開放されていなければ自己位置が推定できない，もし
くは大きな誤差が生じる。建物内などで使えるローカ
ル GPS もあるが移動体の位置推定に使える高い位置
精度が出せない。

そのため，車両の自己位置推定には搭載した GNSS
受信機単独では生じる誤差を少なくし測位精度を高め
る追加のシステムが必要となる。その 1 つが相対測位
である。これは基準局を使う方法で手法は複数ある。

もう 1 つが，車両に慣性測定装置を搭載し三次元姿
勢を測定することで位置精度を高める方法である。
（c）車両搭載センサを使った自己位置推定方法
① SLAM について
SLAM（Simultaneous Localization And Mapping）

は自動運転や自律走行ロボットで自己位置推定に広く
使われている技術である。

SLAM は，Simultaneous（同時に）Localization（自
己位置推定）and Mapping（地図作成）とあるように，
自動車やロボットに搭載したセンサを使い車両に搭載
したセンサから測定した周囲の建物，屋内であれば壁
や柱の形状を記録する。車両が走行しながら周囲を測
定することで徐々に地図ができあがる。この方式は自
らが地図を作成していくため，事前に作成した地図が
無くても自動車などは自ら測定し作成した地図によっ
て周囲との相対的な位置関係を認識して走行すること
ができる。この時に次の代表的なセンサが用いられて
いる。

1）LiDAR（レーザスキャナ）SLAM
a）2 次元スキャナ　レーザを回転体に載せ左右に

動かし水平に照射して平面の地図を作成するセンサ　
平面しか測定できないため照射した対象物の上下がど
のような形状になっているか測定できない。

b）3 次元スキャナ　2 次元スキャナの欠点を改良
した上下左右にレーザを照射することで三次元の面で
測定することができる。

c）計測距離は数 m のものから 100 m 程度の装置が
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ある。そのため広い場所では使えないことも多い。ま
た，光を使うため，屋外では太陽光で減衰するため測
定できる距離は短くなる。また，雨，霧，雪にレーザ
光が吸収される，黒い物体には光が吸収され反射しな
い。などの使用上の制限がある。

さらに，レーザの反射をセンシングする点群データ
であり，このスキャナだけでは物体認識はできず，何
らかのものが自己から何 m にあるという認識しかで
きない。

強いレーザ光は人の目に侵襲性があるため取り扱い
には注意が必要である。

d）測定は周囲 120 度程度から 360 度まで測定でき
る装置があり，一度に周囲広い範囲の測定が一度に行
える。

2）カメラを使った Visual SLAM
単眼カメラもしくは複数のカメラを使い，走行前方

もしくは周囲を撮像し，そのデータをもとに周囲の物
体の特徴点を検出する。特徴点の抽出だけでそれが何
であるかの物体認識はできない。1 つのカメラを使っ
た装置の場合，画角が狭く見えている範囲が狭いた
め，進行方向だけしか把握できない。

3）TOF（Time Of Flight）センサ
赤外線を照射し，物体に当たり反射してセンサに

戻って来るまでの時間を測り物体までの距離を測定す
る距離センサである。LiDAR がレーザ光を照射させ
るが，TOF センサは赤外線を使い照射し反射でその
光が戻ってくる時間を測定する。測定可能距離は数
m と短い。

本センサも物体は認識できない。
4）SLAM の課題
センサでの測定では走行させたいルートを決めるこ

とができない。SLAM を使う場合，最初に人がその
移動体搭乗するか手動で走行させたい実際のルートを
走らせながら 3）項のセンサを使い周囲環境を測定し
地図を作っていく必要がある。2 度目以降移動体はセ
ンサを使い測定して最初に作った地図と今作った地図
の周囲状況を合致させて今どこにいるのか自己位置を
確定する。その後，移動しながら測定を続け新たな地
図を追加させ時々刻々と最初の地図の相似性を確認
し，車輪のスリップなど走行によって生じたズレを絶
えず補正しながら進んで行く。

SLAM は例えば柱やビルの角などの特徴点を照合
しているため

a）連続して壁が続くような特徴が無い場所では特
徴点を見つけられず走行できない

b）工事が進捗し周囲状況が変化すると最初の作っ

た地図と照合できず走行できない
c）屋内外の広いエリアでセンサが照射したレーザ

や赤外線が反射して戻ってこれずセンシングできない
ため走行できない　

d）2 度目以降の走行時に不整地でセンシングした
場所がずれたりや移動体が振動してしまうと測定した
結果が最初の地図と異なる地図を作ってしまい最初に
測定した特徴点を見つけられない場合は走行できない

②カメラ
カメラは 1 つのカメラ（単眼カメラ）では撮像した

映像を画像処理すると平面でしか認識できない。その
ため，物体認識としては使用できるが，その物体まで
の距離は測定できないため距離センサとしては使えな
い。

そこで，ステレオカメラを使い立体視することで対
象物までの距離測定を行っている。

自動運転で使われるステレオカメラシステムの多く
は前方数十 m 以内の車両の有無の認識，前方車両と
の距離認識，道路白線認識を行っている。このシステ
ムでは道路の凹凸や傾斜は認識できない。

また，単眼カメラもステレオカメラも画角が 45 度
から 90 度程度と人が両目で見る視野の 120 度程度に
比べ狭く，進行方向の狭い範囲だけしか測定できな
い。そのため，周囲の状況が十分把握できず最適なルー
トの検索や走行時の周囲への安全確認などに課題があ
る。

周囲を広く一度に見るには魚眼レンズのように 360
度撮像できるものもあるが，ひずみが大きく中心付近
では物体は大きく見えていても，同じ大きさの物体は
円周辺りでは小さく歪んで見える。そのため，画面全
体の距離認識や物体認識をそのままの画像ではでき
ず，車両に搭載して実用的に走行に使うのは難しい。

3．建設機械のラジコン操縦 AIの開発

（1）建設機械の自律化開発からの発想の転換
2 章で評価をした実用化されている自動運転システ

ムや自律走行システムの技術は建設作業で使うには課
題があることが分かった。まとめると①事前に作成し
た地図が必要である　② GNSS は 4 つ以上の衛星か
らの電波が受信できる場所であること　③ GNSS を
使う場合は位置精度を上げる他のシステムが必要　④
SLAM は遮るものが無い開放空間では使えない　⑤
時々刻々と状況が変わる場所では SLAM は使えない 
⑥カメラは画面が狭く測定できる範囲が狭く走行性や
安全性に課題がある　⑦建設機械にコンピュータやセ
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ンサを搭載するのは振動や熱の発生から故障の危険性
が高い　⑧高額の自動化装置を各建設機械に搭載する
ことはコストアップになってしまう　など多くの課題
があり，建設現場で高度な自動化作業を行うには新た
なシステムが必要と判明した。

そこで，筆者らは建設機械に様々な装置を付け，建
設機械自体が判断してオペレータが搭乗操縦できるの
と同様の精度で自律的に走行できるようにする開発を
しなければならないという既成概念を捨て，無人化施
工で利用されているカメラ画像をオペレータが見て建
設機械を操縦するのと同じように AI がカメラ画像を
見て建設機械をラジコン操縦するシステムを開発し
た。

（2）自動化できる建設機械
建設機械はラジコン操縦対応建設機械もしくは既存

建設機械に遠隔操作用に油圧制御装置を追加する。こ
れまでもバックホウ，ミニショベル，ダンプトラック，
クローラーダンプ，ブルドーザー，振動ローラー他が
ラジコン操縦建設機械に改造されているため，新規の
開発は必要なく油圧制御装置と無線操縦装置を追加す
るだけである。

（3）システム構成
図─ 1 に示すように，建設機械の操縦はパソコン

で行う。パソコンには「ラジコン建設機械操縦 AI ソ
フトウェア」がインストールされている。また，現場
に設置されたカメラから伝送された画像を同じパソコ
ンに USB 接続で取り込む。

画像を撮像するカメラは IP カメラやネット会議で
使う web カメラでよく，特別な専用カメラを準備す
る必要は無い。つまり，一般的な単眼カメラだけを準
備するだけで良い。

さらに，パソコンは建設機械の無線操縦装置も接続
する。

これによって，画像の入力，入力された画像の認識，

制御の判断，建設機械の操縦用データ出力が行えるよ
うになる。

（4） 作業環境変革による若年層就業者増加並びに
SDGs及び COVID-19対応

AI 搭載パソコンは，従来の無人化施工同様に操縦
用の電波が届く範囲の離れた場所に設置することもで
きるが。中継装置を使い遠隔地に設置することもでき
る。5G を使えば画像伝送や制御信号の遅延を考慮す
る必要が無く遠隔地からリモート制御ができるように
なる。

建設業は就業者の高齢化が著しい上，若年層の就業
者が少なく逆ピラミッド型の年齢別就業者数になって
いる。
図─ 2 に示すように，遠隔地から安全で快適な環

境で AI を使いながら建設機械を操縦できるようにな
ることは先端的な業務になり若年層に注目させるよう
になる。また，離れた場所から作業ができることは全
国どこからでも作業をすることができ，地方の雇用創
出，女性の進出，体が不自由な人々の雇用創出と建設
業の発展を同時に叶えることができる。

また，建設機械に消費電力が大きい高性能なコン
ピュータやセンサを搭載する必要が無くなることに
よって建設機械の発電によるエンジン負荷が減り消費
する燃料も減らすことができる。これは，SDGsの「5．
ジェンダー平等を実現しよう」「7．エネルギーをみん
なにそしてクリーンに」「8．はたらきがいも経済成長
も」及び「9．産業と技術革新の基盤を作ろう」を実
現するものである。さらに，リモート作業で密になら
ず職場への出勤も減少させるため COVID-19 の感染
拡大対策にもなる。

（5）AIの物体認識および三次元位置認識
AI は一般的な単眼カメラの画像から物体認識と建

設機械など体操物の三次元位置認識を行うことができ

図─ 1　AI による遠隔地からの建設機械操縦システム構成図 図─ 2　快適な遠隔地から様々な人が作業を行える
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る。
単眼カメラから取得した画像は二次元平面であり奥

行は認識できない。筆者らは次の手法により単眼カメ
ラ画像から三次元位置認識を認識できるアルゴリズム
を開発した。

①建設機械に取り付けたマーカーの読み取り
写真─ 1 に示すように，4 方向がわかるマーカーに

よって，AI はマーカーを読み取った時に建設機械の
前後左右を理解する。また，画像の中のマーカーの大
きさによってカメラからの相対位置を認識する。

この時，マーカーの傾きによりどの方向にどのよう
に傾いているのかも AI は理解をしている。

なお，マーカーを用いず建設機械の形状の特徴から
建設機械の位置と傾きを三次元認識するアルゴリズム
もある。

カメラを使ったマーカーもしくは特徴点検出によ
り，AI は空間上の建設機械の三次元位置認識をする
ことで，広い屋外環境においても施工中の建築の屋内
環境においても建設機械や周囲状況を把握することが
できる。

つまり，GNSS における付帯システムが不要にな
り，かつ衛星電波が受信できない環境でも建設機械の
操縦を行うことができる。

SLAM を使う自律走行では周囲環境が変化すると
マップのマッチングができず自律走行ができなくなる
が，本システムは事前の周囲環境の測定は不要である
とともに，周囲を測定しながら走行させる必要は無い
ため環境の変化に走行は左右させないため，時々刻々
と変化する環境においても建設機械を自動で走行させ
ることができる。

（6）走行ルートの設定
①既知の物体の自動ルート設定と搬送
あらかじめ設定した物体の場合，AI はその物体の

前後左右を認識して，搬送ロボットがどの方向から対
象物に潜り込み搬送するか判断する。次に対象物を把
持して指定場所に最適ルートで搬送する。対象物が複
数ある場合は搬送作業を繰り返す。

その時，どの対象物から搬送を開始しなければ後に
なって搬送できないものが出現するか AI は判断をし
て，搬送する順序を決め搬送をする。

②人による遠隔からの移動ルート設定
既に述べたように SLAM を使う自律走行では事前

に車両を手動操作して実際の現場でルートを指示して
いく。

一方，図─ 3 に示すように本システムでは，パソ
コンの画面に表示された現場のカメラ画像にマウスを
使いルートを設定することができる。そのため，遠隔
地から数秒でルートが設定できる。

パソコンに映っている画像は二次画像である。斜め
から撮影されている画像を人は奥行きがあるように感
じるが実際は二次元平面でしかない。その平面上に走
行ルートを設定するのは人は奥行きのある画面の手前
や奥に位置指定をしたつもりでも実際は画面の前後左
右に指定しているだけである。それを AI が三次元位
置変換を行い，実際に車両が走行する時は現実の現場
の三次元で走行することができる。

4．実証実験

（1）準備
大和機工㈱（愛知県大府市）と実証実験を行った。

建設機械は写真─ 2 に示す日立建機のミニショベル
ZX30 を無線操縦仕様に改造して使った。

ミニショベルの電磁弁工事と制御装置及びラジコン
操縦装置は大和機工㈱が準備した。カメラは地上から
約 10 m の高さの工場の庇部分に取り付けた。ラジコ
ン操縦装置とパソコンは RS485 で接続した。カメラ写真―1　マーカーによる位置及び方向の認識

図─ 3　パソコンから建設機械の走行ルートを設定
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は web 会議用カメラでパソコンとは USB 接続した。
本実験ではミニショベルキャビン屋根にマーカーを

取り付け，カメラでマーカーを撮像し，パソコンにイ
ンストールした AI が画像認識して，ミニショベルの
位置と方法を認識するようにした。

その上で，パソコンからマウスでミニショベルの走
行ルートを指示すると，指令がラジコン操縦装置に送
られ，ラジコン操縦装置がミニショベルを遠隔操縦す
るソフトウェアを開発した。

（2）実験
2020 年 10 月に大和機工常滑工場で実証実験を行っ

た。写真─ 2 のパソコンの画面を見ながらマウスで
ルートを設定すると，写真─ 3 に示すようにミニショ
ベルはほぼ誤差なく指定ルートを走行した。

5．考察

本開発の目的である建設機械の自動走行には課題の
ある既存自動運転技術や自律走行技術に代わる新たな
技術を無人化施工を元に開発をした。

AI が現場でカメラ画像だけで建設機械を制御でき
るか懸念はあったが，実証実験の結果高い走行精度で
制御ができることが分かった。

建設機械にはコンピュータやセンサを搭載していな
いため，コストメリットの他，精密機器の故障の心配
が無く，建設機械を高度なロボット化するのに比べ実
用性が高いことも優位性があると考える。

さらに，5G の普及により，全国どこからでもリモー
トでかつリアルタイムで作業監視や走行指示ができる
ため，全国の若年層，女性，障碍者などに魅力ある仕
事を提供できる。これにより，建設業界として
SDGs2）への取り組み推進が行える。

また，リモートワークによる COVID-19 対策にな
ることも挙げられる。

なお，本稿では自動走行について検討を行ってき
た。自動作業に関しては別の機会に述べたいと考える。

6．今後自動走行の開発

作業現場は広くかつ不整地であることも多い。その
ため，カメラを使って離れた建設機械を三次元認識す
る技術と地面の凹凸や傾きを測定する新たな開発を
行っている。

また，カメラだけにこだわることなく建設機械に慣
性計測装置（IMU：Inertial Measurement Unit）を
取り付け，姿勢測定を行うことで精度と安全性を高め
ていく。

また，トンネル内など暗い場所，粉塵が多い場所で
は可視光カメラではマーカーを認識できない。筆者ら
は経済産業省のプロジェクトで数 cm 先が見えない粉
塵が立ち込める閉空間内でロボットを見つけ，その姿
勢を認識する技術開発を完成させている 3）。この技術
も使いながら認識精度を高めていく。

 

《参考文献》
  1） 国土地理院 https://www.gsi.go.jp/denshi/denshi_aboutGNSS.html
  2） 国土交通省の SDGs の取り組み　https://www.sdg-s.jp/column/tag/

%e5%9b%bd%e5%9c%9f%e4%ba%a4%e9%80%9a%e7%9c%81/
  3） 経済産業省　石油プラント危険作業代替ロボット組込ソフトウェアに

係わる開発　経済産業省　11-62 2011 年 9 月

写真─ 2　使用した建設機械と操作システム

写真─ 3　マウスで指定したルートを走行した軌跡
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1．はじめに

ここでは最新デジタル技術を活用した現場 DX 実践
事例をいくつか紹介したい。現場 DX とはデジタル技
術とそこから得られたデータを活用し，建築・土木・
製造現場等での仕事のやり方の変革や新たなサービス
開発等で企業の競争優位性とサスティナビリティを確
立することである。その具体的な目的は，効率化・省
人化・高度化を目的とした業務プロセス改革，新ビジ
ネス展開，現場安全性向上，ベテランから若手への技
能伝承，ニューノーマル対応など多岐にわたっている。

急速なデジタル技術を背景に，オフィスワークの
DX は確実に進行しており，現場 DX も改革に成功し
た事例が増えてきている。現場 DX で活用されるデジ
タル技術とは，AI/ML（人工知能，機械学習），IoT（モ
ノのインターネット），スマートフォンやスマート
ウォッチなどのスマートデバイスやクラウドコン
ピューティングであり，性能向上・価格低下により現
場導入が進んでいる。

以降でいくつかの実践事例を紹介するので，読者各
位の現場 DX 推進のヒントになれば幸いである。

本　堂　直　浩

AI，IoT，ウェアラブルデバイスなど，最新デジタル技術を活用した現場 DX 実践事例についていくつ
か紹介する。近年，デジタル技術・デバイスの進化により安価で高性能なデジタル技術が出現し，これに
より現場への適用が急速に進んでいる。現場には多くの社会課題が依然として存在し，デジタル技術を活
用しこれらの解決が成し遂げられている。本稿では，現場作業員の安全を確保するための仕組み，AI を
活用したヒトと重機の共存の仕組み，RFID を活用した現場省力化の仕組み，スマートフォンを活用した
現場省力化の仕組みを紹介し，現場 DX 実現に向けたヒントを紹介したい。
キーワード：現場 DX，AI，IoT，RFID，ウェアラブルデバイス，現場安全管理

最新デジタル技術を活用した
現場DX実践事例

図─ 1　安全見守りソリューション概要
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2． ウェアラブルデバイスを活用した「安全
見守りソリューション」

まずはじめに安全見守りソリューションを紹介する
（図─ 1）。建築・土木・製造現場では，以前より仕組
みによる安全対策や安全教育が進んでいるものの，不
安全行動を起点とした労災がいまだ発生している。そ
こで労災撲滅を目標として開発・導入が進んでいるの
がスマートデバイスを活用した本システムである。現
場作業員はスマートフォンやスマートウォッチ，ウェ
アラブルカメラを装着し，そこから得られる情報（加
速度，位置，心拍数，映像など）から，コンピュータ
が現場作業員の状態を推定し，異常状態を検知した場
合に，いち早く管理者や周りの現場作業員に通知する
ものである。これにより，転倒・転落など異常時に迅
速な対応が取れることや，振り返り機能による再発防
止，ヒヤリハット機能による未然防止を図ることが可
能である。

また，作業員が装着したウェアラブルカメラの映像
を遠隔の管理者が確認し，的確な作業指示を行うこと
で作業の効率化や正確性が向上する。また夏季の屋外
作業時に現場作業員の心拍や周囲の WBGT を測定す
ることで，適切なタイミングで休憩を促すことで熱中
症の予防を図る。

協力会社等の作業者が多く入構する現場では，誰
が，いつ入構し，どこに居て，いつ出構したかを正確
に把握することが必要であるが，安全見守りや入構管
理システムとの連携により，確実な管理が可能となる。
また，スマートフォンを活用したコミュニケーション
機能を活用することで，音声だけではなく映像を使っ
た作業員間の連携を図ることができ，コロナ対策とし
て三密を回避するためのリモート指示が可能となる。

本システムはすでに多くの現場に導入が進み，効果
が出ている。現場に入る際にヘルメットを着用するこ
とが常識であることのように，今後はデジタル技術に
よる安全見守りも広く普及していくことが望まれる。

3． AIを活用した「ヒト・重機の侵入検知ソ
リューション」

次に紹介するのが，AI による画像認識技術を活用
した「ヒト・重機の侵入検知ソリューション」である

（図─ 2）。現場ではヒトと重機やトラックが混在し作
業を行うことがあり，接触事故の原因となっている。
この課題対応として，AI 画像認識技術を用いて，あ
る決められた領域にヒトと重機・トラック等が「両方」
検知された場合「のみ」アラートを出す仕組みが開発
されている。現場には様々な仕様の重機・トラックが
出入りするが，AI は適切に用意された画像を事前に
学習することで，様々な色・形を持つ重機・トラック
を的確に認識することが可能となっている。

4．RFIDによる「現品管理ソリューション」

現場では，資材搬入され現場在庫として保管され
る。搬入時には作業員により現品確認がおこなわれ，
また利用時にはその特定の在庫を探し出す必要があ
り，在庫数が多い場合には作業員の負担となってい
る。これら在庫管理を容易にするための手段として，
RFID（Radio Frequency IDentification：電波を用い
非接触にて RF タグ内に書き込まれたデータを読み取
る仕組み）を用いた本システムが用いられている。
RF タグを在庫に添付すれば，搬入時はハンディリー
ダーによって離れたところから数・品番を確認，在庫

図─ 2　ヒト・重機の侵入検知ソリューション概要
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探索時にはハンディリーダーをかざすことにより似た
ような在庫が置かれている場合にも正確に探し出すこ
とが可能である。

また，複数の協力会社により構成される現場では，
作業エリアに立ち入る作業員の入構・出構管理が必要
であり，多くの現場では点呼や札によって管理されて
いる。この対応として，入出構ゲートに据え置き型の
リーダーを設置し，ヘルメットに添付した RF タグを
読み取ることで，入出構を正確にモニタリング可能で
ある。

5． タブレット・スマートフォンを用いた「工
事管理のためのソリューション」

現場工事を実施する際には，工事前準備として工事
計画立案と協力会社との調整，工事開始後は日々の工
事承認，進捗確認や様々な問い合わせ対応が発生す
る。現状では，これら作業をメールや電話で行ってい
るところが多く，また工事のエリア，種別ごとに計画・
実績が管理されていることもあり，業務効率性・一覧
性は高くない。これら課題に対する対応として，本シ
ステムは工事計画・実績・各種データをデジタルプラッ
トフォーム上に記録し，PC・タブレット・スマートフォ
ンなどを活用し関係者がアクセスし，計画立案・調整，
承認，進捗報告を行うことで，一つのデータに基づい

図─ 3　工事管理のためのソリューション概要

て業務を行うことで効率化を実現する。また，関係者
間のコミュニケーションは，スマートフォンを活用
し，複数メンバーでの同時通話，静止画・動画の送信，
資料の閲覧などを行うことで効率化している（図─3）。

6．おわりに

現場 DX の実践事例としていくつか紹介したが，現
場業務の改革可能な領域はまだ幅広く存在し，かつ，
現場活用可能なデジタル技術も日々進歩している。現
場 DX は単に DX ソリューションを導入すれば実現で
きるものではなく，業務プロセス改革とセットで行う
ことで初めて効果を得ることができる。IT人材リソー
スネックにより導入スピードが進まない背景もあり，
多くの会社は DX 実現を標榜する IT パートナーと一
緒に進めている事例が多い。読者の皆様も現場 DX 実
現に向け経験豊かな IT パートナーと一緒に進めるこ
とをご検討いただきたい。

 

［筆者紹介］
本堂　直浩（ほんどう　なおひろ）
日鉄ソリューションズ㈱
IoX ソリューション事業推進部
専門部長
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最近，建機ファンという種族が増殖しているようで，
定期的なムック本や単行本が幾つも出版されている。
彼等は，子供の頃から近くで動く建機を見ていて好き
になったようだ。しかし，私の子供の頃の建設機械の
記憶は，市営球場の傍らにいつも置いてあった古い錆
くれたグレーダとマカダムローラだけで，カッコ好い
ものではなかった。そんな世代なので，建設機械など
は興味の対象外であった。山間僻地に生息していた重
機を見ることはなかったが，映像では，町内の子供向
け映写会でロックフィルダム工事の記録映画を観たと
き，重ダンプの煙突と黒い排煙が強烈な印象として
残っている。恐らく御母衣ダム工事であったのだろう。

土木を専攻した学生時代になっても，近くに居たは
ずの建機の記憶はない。しかし，建設機械の授業があ
り，戦前にブルドーザをダム工事に初導入した満州の
豊満ダム工事の元主任技師の話は興味深かった。そし
て，偶然が重なり，機械施工に携わることとなった。

淡路島で操機実習があり，966（CAT）での積込み
や重ダンプ（WABCO）の運転，RH6（日鋼 O&K）
で法切り等を行い，寒風下での押土訓練では D7 の冷
たいシートが痔を初経験させてくれた。また，島内の
土砂採取場では，超大型ローダのミシガンを見上げて，
CAT 992 より大きなその偉容に畏怖の念さえ覚えた。
その後，各地の現場を経験するが，当時はまだ様々な
メーカの輸入機械を目にする機会があり，国産建機
メーカも多種多様であった。会社も様々な機種やア
タッチメントを保有していて，割と短期間でそれらの
多くを使う機会に恵まれ，経験を積めた。時代はケー
ブル式から油圧式への過渡期で，ケーブル式のショベ
ルやスクレーパがまだ多かった。そんな頃，仙台の丸
善で協会の「建設機械化の 20 年」を入手，戦後の機
械化と輸入建機の流れを知り，使っている建機や巷で
見かける建機の背景を知ることができた。

昭和 50 年に新北上川大橋の取付道の法切工事を
行ったが，35 年後の東日本大震災では大川小学校の
避難先として悲劇の舞台となってしまった。また，
1978 年／ S53 の宮城県沖地震では，仙台北部での造
成工事中に立ちくらみがしたので，地面にしゃがんだ
が良くならない。地面を見ると揺れていて，周囲を見

渡すとモータスクレーパが皆止まっている。ところが
1 台だけ走っている奴がいたので，止めて地震を知ら
せると新入社員だった。翌日に支店へ向かったバイパ
スはズタズタで，幾つかのビルが倒壊していた。

同年の新機軸の D10 の登場は衝撃的だったが，翌
年からその掘削能力測定を弾性波測定と共に各地で
行った。また，70 年代後半からマイクロプロセッサ
の普及により建設機械もメカトロ化が進行している。
そして，79 年／ S54 に PC8001 が発売されると，作
業量計算や LP 土量配分計画等をプログラミングし
た。その後，パソコンはどんどん進化し，施工計画や
管理になくてはならないものになって行く。翌年，国
鉄の福知山線／名塩トンネル群の NATM 試験工事を
見学，レール工法からタイヤ工法への転換が，機械土
工からの参入を予感させた。

寒河江ダム工事は，自動運行管理システムやタキオ
メータと 3 次元地形処理システムを導入して，コン
ピュータ統合管理の先駆であったが，建機でも 1981
年／ S56 に 10 m3 ローダ（992C）と 77 t ダンプ（777）
を初導入して新時代が始まる。

同年，米国各地を巡って，フィルダム，高速道路，
宅造，鉱山，パイプライン敷設等の超大型建機等によ
る大型工事を 1 ヶ月かけて視察し，そのスケールと迫
力に圧倒された。そして，1982 年／ S57 には見積調
査のためマレーシアに出張し，2500 万 m3／64 km の
高速道路工事に 250 台の機械の投入を計画して，翌年
から施工に従事した。帰国後の NATM トンネル工事
では，国内で初めて ATLAS のジャンボを導入した。
1988 年／ S63 になると「第 5 回国際建設ロボットシ
ンポジウム」が東京で開催され，ロボテック研究所の

建設機械との邂逅
岡　本　直　樹

豊満ダムのブルドーザ 寒河江ダムのシステム
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研究構想を発表する。建設ロボットブームも到来した。
また，筑波大学の油田信一教授が主催する「屋外移動
ロボット研究会」に参加し，各地の研究所や大学の研
究室等を訪問して知見を深めることができた。それか
らロボテック研究所では，ミリ波電波灯台方式の無人
走行システムの開発に 5 年間従事し，1993 年 2 月／
H5 に実証試験を行った。建設機械への RTK-GPS が
実用化される前の話である。また，この頃からグラ
フィックワークステーションに地形用 3D-CAD を載
せ，土工計画に利用して今日の CIM を先取りしてい
た。

その頃，重ダンプは更に大型化し，1989 年／ H1 か
らの関空Ⅰ期土取山に導入された 135 t ダンプが，国
内の土木工事で使われた最大で最後となる。

そして，山口貯水池（狭山湖）の堤体強化工事の施
工計画調査のために現地を訪れたとき，住民説明用の
大型パネルに建設当時の写真が多数展示されていて，
蒸気式建設機械や堤体敷に張巡らされた軌道網に驚い
た覚えがある。これが戦前の機械化施工に興味を持つ
切掛となった。

1994 年／ H6 の雲仙普賢岳無人化施工の試験工事で
は，技術提案から試験施工にも従事した。その後も各
地の災害現場を訪れ，復旧工事を計画した。また，海
外工事の見積や施工計画支援にも数多く携わり，東南
アジア各地へ出張した。ウズベキスタンでは旧ソ連の
建設機械事情も垣間見ることができた。また，この頃
に早稲田大学の長谷川幸雄教授の WASCOR-IF コロ
キアムにも参加し，ロボット関係の見聞を広めた。

MINExpo2000 では，超大型化しているマイニング
建機を観て 360 t ダンプ等に圧倒され，その後も続け
て訪れることになる。このときの報告は，翌年の「建
設の機械化」誌に転載した。また，米国の建設機械の
書籍をこのとき数冊購入して，海外の建設機械事情を
知り，海外文献収集の端緒となる。その後，神保町で
加藤三重次氏の「建設機械化史」を偶然入手して，日
本の建設機械化史の詳細も判明し，後に「機械土工の
あゆみ」を記す際の参考にした。そして，2008 年／
H20 の「建設の施工企画」新年号では，各種建設機械
の海外での誕生の歴史を我が国で初めて紹介すること
ができた。

こんな経緯で，成り行き任せで好きなことをやって
きたが，機械施工に携わった者の務めとして，建設機
械の記録を整理して残すことにし，建設機械の開発史
と機械施工史の両面から辿り，小さなライフワークと
することにした。

建設機械施工はかつて先端技術であったが，重要度
が後退し，学校教育でも建設機械の授業がなくなり，
高専の講師をしたこともあるが，土木科の存続自体も怪
しくなっている。しかし，情報化施工や i-Construction
により，再び建設機械がフロントランナとなって脚光
を浴びている。

ミリ波電波灯台方式の無人走行システムと管制車内

関空Ⅰ期の 135 tDT3D-CADによる土工計画

雲仙普賢岳無人化施工山口貯水池堤体敷の軌道網

─おかもと　なおき　建設機械史研究家─

MINExpo2000
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おやひこさま
田　村　秀　弘

霊峰弥彦山をご神体として，弥彦山の麓に鎮座し「お
やひこさま」と呼ばれて親しまれている彌彦（やひこ）
神社。正式には「いやひこ」と呼ぶらしいが，地名な
どが全て「やひこ」と読む関係で，一般には「やひこ」
と呼ばれているそうだ。新潟市から車で約 1 時間の格
式高い「越後一宮」である彌彦神社に，当社の安全祈
願の参拝に訪れた。

参拝前の下調べによれば，創建年は不明らしいが
二千年以上の歴史があり，万葉集にも二首歌われてい
る。御祭神の「天香山命」（あめのかごやまのみこと）
は，「天照大神」（あまてらすおおみかみ）の曾孫（ひ
まご）にあたり，『古事記』の時代に神武天皇から越
後の国の開拓を命じられた。その天香山命は越後の地
元民に漁業，製塩，養蚕，稲作を教え，越後を開拓し
た祖神として「仕事運」，そして，天香山命が夫婦仲
良く暮らしていたことから「恋愛運」，さらに，源義経，
上杉謙信らが厚く信仰していたことから「勝負運」と，
それぞれの運勢アップのパワースポットとして，お参
りが盛んなのだという。

入り口である「一の鳥居」で一礼をした。早速下調
べで知った注目のポイントである。写真ではわかりづ
らいが，この「一の鳥居」は親柱と呼ばれる部分が数
センチ浮いている。これは雪による浸食を防ぐためで
あり，豪雪地帯ならではの雪対策なのだ。写真を撮影
のために近くに寄ってみたが，その数センチの空間に
手を入れてみたくなる衝動はなんとか抑えることがで
きた。

境内に入ってくると，静かで気高く，厳かな雰囲気
と新緑に包まれていた。マスクを着用していなければ
思いっきりの深呼吸をしたと思う。

そのまま進むと，左手には「玉ノ橋」と呼ばれる赤
い橋が見える。下調べをせず，まっすぐ前を向いて歩
いていると見逃してしまいそうだ。境内の建造物の中
に「玉ノ橋」の記載があり，室町時代の境内古絵図に
も描かれている。「玉ノ橋」は，神様が通る橋と言われ，
人は渡ることができない。明治 29 年（1896 年）に改
築され，明治 45 年（1912 年）の弥彦大火の際，「玉
ノ橋」だけが焼失を免れ，その後，一時移転されてい
たが，昭和 60 年（1985 年）の御遷座 70 年奉祝を機

として，修理復元された。
木々が溢れ，清々しい空気が漂う参道を進むと，神
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符授与所が右手に見えてきて，そのさらに右奥に台座
の上に並ぶ二つの石「重軽の石」があり，ここでは運
試しができる。願い事を念じながら，どちらか一方の
石を持ち上げる際に，軽いと感じたら願いは叶いやす
く，重くて持ち上げられない場合は努力が必要と言わ
れている。この「重軽の石」を，社内安全を念じなが
ら実際に持ち上げてみると，重量感はあるものの，両
方とも持ち上げることができた。しかし，「どちらか
一方」ということをすっかり忘れて，両方とも持ち上
げてしまったが，さて，願い事は叶うかどうか。いや，
叶ってほしい！

いよいよ国の重要文化財にも指定される「拝殿」に
到着。ご神体の弥彦山が後ろに見える。写真を撮影す
るには青空が良かったのだが，本日は曇り空で午後か
ら雨という予報。まあ，しかし，参拝に天気は関係あ
るまい。そして，ここが今回の彌彦神社参拝のための
下調べが最も活きた場所であったのだ。普通の神社お
参りの作法としては，「2 礼 2 拍手 1 礼」だが，こち
らでは「2 礼 4 拍手 1 礼」である。ちなみに出雲大社
も柏手は 4 回で，伊勢神宮は 8 回である。丁重に拝す
る心を表す作法と伝えられてきたとのことだが，なん
と，境内のどこにもそのような作法の説明書きが無い。
もしや，この彌彦神社での作法は越後の民にとって，

─たむら　ひでひろ　大成ロテック㈱北信越支社　支店長─

それが当たり前すぎるのか。休暇明けに新潟生まれ，
新潟育ちの社員にぜひ確かめてみたくなった。

お賽銭を入れ，2 礼の後，柏手を 4 回，大きな音で
うまく打つことができた。仕事柄，安全祈願の機会が
多いからだろう。人出はさほどではないこともあり，
時間をゆっくりかけて「住所，氏名」を先にブツブツ
とお伝えしてから，願い事である社内安全をさらにブ
ツブツと念じた。これは妻から教わったことだが，神
様は参拝者がどこの誰か分からないので，まず先に住
所と名前を先に伝えなければ，願い事は叶わないそう
である。

参道を戻り，神符授与所でおみくじを一つ引いてみ
た。開いてみると，小吉。願い事は叶わぬ，とのこと。

実はこの私，初詣や会社行事の新年安全祈願でおみ
くじを引いた記憶がない。「拝殿」へ向かうときに，
参拝を終えた二人連れのご婦人らが，そろって大吉と
喜んだ姿を思い出したのだ。あやかりたいものだと思
い，この神聖な弥彦神社で，つい浮かれてしまった自
分に反省しつつ，「拝殿」での願い事は叶えてもらい
たいものだと，「一の鳥居」の下で振り返り，一礼。
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本協会の第 10 回通常総会（定時社員総会）が，令
和 3 年 6 月 17 日（木）午前 10 時 30 分から機械振興
会館地下 2 階ホールにおいて開催された。

今回は，初めてのハイブリッド参加型バーチャル社
員総会として，機械振興会館地下 2 階ホールをリアル
会場としつつ，役員の Web 出席や書面による議決権
行使を行った団体会員で希望される方の Web 参加を
認める方法で開催された。

冒頭，田﨑忠行会長が挨拶し，「コロナの影響はあっ
たものの，概ね全ての事業を円滑に執行できたのは会
員各位や役員の皆様のご尽力の賜である。また，本総
会をもって役員を辞するにあたり，4 年間のご支援に
厚く御礼申し上げる」と述べた。

その後，定款の定めにより田﨑会長が議長となり書
記を任命し，総会成立が宣言され，議事録署名人を指
名して議案の審議に入った。

一般社団法人日本建設機械施工協会

第 10 回通常総会・第 38 回理事会報告

JCMA報告

1．報告事項

「令和 2 年度事業報告の件」，「令和 3 年度事業計画
及び収支予算の件」及び「令和 2 年度公益目的支出計
画実施報告の件」について報告された。

第 10回通常総会①

田﨑忠行前会長
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2．決議事項

第 1 号議案「令和 2 年度収支決算の件」が上程され，
満場異議なく承認可決された。

次に，第 2 号議案「役員選任の件」が上程され，満
場異議なく承認可決された。

◆退任役員（敬称略）
理事　田﨑忠行，監事　相田信一
◆就任役員（敬称略）
理事　金井道夫，監事　福田光
議長は，以上をもって議事を終了した旨を述べ，通

常総会は，午前 11 時 00 分に終了した。

また，通常総会終了後，機械振興会館 6 階会議室に
おいて第 38 回理事会が開催され，代表理事・会長に，
金井道夫理事が選定された。また，田﨑忠行前会長の
顧問推薦の件が理事会で承認され，同日付で金井会長
からの委嘱により田﨑顧問が就任した。

理事会終了後，金井道夫新会長が挨拶し，「アフター
コロナで仕事のやり方や考え方が相当変わってくる中

監査意見（上総周平監事）

第 38回理事会②

第 38回理事会①

福田光監事

第 10回通常総会③

第 10回通常総会②
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金井道夫新会長

で，民間企業や公益法人においても変化への対応が求
められている。社団や財団に関するルール変更等も含
めた全体の流れの中で協会を運営していくためには，
公益的な性格もきちんと残しつつ，市場原理的な取り
組みも必要となる。また，技術革新の分野等，世の中
の動きが非常に早くなっており，合意に基づいて今後
の方向を議論することがますます大事になってくるた
め，皆様のご意見をいただくようお願いしたい」と述
べた。
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令和3年度

日本建設機械施工大賞
受賞業績

令和 3年度受賞業績及び受賞者

■大賞部門　

最優秀賞

・3 眼カメラによる配筋検査システムの開発
  清水建設㈱
  シャープ㈱
鉄筋の配筋状況をカメラ画像によって正確に確認できる

ようになるシステムである。技術的効果は高く，将来性も
期待できる。省力化も可能で，検査も実施しやすくなり，
多くの委員から高く評価された。

優秀賞

・ 地上写真測量（動画撮影型）土工の出来高算出要領（案）
に対応したスマホアプリ「Solution Linkage Survey」
による現場計測

  日立建機㈱
スマートフォンにアプリをインストールして，対象物の

周囲を 1 周するだけで土量変化を算出することが可能なシ
ステムである。操作が簡単で，実用性が高いと評価された。

優秀賞

・ ダム建設現場における建設機械の自動運転化実証と
DX（デジタル・トランスフォーメーション）への取
り組み

  ㈱大林組
ダム工事における施工の自動化，省力化をデジタル機器

により変革していくことを主眼としたシステム群で構成し
ており，近年のデジタルトランスフォーメーションの動向
に合致したものとして評価が高かった。

日本建設機械施工大賞は，建設事業の高度化等に関し顕著な功績をあげた業績について表彰するもので，大賞部門と地
域賞部門の 2 部門で構成される。

大賞部門は，我が国の建設事業における建設機械及び建設施工に関する技術等に関して，調査・研究，技術開発，実用
化等により，その向上・普及に顕著な功績をあげたと認められる業績を表彰し，地域賞部門は，従来の施工方法・技術を
改良あるいは普及させるなどの取組みを通じて，当該地域の事業者等で建設事業の推進に寄与したと認められる業績を表
彰し，もって国土の利用，開発・保全及び経済・産業の発展に寄与することを目的としている。

選考委員会賞

・切羽掘削形状モニタリングシステムの開発
  西松建設㈱
  ㈱ビュープラス
  ジオマシンエンジニアリング㈱
トンネル切羽におけるアタリの施工等を画像解析により

効率的に行うシステムであり，かつ作業員の安全性の向上
にも寄与することが高く評価された。

■地域賞部門　

最優秀賞

・モータグレーダのブレーキアシストシステム
  鹿島道路㈱
作業員との接触防止を図るため，赤外線センサとミリ波

レーダで 2 重ブレーキ操作を行うシステムであり，実工事
にも導入され，安全性の向上が図られていることが高く評
価された。



101建設機械施工 Vol.73　No.7　July　2021

業績の概要

鉄筋コンクリート構造物を構築する際，設計で定められ
た鉄筋が配置されていることを確認・記録する配筋検査は，
構造物の品質を確保するために必要不可欠で重要な検査で
ある。配筋検査は，検査帳票作成や検査用具準備，自主検
査および段階確認など複数人で多くの時間を要するため，
検査の精度維持と省人化・省力化の両立が課題となってい
た。課題解決のため，長年，様々な技術開発が行われ，特
に近年は進化が著しい ICT を活用した配筋検査手法の開
発が進められているが，これらの技術の多くは，操作性，
設備機器，精度，検査に要する時間などの点で実用段階に
までは至っていない。

そのような状況の中で，本技術は，1 人で撮影ボタンを
押す簡単な作業で，リアルタイムに現場で検査帳票が作成
できるシステムであり，すでに多くの現場に導入されてい
ることから，実用性とともに汎用性はきわめて高い。生産
性向上だけでなく，高所作業の短時間化や省人化による新
型コロナ感染症対策など安全性向上にも貢献できることも
確認されている。また，専門知識が不要で操作が極めて簡
単なこと，通信機器や計算サーバーなども不要なため，導
入時のハードルも低い。

以上のことから，本技術は，鉄筋コンクリート工におけ
る配筋検査を画期的に替え，生産性・安全性向上に大きく
寄与する可能性がある。
業績の特徴

本技術は，3 つのカメラで同時に撮影した画像データか
ら，三角測量の原理を応用して，約 7 秒で配筋情報を算出

清水建設㈱，シャープ㈱

3 眼カメラによる配筋検査システムの開発

大賞部門　最優秀賞

し，検査帳票を作成でき，クラウド上で情報共有が可能で
ある。本技術は，以下のような特長を有する。

【高い計測精度】
日照や天候条件によらず，高精度に計測可能である。橋

梁上下部工，開削トンネルなど 20 現場，延べ 40 回以上の
現場実証の結果，国土交通省の測定項目である鉄筋の平均
間隔のスケールとシステムの計測誤差は鉄筋径によらず
5 mm 以内であった。

【高い現場適用性】
1 人で撮影するだけで，自動で鉄筋径，本数，間隔など

の検査結果を約7秒で表示できる。結果はクラウドサーバー
に蓄積され，タブレットやパソコンからリアルタイムに確
認できる。重量3キロ，幅300×高さ200×奥行き150（mm）
で，足場の昇降にも支障がない。防水機能や照明があるた
め雨天時や暗所，また寒冷地でも使用可能である。

【高い信頼性】
検査結果の改ざんは，システムで結果算出に用いる元

データとなる 3 枚のカメラ画像の編集が必要である。その
作業は極めて困難であるため，改ざん防止が図れる。

従来の配筋検査 配筋システム外観システム検査

配筋システム概要

令和3年度　日本建設機械施工大賞　受賞業績
JCMA報告
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業績の概要

本技術「Solution　Linkage　Survey」（以下「SL-Survey」
という。）は，土木施工現場の生産性を向上するため，スマー
トフォンの専用アプリケーションで計測対象を動画撮影す
るだけで土木工事の作業により発生する土量や計測対象の
3 次元データを簡便かつ定量的に把握することができる
サービスである。

令和 2 年度からは，このサービスを拡充して国土交通省
の「地上写真測量（動画撮影型）を用いた土工の出来高算
出要領（案）」に基づいて施工現場の出来高算出に対応で
きるようにした。

SL-Survey は標定点機能を持っており，あらかじめ 3 点
までの標定点用対空標識を計測対象に取り付け，対空標識
の座標をトータルステーション（TS）や GNSS ローバー
で計測しておけば現場座標に合わせて点群を生成できる。

業績の特徴

SL-Survey は，土量を計測できるアンドロイドスマート
フォン向けのアプリケーションとして開発した。動画撮影
中に，2 周波の GNSS 信号と RTK 方式を使って，スマー
トフォンに取り付けたアンテナの位置を記録し，撮影後に
動画から静止画を切り出してそれぞれの静止画に精密な位
置情報をメタデータとして付与する。

切り出した静止画は，まとめてクラウドサーバーに送信
し，サーバー内の写真測量ソフトウエアで点群や DEM（デ
ジタル・エレベーション・モデル）などの 3 次元モデルを
生成する。生成したモデルをスマートフォンでダウンロー
ドし，アプリケーション内で DEM から体積を算出する。

SL-Survey では，公共座標系で標高がジオイドファイル
からの算出でよければ，SL-Survey に付属している GNSS
アンテナで対空標識の座標を計測・記録して標定点として
利用できる。

SL-Survey は，クラウドサーバーで 3 次元モデルを生成

日立建機㈱

地上写真測量（動画撮影型）土工の出来高算出要領（案）に対応した
スマホアプリ「 Solution Linkage Survey 」による現場計測

大賞部門　優秀賞

した際，スマートフォンに LAS 形式の点群データもダウ
ンロードする。LAS データはスマートフォンを PC に接
続して取り出すことができる。このデータを点群処理ソフ
トなどに読み込ませ，TIN データを作成したり出来高算
出などに利用することができる。

出力結果の例

機器の構成
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業績の概要

全産業の中でも建設業における高齢化の進行は特に顕著
な状態である。このような状況の中でも建設業としての産
業力を維持，さらには向上させていくことが強く求められ
ている。この課題に取り組むため，建設機械の自動運転化
技術の開発が望まれている。

このような背景の中，長年のダム建設にて蓄積した施工
技術と，先端技術を融合させたダム情報化施工技術

「ODICT」（Obayashi-Dam  Innovative  Construction 
Technology）の主要技術として，タワークレーン，バイバッ
ク，グリーンカットマシンおよびスライド式型枠の自動運
転システムとダムコンクリート情報管理システムの開発を
行った。本取り組みは，川上ダム建設工事現場における各
種建設機械群の自動運転システムの実証と DX（デジタル・
トランスフォーメーション）への取り組みを示している。

業績の特徴

①タワークレーンを用いたコンクリート自動運搬システム
（1）熟練オペレーターによる最適な運搬動作を再現

㈱大林組

『ダム建設現場における建設機械の自動運転化実証と
DX（デジタル・トランスフォーメーション）』への取り組み

大賞部門　優秀賞

（2） オペレーターが操作の負荷から解放され安全性が向上
（3） 手動による補正操作を必要としない連続した自動運搬

②バイバックによるコンクリート締固め判定システム
（1）締固めエリアの位置情報を自動取得
（2）締固め判定・動作自動化により省力化を実現
（3）コンクリート 2 層打ち締固め施工への対応

③グリーンカットマシン自動運転システム
（1） 適正なコンクリート養生時間を確認し施工エリアを

設定
（2）施工状況の監視と施工情報のトレーサビリティ

④自動スライド型枠システム
（1）移動式クレーンを使用しない型枠の設置
（2） 有資格者を必要としない，天候に左右されない型枠

のクライミングアップ
⑤ダムコンクリート情報管理システム
（1） 施工エリア全体をカバーできる通信ネットワークの

構築
（2）各機械からのデータを Web サーバー上で管理

ダムコンクリート情報管理システムの概要とデータ連携
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西松建設㈱，㈱ビュープラス，ジオマシンエンジニアリング㈱

切羽掘削形状モニタリングシステムの開発

業績の概要

山岳トンネル掘削の最先端部である切羽においては，発
破後に掘削設計断面線よりも内空側に残った地山を掘削す
る整形作業（以下，「あたり取り」という。）が行われてい
るが，作業員が切羽直下に立入り，目視にてあたり箇所を
判断してレーザーポインタ等で重機オペレータに指示を出
していた。しかし，切羽は地山が露出しており，岩塊の抜
け落ち（肌落ち）が発生すると，死傷災害につながる可能
性が高い危険な場所であるため，切羽直下作業を無くすた
めの技術開発が急務であった。
「切羽掘削形状モニタリングシステム」は，山岳トンネ

ル工事の切羽においてあたり取り作業を行う重機に，予め
搭載した高速 3D スキャナで切羽の掘削形状を計測し，あ
たり箇所を重機キャビン内のモニタにヒートマップ表示さ
せることで，岩塊の抜け落ち（肌落ち）が発生する可能性
のある危険な切羽に作業員が立入ることなく高精度なあた
り取りを迅速に行うことができ，安全性向上とともに，余
分な掘削作業の低減が図られ，生産性向上（サイクルタイ
ムの短縮）を実現できる技術である。

大賞部門　選考委員会賞

業績の特徴

【特徴】

・ トンネル坑内に配置した 3 個の特殊基準球から重機の
自己位置・姿勢を算出

・ スキャナで切羽の掘削形状を計測し，3 次元データを
基にあたり箇所を可視化

・ 高速 3D スキャナを重機に搭載することで 50 秒程度
と迅速な計測が可能

・ 3 次元データより，掘削土量，吹付予定量などの各種
施工データを算出し，クラウド上で共有

【効果】

・ 切羽直下に立入ることなく，安全にあたり箇所の確認
およびあたり取りを行うことが可能

・ 切羽掘削形状から発破パターンの見直しを行うことで
余掘り・余吹きの約 20% の低減効果が得られる

・ 計測データから予定吹付けコンクリート量を算出する
ことで，戻りコンの削減が期待される

システム概要 機器の構成と設置状況
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鹿島道路㈱

モータグレーダのブレーキアシストシステム

業績の概要

モータグレーダは，機械の前進動作によって路盤等を整
地する建設機械であり，周辺の検測作業員や転圧ローラと
の接触に対して常に注意を払う必要がある。路盤整正作業
は前進と後進を繰り返すことにより行い，後進の際には
40 ～ 50 m の距離を 20 ～ 30 km/h の速度で走行するのが
標準的な作業状態である。オペレーターは整正作業時には
前方を向いて運転するので，前方向の視認性は確保されて
いるが，後進時には振り返っての後方視認という無理な姿
勢での操作になるため，危険を察知し回避行動をとるのに
操作の遅れや，判断ミスを招く恐れがある。

周囲にいる作業員や共同で作業している転圧ローラなど
との接触事故を防ぐための補助装置として，運転員への制
動時の負荷低減も考慮し，後進時のブレーキアシスト（自
動ブレーキ）システムを開発した。

地域賞部門　最優秀賞

業績の特徴

本システムでは，モータグレーダは高速で作業をする建
機であることから，対象物を長距離で検知可能な赤外線セ
ンサを採用した。この赤外線センサは，作業員が着用して
いる安全反射ベストのリフレクタとそれ以外の物体の反射
率の違いを検知する機能を備えている。また，複数の識別
エリアを構成し，識別エリアごとに出力信号を設定するこ
とが可能で，モータグレーダのブレーキ装置を改造するこ
となく，シフトレバー及びブレーキペダルを外付けのアク
チュエータにより，段階的に作動させる仕組みとした（速
度段シフトダウン→エンジン回転アイドリング→フットブ
レーキ＋インチングペダル）。

また，赤外線センサとは別系統としてミリ波レーダセン
サを装備し，これが対象物を検知した時点でブレーキを作
動させる。このように二重の検知機構を備えることにより
安全性を高めている。

速度域に関わらず段階的なブレーキ操作を設定すること
で，対象物に対して一定の距離を保って安全に停止する。
最初に減速させることで運転員や周囲の作業員へ危機回避
行動を促すこともでき，その段階で対象となる物体が除か
れれば，後進を再開できるため作業効率を低下させず，ま
た運転員にストレスを与えることなく，作業を継続させる
ことも考慮した。

制御盤 フットブレーキ作動装置速度段シフトダウン装置

センサの設置状況
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建設工事受注動態統計調査（大手 50 社） （単位：億円）

年　　月 総　　計

受　　　注　　　者　　　別 工　事　種　類　別
未消化 
工事高 施工高民　　　間

官 公 庁 そ の 他 海　　外 建　　築 土　　木
計 製 造 業 非製造業

2014 年 139,286 80,477 16,175 64,302 43,103 4,822  10,887 86,537 52,748 138,286 125,978
2015 年 141,240 96,068 19,836 76,235 35,633 4,993  4,546 95,959 45,281 141,461 141,136
2016 年 146,991 99,541 17,618 81,923 38,894 5,247  3,309 98,626 48,366 151,269 134,037
2017 年 147,828 101,211 20,519 80,690 36,650 5,183  4,787 99,312 48,514 165,446 137,220
2018 年 142,169 100,716 24,513 76,207 30,632 8,561  5,799 95,252 46,914 166,043 141,691
2019 年 156,917 114,317 24,063 90,253 29,957 5,319  7,308 109,091 47,829 171,724 150,510
2020 年 143,170 97,457 19,848 77,610 35,447 5,225 4,175  91,725 51,443 171,740 14,287

2020 年  4 月 7,023 4,434 941 3,493 1,993 542 54 4,437 2,585 177,186 8,282
5 月 6,956 4,877 1,404 3,473 1,641 352 85 4,675 2,281 174,405 9,289
6 月 10,306 6,725 1,114 5,612 2,971 453 157 5,651 4,655 172,281 12,579
7 月 9,241 5,870 1,622 4,248 2,674 449 248 5,703 3,538 172,468 9,311
8 月 8,945 6,618 1,032 5,586 1,878 382 66 5,914 3,031 171,851 10,264
9 月 12,429 8,684 2,148 6,536 3,235 416 95 8,327 4,102 171,010 13,923

10 月 9,550 6,408 1,298 5,109 2,756 395 －872 6,500 3,050 171,551 8,961
11 月 9,564 6,486 1,782 4,704 1,895 418 764 6,111 3,452 170,235 10,572
12 月 15,466 10,468 2,390 8,078 4,191 526 281 10,863 4,603 171,740 14,287
1 月 10,502 6,174 1,004 5,171 3,886 337 105 5,667 4,835 173,721 8,776
2 月 12,435 8,190 1,257 6,932 3,293 431 521 7,719 4,716 174,626 10,895
3 月 36,395 26,029 3,932 22,097 8,640 499 1,226 24,517 11,879 191,713 18,787
4 月 7,252 4,965 1,141 3,824 1,711 396 181 4,239 3,014 － －

建　設　機　械　受　注　実　績 （単位：億円）

年　  　月 14 年 15 年 16 年 17 年 18 年 19 年 20 年 20 年
4 月 5 月 6 月 7 月 8 月 9 月 10 月 11 月 12 月 21 年 

1 月 2 月 3 月 4 月

総　      　 額 18,346 17,416 17,478 21,535 22,923 20,151 17,646 1,124 1,035 1,318 1,446 1,173 1,462 1,577 1,756 1,859 1,793 1,940 2,351 2,089
海  外  需  要 11,949 10,712 10,875 14,912 16,267 13,277 10,966 629 534 733 859 726 894 1,035 1,149 1,245 1,279 1,448 1,444 1,450
海外需要を除く 6,397 6,704 6,603 6,623 6,656 6,874 6,680 495 501 585 587 447 568 542 607 614 514 492 907 639

（注） 2014 ～ 2016 年は年平均で、2016 ～ 2019 年は四半期ごとの平均値で図示した。 
2020 年 4 月以降は月ごとの値を図示した。

出典：国土交通省建設工事受注動態統計調査
　　　内閣府経済社会総合研究所機械受注統計調査
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■基礎工事用機械技術委員会
月　日：5 月 12 日（水）（会議室，web

併行開催）
出席者：樗沢淳一委員長ほか 19 名
議　題：①応用地質㈱の技術プレゼン：

会社紹介と各種技術紹介（3 次元常時
微動トモグラフィ，地下埋設物情報提
供サービス他）　②日本建設機械要覧

（2022）編集作業について　④見学会
について

■トンネル機械技術委員会・幹事会
月　日：5 月 14 日（金）（会議室，web

併行開催）
出席者：丸山修委員長ほか 8 名
議　題：①小断面トンネル工事における

機械，設備調査について：保有機械，
設備調査結果のまとめ状況とスケ
ジュールの確認　②令和 3 年度技術講
演会について　③見学会について　　
④幹事以外の委員の活動参加に関する
討議　⑤日本建設機械要覧（2022）編
集作業について

■原動機技術委員会
月　日：5月20日（木）（web会議で開催）
出席者：工藤睦也委員長ほか 21 名
議　題：①前回の議事録確認　②海外排

出ガス規制の動向に関する情報交換：
中国ノンロード 4 次規制の件　③日本
建設機械要覧（2022）編集作業につい
て　④その他：「建設施工・建設機械
における CO2 排出量削減について」
国交省からの情報提供，委員退任・新
任の紹介とご挨拶

■建築生産機械技術委員会（ラフテレーン
作業燃費分科会）
月　日：5 月 21 日（金）（会議室，web

併行開催）
出席者：石倉武久委員長ほか 6 名
議　題：①建設施工の地球温暖化対策検

討分科会（3/22）の報告　②温室効果
ガス削減に向けた革新的建設機械の導
入・支援事業について情報共有　③ラ
フテレーンクレーンの次期作業燃費基
準の件：進め方についての討議，スケ
ジュールについて

■ダンプトラック技術委員会　　
月　日：5月27日（木）（web会議で開催）
出席者：渡辺浩行委員長ほか 7 名

（2021 年 5 月 1 日～ 31 日）

行 事一覧
議　題：①各社トピックス：㈱加藤製作

所 林業用機械・フォワーダ ICL75L
の紹介　②生産性向上に関する輪講：
ヤンマー建機㈱ ViO30-6 ブレード
3 DMC（ブレード 3 D マシンコント
ロール機能を搭載した 3 t クラス後方
超小旋回機機種）の紹介　③日本建設
機械要覧（2022）編集作業について　
④ホームページ更新について

■情報化機器技術委員会　
月　日：5月28日（金）（web会議で開催）
出席者：白塚敬三委員長ほか 8 名
議　題：①建機の遠隔操作の通信方式に

ついてまとめ方の討議　②規制・規格
の最新情報の共有　③安全施工ワーキ
ンググループの活動に関する情報共
有：「建設機械の安全装置」の技術比
較表（適用建設機械：ローラ）公表に
ついて　④その他：ジック㈱サイバー
セキュリティセミナの案内，ホーム
ページ更新について

標　準　部　会

■ ISO/TC 127/SC 3/WG 5（施工現場デー
タ交換）ISO/TS 15143-4（施工現場地
形データ）作業結果特設チーム会合
月　日：5 月 4 日（火）　
出席者：海外から数名，日本からは正田

明平部会長（コマツ）ほか 1 名（Web
参加）

場　所：Web 上（MS Teams）
議　題：機械が（情報化施工実施の）作

業結果として扱うデータの様式
■ ISO/TC 127/SC 3/JWG 16（移動体のセ
キュアな高速通信）会合
月　日：5 月 10 日（月）夜，11 日（火）夜
出席者：海外から 17 名，日本からは正

田明平部会長（コマツ）ほか 8 名（Web
参加）

場　所：Web 上（ISO ZOOM）
議　題：①専門家意見聴取結果に関して

② ROSENBERGER 社のコネクタに
関する説明　③ AEF との連携関係確
認　④その他

■ ISO/TC 195/SC 3/WG 1穿孔及び基礎
工事用機械 -用語及び定義 国際バーチャ
ルWG会議
月　日：5 月 11 日（火）夜
出席者：形見昌昭（㈱技研製作所）委員

ほか 10 名（Web 参加）
場　所：Web 上（ISO Zoom）
議　題：① WD 11886 コメント審議（続

き）・日本コメント説明　②今後の
Web 会議日程（6 月 11 日）

■ ISO/TC 127/SC 3/WG 5（施工現場デー
タ交換）ISO/TS 15143-4（施工現場地
形データ）案文集約特設会合
月　日：5 月 12 日（水）
出席者：海外から 7 名，日本からは山本

茂コンビナー（コマツ）ほか 3 名（Web
参加）

場　所：Web 上（ISO ZOOM）
議　題：ISO/TS 15143-4（施工現場地

形データ）案文集約
■ ISO/TC 127/SC 2/WG 30（ISO 6683

シートベルト及び取付部 改正）チーム
会合
月　日：5 月 12 日（水）夜
出席者：海外から 11 名，日本からは間

宮崇幸委員長（コマツ）ほか 7 名（Web
参加）

場　所：Web 上（MS Teams）
議　題：① ISO 6683 改正案における

TSIP に関する検討　② ISO 6683 改
正案文の次の段階について

■ ISO/TC 127/SC 3/WG 5（施工現場デー
タ交換）ISO/TS 15143-4（施工現場地
形データ）作業結果特設チーム会合
月　日：5 月 18 日（火）
出席者：海外から 5 名，日本からは正田

明平部会長（コマツ）ほか 1 名（Web
参加）

場　所：Web 上（MS Teams）
議　題：機械が（情報化施工実施の）作

業結果として扱うデータの様式
■ ISO/TC 127/SC 3/JWG 16（移動体のセ
キュアな高速通信）AEFとの連携に関
する特設会合
月　日：5 月 20 日（木）夜
出席者：海外から約 5 名，日本からは正

田明平部会長（コマツ）ほか 1 名（Web
参加）

場　所：Web 上（ISO ZOOM）
議　題：AEF との連携関係設立に関し

て
■ ISO/TC 195/WG 9（自走式道路建設機
械 -安全要求）国際バーチャルWG会議
月　日：5 月 25 日（火）夜～ 27 日（木）

夜の 3 日間
出席者：小倉公彦（JCMA 標準部）ほ

か 10 名（Web 参加）
場　所：Web 上（ISO Zoom）
議　題：① ISO/DIS 20500-4 手押し式締

固め機械 及び ISO/DIS 20500-5 ペー
バー - フィニッシャー コメント審議
②今後のWeb会議日程（8月2～ 4日，
9 月 21 ～ 23 日）
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■ ISO/TC 127/SC 3/WG 5（施工現場デー
タ交換）ISO/TS 15143-4（施工現場地
形データ）案文集約特設会合
月　日：5 月 26 日（水）
出席者：海外から約 4 名，日本からは山

本茂コンビナー（コマツ）ほか 2 名
（Web 参加）

場　所：Web 上（ISO ZOOM）
議　題：ISO/TS 15143-4（施工現場地

形データ）案文集約
■ JIS原案作成委員会（分科会）

月　日：5 月 27 日（木）
出席者：大本康隆（コベルコ建機㈱）委

員ほか 7 名（Web 参加）
場　所：Web 上（Zoom）
議　題：① JIS 原案 6 件の進捗報告　　

② JIS A 8334 原案に関する協議　　
③今後の予定（次回分科会 6 月 24 日）

■機電交流企画WG

月　日：5 月 18 日（火）
出席者：松本清志主査ほか 9 名（内

WEB 参加 6 名）
議　題：①主査の交代について　② R03

度の活動方針について　③講演会の企
画　④オリンピックセンター現予約の対
応について　⑤その他（女性座談会等）

■三役会
月　日：5 月 21 日（金）
出席者：鈴木博士部会長ほか 8 名（内

WEB 参加 3 名）
議　題：① 3WG 報告（4/23 クレーン安

全情報 WG，5/18 機電交流企画 WG，
『建設施工への ICT 活用による安全施
工に対し取り組むべき課題』に対する
アンケート調査進捗状況報告）　②そ
の他

■ ICT安全WG事前打合せ
月　日：5 月 26 日（水）
出席者：副島幸也主査ほか 4 名（内

WEB 参加 1 名）
議　題：①建設施工への ICT 活用によ

る安全施工に関し取り組むべき課題に
対するアンケート調査の回収状況報告 
②日建連との今後の連携方針について 
③情報化施工委員会との連携　④今後
の進め方

■機関誌編集委員会
月　日：4 月 28 日（水）
出席者：見波潔委員長ほか 30 名
議　題：①令和 3 年 8 月号（第 858 号）

計画の審議・検討　②令和 3 年 9 月号
（第 859 号）素案の審議・検討　③令
和 3 年 10 月号（第 860 号）編集方針
の審議・検討　④令和 3 年 5 月号～令
和 3 年 7 月号（第 855 ～ 857 号）進捗
状況報告・確認　※通常委員会及び
Zoom にて実施

支部行事一覧

■第 10回支部通常総会
月　日：5 月 12 日（水）
場　所：札幌市，センチュリーロイヤル

ホテル
出席者：熊谷勝弘支部長ほか 45 名
内　容：①令和 2 年度事業報告（案）及

び決算報告（案）承認の件　②令和 3
年度事業計画及び収支予算に関する件 
③役員の交代（案）に関する件　④そ
の他

■令和 3年度 第 10回 東北支部通常総会
月　日：5 月 17 日（月）
場　所：仙台市 仙台ガーデンパレス 
出席者：支部会員：129 社（議決権総数

146 社のうち出席 11 社，委任状 118
社），出席者総数：会員 11 名，高橋支
部長ほかの役員と事務局員 12 名，総
数 23 名

内　容：①令和 2 年度事業報告について
②令和 2 年度事業決算について　③令
和 2・3 年度　役員交代について　　
④令和 3 年度事業計画について　⑤令
和 3 年度事業予算について

■ EE東北 '21「i-Construction体験広場」
第 1回出展者会議（対面＋Web会議）
月　日：5 月 18 日（火）
出席者：鈴木勇治情報化施工技術委員会

委員長ほか 12 名
内　容：①準備・撤収スケジュールにつ

いて　②デモンストレーションについ
て　③コロナ対策について

■第 9回東北復興 i-Construction連絡調整
会議（Web会議）
月　日：5 月 26 日（水） 
出席者：角湯克典東北地方整備局企画部

長ほか 24 名 
内　容：①地元中小規模の企業が ICT

施工に取り組むための対応について：
②地元経営者向けの説明会の開催につ
いて　③（仮称）i-Construction 新技

術体験学習会について 

■令和 3年度事務局長会議
月　日：5 月 11 日（火）
場　所：Web 会議
出席者：堤事務局長
議　題：①建設機械施工管理技術検定の

実施について　②実施要領・監督要領
（案）について

■外国人技能評価試験監督の説明会
月　日：5 月 20 日（木）
場　所：北陸支部事務室
出席者：穂苅企画部課長，水澤普及部会

委員，本間普及部会委員
議　題：①外国人技能実習制度について

②定期試験の案内，実施状況について
③試験監督員の対応について　④受検
上の注意事項について　⑤実技試験採
点上の留意事項について

■令和3年度第10回通常総会（小規模開催）
月　日：5 月 24 日（月）
場　所：新潟東映ホテル 1F 白鳥の間　
議　題：①令和 2 年度事業報告に関する

件　②令和 2 年度決算報告に関する件
③令和 3 年度事業計画に関する件　 
④令和 3 年度収支予算に関する件 　
⑤令和 2 ～ 3 年度役員変更に関する件
⑥令和 3 年度永年会員等表彰，優良建
設機械運転員・整備員表彰

■ゆきみらい 2022in 白山の除雪展示会
開催場所の事前調査

月　日：5 月 27 日（木）
場　所：白山郷公園駐車場
出席者：水澤普及部会委員，本間普及部

会委員ほか 1 名　
議　題：①開催場所の変更について　 

②除雪機械展示・実演会の実施計画に
ついて

■外国人技能評価試験（5 月期）
月　日：5 月 28 日（金）
場　所：CAT 北陸教習センター
出席者：堤事務局長ほか 2 名　
受検者：
初級　掘 削　学科及び実技　 2 名
　　　締固め　学科及び実技　 4 名
　　　専門級　掘削 学科及び実技 13 名
　　　　　　　実技のみ　　　10 名
　　　　　　　学科（再試験）　1 名
　　　締固め　学科及び実技　 3 名

■第 10回 支部通常総会
月　日：5 月 19 日（水）
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場　所：ウイル愛知 女性総合センター
出席者：所輝雄支部長ほか約 70 名
議　題：①令和 2 年度事業報告及び決算

報告承認の件　②令和 3 年度事業計画
及び収支予算報告の件等

■ DX技術を活用した水害オペレーション
実働訓練
月　日：5 月 23 日（日）
参加者：コマツカスタマーサポート㈱中

部カンパニー 渡邊良宏部長ほか 3 名
参加会場：小牧コマツ IOT センター
内　容：中部地方整備局主催にて，当支

部は堤防破堤箇所を DX 技術にて復旧
する訓練を実施した

■第 11回 南海トラフ地震対策中部圏戦略
会議
月　日：5 月 25 日（火）
出席者：所輝雄支部長
場　所：当支部事務局より WEB 会議に

て参加
内　容：「令和 3 年度南海トラフ地震対

策中部圏戦略会議活動計画」等につい
て

■支部通常総会
月　日：5 月 13 日（木）
場　所：関西支部　
出席者：深川良一支部長以下 3 名
議　題：①令和 2 年度事業報告及び決算

報告の件　②令和 3 年度事業計画及び
収支予算の件　④令和 3 年度会長表彰
⑤優良建設機械運転員等表彰

■建設用電気設備特別専門委員会（第467回）
月　日：5 月 19 日（水）
場　所：中央電気倶楽部 会議室
議　題：①「JEM-TR104 建設工事用受

配電設備点検補修のチェックリスト」
審議　②「JEM-TR121 建設工事用電
気設備機器点検保守のチェックリス
ト」審議

■第 1回施工技術部会（Web会議）
月　日：5 月 17 日（月）
出席者：新宅清人部会長ほか 6 名
議　題：①令和 3 年度部会事業実施計画

について　② i-Con（情報化施工）関

係行事の推進とその体制について 　
③令和 3 年度道路除雪講習会（案）の
企画について　④その他懸案事項

■令和 3年度建設技術講習会【Web】
期　間：5 月 17 日（月）～ 28 日（金）
受講者：285 名
演　題：① ICT 活用工事の最近の動向

と事例紹介…（一社）日本建設機械施
工協会施工技術総合研究所　椎葉祐士
氏，八木橋宏和氏　②令和 3 年度の入
札契約制度及び生産性の向上と働き方
改革について…中国地方整備局企画部
技術管理課　荒木勲氏　③新技術に係
る取り組みについて…中国地方整備局
企画部　溝田亨氏　④社会資本の戦略
的維持管理について…中国地方整備局
道路部道路保全企画グループ　飯分優
氏　⑤重機搭載型レーザースキャンシ
ステムの開発と運用について…㈱フジ
タ土木エンジニアリングセンター機械
部　浅沼廉樹氏

■第 10回支部通常総会
月　日：5 月 25 日（火）
場　所：ホテルセンチュリー 21 広島
出席者：河合研至支部長ほか 28 名
議　題：①令和 2 年度事業報告承認の件

②令和 2 年度決算報告承認の件　③令
和 3 年度事業計画（案）に関する件　
④令和 3 年度収支予算（案）に関する
件　⑤本部及び施工技術総合研究所の
事業概要報告　⑥本部感謝状贈呈　 
⑦講話「国土交通行政の最近の話題」
中国地方整備局企画部長　星隈順一氏

■令和 3年度「建設の機械化施工優良技
術者」表彰式
月　日：5 月 25 日（火）
場　所：ホテルセンチュリー 21 広島
受賞者：運転・整備部門 1 名，管理部門

3 名
■記念講演会

月　日：5 月 25 日（火）
場　所：ホテルセンチュリー 21 広島
演　題：広域豪雨災害を踏まえた今後の

防災・減災の在り方
講　師：広島大学名誉教授　河原能久氏

■ R3第 1回運営委員会
月　日：5 月 20 日（木）

場　所：ホテル「マリンパレスさぬき」
（高松市）

出席者：藤山究副支部長ほか 27 名（う
ち，委任状提出 19 名）

内　容：①令和 2 年度事業報告に関する
件　②令和 2 年度決算報告に関する件
③令和 2 年度会計及び業務監査報告に
関する件　④人事異動等に伴う役員等
の変更に関する件

■四国支部第 10回（R3年度）通常総会
月　日：5 月 20 日（木）
場　所：ホテル「マリンパレスさぬき」
（高松市）

議決権総数：127 社
出席社数：120 社（うち，委任状提出

108 社）
出席者総数：藤山究副支部長ほか 16 名
議　題：①第 1 号議案 令和 2 年度事業

報告承認の件　②第 2 号議案 令和 2
年度決算報告承認の件　③第 3 号議案 
令和 2 年度会計及び業務監査報告に関
する件　④第 4 号議案 令和 3 年度事
業計画に関する件　⑤第 5 号議案 令
和 3 年度収支予算に関する件

■ R3年度第 1回運営委員会
月　日：5 月 20 日（木）
場　所：福岡リーセントホテル
出席者：松嶋支部長ほか 24 名（議長委

任出席含む）
議　題：① R2 年度事業報告及び決算報

告　② R3 年度事業計画及び収支予算
③ R3 年度支部役員の選任　④ R3 年
度優良建設機械運転員等表彰

■第 10回通常総会
月　日：5 月 20 日（木）
場　所：福岡リーセントホテル
出席者：松嶋憲昭支部長ほか 65 名（議

長委任出席含む）
議　題：① R2 年度事業報告及び決算報

告　② R3 年度事業計画及び収支予算
③ R3 年度支部役員の選任　④ R3 年
度優良建設機械運転員等表彰の報告



110 建設機械施工 Vol.73　No.7　July　2021

編 集 後 記

建 設 機 械 施 工
第 73 巻第 7 号（2021 年 7 月号）（通巻 857 号）
Vol. 73　No. 7　July　2021
2021（令和 3）年 7 月 20 日印刷
2021（令和 3）年 7 月 25 日発行（毎月 1 回 25 日発行）
編集兼発行人　　金　井　道　夫
印 　 刷 　 所　　日本印刷株式会社

発 行 所　 本 部　 一 般 社 団 法 人　 日 本 建 設 機 械 施 工 協 会
〒 105-0011 東京都港区芝公園 3 丁目 5 番 8 号　機械振興会館内
電話（03）3433-1501；Fax（03）3432-0289；http://www.jcmanet.or.jp/

施工技術総合研究所〒 417-0801 静岡県富士市大渕 3154  電話（0545）35-0212
北　海　道　支　部〒 060-0003 札幌市中央区北三条西 2-8  電話（011）231-4428
東 　 北 　 支 　 部〒 980-0014 仙台市青葉区本町 3-4-18  電話（022）222-3915
北 　 陸 　 支 　 部〒 950-0965 新潟市中央区新光町 6-1  電話（025）280-0128
中 　 部 　 支 　 部〒 460-0002 名古屋市中区丸の内 3-17-10  電話（052）962-2394
関 　 西 　 支 　 部〒 540-0012 大阪市中央区谷町 2-7-4  電話（06）6941-8845
中 　 国 　 支 　 部〒 730-0013 広島市中区八丁堀 12-22  電話（082）221-6841
四 　 国 　 支 　 部〒 760-0066 高松市福岡町 3-11-22  電話（087）821-8074
九 　 州 　 支 　 部〒 812-0013 福岡市博多区博多駅東 2-4-30  電話（092）436-3322

現在，ワクチン接種が急ピッチで
進められています。予断を許さぬ猖
獗禍，賛否両論がありましたが，本
誌が届く頃には，オリンピックが開
催されています。

さて，本号は「建設の DX」特集
です。DX（デジタルトランスフォー
メ ー シ ョ ン ） は， デ ジ タ ル 化

（Digitization）から個々のプロセス
の 効 率 化・ 生 産 性 向 上 の 段 階

（Digitalization）を経て，全体最適
化となるプロセスの変革を行い，顧
客や社会ニーズに応えることとされ
ているようです。建設業界では，早
くから ICT 施工（デジタル化）に
取組んでいたが普及は遅々としてい
ました。2012 年に BIM/CIM の試
行を始め，2016 年の i-Construction
から一気呵成に導入・普及を図り，
施工プロセスの効率化・生産性向上
を進めています。一方，経産省の
DX レポートで「2025 年の崖」の警

鐘があり，コロナ禍でも我が国のデ
ジタル化の遅れが露呈し，デジタル
庁の新設が決まりました。そして，
国交省では新たに「インフラ分野の
DX 推進本部」を設置して，更なる
デジタライゼーションの加速と DX
への昇華を狙っています。

本特集号では，巻頭言を「DX 時
代の新しい建設産業に向けて」と題
して，建山教授に執筆頂きました。
そして，行政情報は「国土交通省が
推進するインフラ分野の DX」と経
済産業省の「DX レポート 2」です。

特集報文では，各方面の建設 DX
への取組みとして，BIM/CIM 等の
プラットフォーム，AI 画像認識，
遠隔操作，自律化，遠隔臨場等の技
術について，JACIC やゼネコン，
建機メーカ，システムベンダー等の
スタートアップを含めた方々に，執
筆を頂きました。

ご多忙中にもかかわらず，快くご
執筆を引受けて下さいました皆々様
に厚く御礼申し上げます。

  （岡本，石倉）
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編集委員長
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穴井　秀和　鹿島建設㈱
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宇野　昌利　清水建設㈱
佐藤　誠治　㈱大林組
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松本　清志　㈱奥村組
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竹田　茂嗣　鉄建建設㈱
副島　幸也　㈱安藤・間
松澤　　享　五洋建設㈱
飯田　　宏　東亜建設工業㈱
佐藤　　裕　日本国土開発㈱
斉藤　　徹　㈱ NIPPO
室谷　泰輔　コマツ
山本　茂太　キャタピラージャパン
花川　和吉　日立建機㈱
上田　哲司　コベルコ建機㈱
石倉　武久　住友建機㈱
新井　雅利　㈱加藤製作所
五味　俊彦　古河ロックドリル㈱
太田　正志　施工技術総合研究所

事務局
（一社）日本建設機械施工協会

8 月号「維持管理・長寿命化・リニューアル特集」予告
・インフラメンテナンス国民会議の活動　・農業農村整備事業におけるストックマネジメントの
取組紹介　・一本松まがるーふ工法　・時速 100 km 走行でのトンネル覆工コンクリート高解像度
変状検出手法　・鉄道沿線斜面監視のための IoT センサの開発と整備　・3 次元点群データを活
用した構造物点検　・鋼床版上グースアスファルト舗装の局部補修方法　・既設コンクリート構
造物の補強工事に伴う削孔作業に適用する自動削孔装置の開発　・小断面水路トンネルにおける
プレキャスト補修部材の急速運搬・組立工法　・管きょ更生工法の施工機材と施工事例（SPR 工法）
・桟橋上部工点検用ロボットと診断支援システムの開発　・ゲートワイヤロープ保守点検の機械
化と運用　・ICT を活用した曲面形状のコンクリート構造物（固定堰）の改修事例　・専用架台
と 2 種類のカメラを用いた集水井内の点検
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特集　�特集　�建設のDX建設のDX

DXにより創る次世代建設生産システムとスマートな世界DXにより創る次世代建設生産システムとスマートな世界

背 5mm

巻頭言 DX時代の新しい建設産業に向けて ● 国土交通省が推進するインフラ分野のDX
● DXレポート2（中間とりまとめ）：DX推進の課題と政策展開

行政情報

最新デジタル技術を活用した現場DX実践事例交流の広場

● 第10回通常総会・第38回理事会報告
● 令和3年度　日本建設機械施工大賞　受賞業績

JCMA報告

● DXにより創る次世代建設生産システムとスマートな世界
●  4K 定点カメラ映像による工事進捗管理システムの

開発および試行
●  山岳トンネル工事における切羽近傍作業の無人化を

目指した取り組み
● 新技術活用による熟練技能維持の取組み　他

技術報文
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